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年 7 月には，これまでの 10 年間の検討のとりまとめと
して，各種データの追加や作成手法の高度化により，こ




















































































































震ハザードステーション J-SHIS」として，2005 年 5 月
より運用を開始した． 




























































































































布（図 2.1.2-3）を参考に各々設定する．図 2.1.2-3 は，
2000 年 10 月 1 日から 2008 年 3 月 31 日までの気象庁一
元化震源から，深さフリー（インバージョンで求めたも









ⅰ. 活断層長さ L [km] 
 活断層長さ L を，地表地震断層長さ（一回の活動でで
きた地表断層）とみなし，長期評価の断層長さを用いる． 
 
ⅱ. 気象庁マグニチュード M（Mj） 
 松田（1975）による以下の関係式より求める． 
6.0/)9.2(log += LM   (2.1.2-1) 
 
ⅲ. 地震モーメント M0 [Nm] 
 武村（1990）による以下の関係式（「レシピ」の(4)式）
より求める． 
72.1017.1log 0 +⋅= MM   (2.1.2-2) 
 
ⅳ. モーメントマグニチュード Mw 
 Kanamori (1977) による以下の関係式より求める． 
5.1/)1.9(log 0w −= MM   (2.1.2-3) 
 






















S  (2.1.2-4) 
 
ⅵ. 断層の幅 W [km]（仮設定） 
 以下の式（「レシピ」の(5)式）より得られる． 






ⅶ . 断層モデルの幅 Wmodel [km] と断層モデルの長 
Lmodel [km] 





}sin/)2(,min{ SmeshWmodel δ+≤⋅= TWLNW  (2.1.2-6) 
LWSLNL L ≥≥⋅= modelmeshmodel /  









られる M0 と（2.1.2-4）式の S は W がおおよそ 18km の
時に成り立つ．従って，このモデル化方法に基づく場合，
地震発生層と傾斜角の関係から W が大きく出来る場合
にも Wmodel は 18km となる． 
 
ⅷ. 断層モデルの面積 Smodel [km2] 
 以下の式（「レシピ」の(7)式）より得られる． 
modelmodelmodel WLS ×=   (2.1.2-8) 
 
ⅸ. 断層モデルの平均すべり量 Dmodel [m] 
以下の関係式（「レシピ」の(9)式に相当）より求める． 
)/( model0model SMD ⋅= μ   (2.1.2-9) 
ただし，μ は地震発生層の剛性率であり，密度 ρ (kg/m3)，
及び S 波速度 β  (km/s) による以下の関係式（「レシピ」
の(10)式）より算出する． 
2βρμ ⋅=   (2.1.2-10) 
 なお，「レシピ」では，M7（長さ 20km）以上の断層で
ある場合に本ルールを適用して震源断層モデルを設定す
































モデル長さ Lmodel と断層モデル幅 Wmodel を定める．これ
により得られる断層モデル面積 Smodel (2.1.2-8 式参照) か











の 1 回の活動による変位量 Dsurf との関係について確認す
る．最近の長大断層を対象とした分析結果として，Dsurf



































 Dsurf は Dsub_ave の 1.2 倍程度である．そこで，調整法Ⅰ










た長さ 80km の 2 区間となる． 
（２） 石鎚山脈北縁西部－伊予灘 
 Dsub_ave がほぼ Dsurf とほぼ同じである．ここで，調整法




用し M0 の調整をしないことにした． 
 石鎚山脈北縁西部－伊予灘断層帯（総延長 129km）は，
川上・重信断層区間（長さ 40km），伊予断層区間（長さ




さ 52km の 2 区間となる． 
（３） 糸魚川－静岡構造線断層帯（北部・中部），関東
平野北西縁断層帯 


















表 2.1-1 主要活断層帯のモデル一覧（その 1）． 
 基盤的調査観測の対象活断層  主要活断層帯のモデル（165 断層） 
番号 断層の名称 コード モデル化した断層名 
















7 黒松内低地断層帯 0701 黒松内低地断層帯 
8 函館平野西縁断層帯 0801 函館平野西縁断層帯 




11 折爪断層 1101 折爪断層 
12 能代断層帯 1201 能代断層帯 








16 北由利断層 1601 北由利断層 




19 庄内平野東縁断層帯 1901 庄内平野東縁断層帯 
20 長町－利府線断層帯 2001 長町－利府線断層帯 
21 福島盆地西縁断層帯 2101 福島盆地西縁断層帯 
22 長井盆地西縁断層帯 2201 長井盆地西縁断層帯 




25 櫛形山脈断層帯 2501 櫛形山脈断層帯 
26 月岡断層帯 2601 月岡断層帯 
27 長岡平野西縁断層帯 2701 長岡平野西縁断層帯 
28 東京湾北縁断層 － － 
29 鴨川低地断層帯 2901 鴨川低地断層帯 




32 元荒川断層帯 － － 
33 荒川断層 － － 
34 立川断層帯 3401 立川断層帯 
35 伊勢原断層 3501 伊勢原断層 
36 神縄・国府津－松田断層帯 3601 神縄・国府津－松田断層帯 
2-5 
表 2.1-1 主要活断層帯のモデル一覧（その 2）． 
 基盤的調査観測の対象活断層  主要活断層帯のモデル（165 断層） 















42 糸魚川－静岡構造線断層帯（南部） 4201 糸魚川－静岡構造線断層帯南部 













49 牛首断層 4901 牛首断層帯 























57 森本・富樫断層帯 5701 森本・富樫断層帯 
58 福井平野東縁断層帯 5801 福井平野東縁断層帯主部 
5802 福井平野東縁断層帯西部 










表 2.1-1 主要活断層帯のモデル一覧（その 3）． 
 基盤的調査観測の対象活断層  主要活断層帯のモデル（165 断層） 














65 琵琶湖西岸断層帯 6501 琵琶湖西岸断層帯 
66 岐阜－一宮断層帯 － － 
67 養老－桑名－四日市断層帯 6701 養老－桑名－四日市断層帯 
68 鈴鹿東縁断層帯 6801 鈴鹿東縁断層帯 
69 鈴鹿西縁断層帯 6901 鈴鹿西縁断層帯 
















76 有馬－高槻断層帯 7601 有馬－高槻断層帯 







7902 六甲・淡路島断層帯主部 淡路島西岸区間 
7903 先山断層帯 










































表 2.1-1 主要活断層帯のモデル一覧（その 4）． 
 基盤的調査観測の対象活断層  主要活断層帯のモデル（165 断層） 
番号 断層の名称 コード モデル化した断層名 




88 岩国断層帯 8801 岩国断層帯 
90 菊川断層帯 9001 菊川断層帯 






















98 大阪湾断層帯 9801 大阪湾断層帯 
99 サロベツ断層帯 9901 サロベツ断層帯 
101 花輪東断層帯 10101 花輪東断層帯 
104 曽根丘陵断層帯 10401 曽根丘陵断層帯 















































8.0 程度 約 84km 不明 東傾斜 
下限 
20km 程度
モデル Mw 7.5 84km 24km 東傾斜 45 度 4-19km 
0202 光地園断層 東側隆起の逆断層 
長期
評価
7.2 程度 約 26km 不明 東傾斜 
下限 
20km 程度







7.2 程度 約 27km 不明 西傾斜 
下限 
15km 程度







7.2 程度 約 25km 不明 東傾斜 
下限 
15km 程度







7.8 程度 約 60km 不明 西傾斜 
下限 
20km 程度







7.5 程度 約 38km 不明 東傾斜 
下限 
20km 程度
モデル Mw 6.9 40km 18km 東傾斜 45 度 3-20km 
0501 当別断層 西側隆起の逆断層 
長期
評価



























































24km 不明 西に傾斜 
15km 程度
以浅 



















6.8-7.3程度 約 16km 不明 東傾斜 
下限 
15km 程度







7.1-7.3程度 約 23km 不明 東傾斜 
下限 
15km 程度
モデル Mw 6.6 24km 18km 東傾斜 45 度 3-18km 
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モデル Mw 7.0 48km 18km 西傾斜 45 度 2-15km 






























6.9 程度 約 17km 不明 西傾斜 
下限 
15km 程度


















































7.3 程度 約 30km 不明 東傾斜 
下限 
15km 程度
モデル Mw 6.8 32km 18km 東傾斜 45 度 3-15km 
1601 北由利断層 東側隆起の逆断層 
長期
評価
7.3 程度 約 30km 不明 東傾斜 
下限 
20km 程度
モデル Mw 6.8 32km 18km 東傾斜 45 度 3-24km 





11-23km 不明 東傾斜 
下限 
15km 程度







7.3 程度 約 29km 不明 西傾斜 
下限 
15km 程度







7.3 程度 約 31km 不明 西傾斜 
下限 
15km 程度







7.5 程度 約 38km 不明 東傾斜 
下限 
20km 程度






























モデル Mw 7.1 60km 18km 北西傾斜 45 度 2-15km 
2-10 















7.7 程度 約 51km 不明 西傾斜 
下限 
15km 程度




















7.4 程度 約 34km 不明 西傾斜 
下限 
15km 程度







7.7 程度 約 49km 不明 東傾斜 
下限 
15km 程度
モデル Mw 7.0 50km 18km 東傾斜 45 度 2-18km 
2501 櫛形山脈断層帯 西側隆起の逆断層 
長期
評価
6.8 程度 約 16km 不明 
西傾斜 
45 度程度 
（十数 m 以浅） 
下限 
約 15-20km
モデル Mw 6.4 18km 18km 西傾斜 45 度 3-23km 
2601 月岡断層帯 西側隆起の逆断層 
長期
評価




















モデル Mw 7.5 84km 24km 西傾斜 55 度 6-23km 
2901 鴨川低地断層帯 南側隆起の断層 
長期
評価
概ね 7.2 概ね 25km 不明 不明 
下限 
15km 程度
モデル Mw 6.7 26km 18km 90 度 2-18km 
3001 関谷断層 西側隆起の逆断層 
長期
評価
7.5 程度 約 38km 不明 
西傾斜 
約 15-40 度 
下限 
15km 程度







































7.4 程度 約 33km 不明 極めて高角 不明 
モデル Mw 6.8 34km 18km 90 度 2-18km 
3501 伊勢原断層 東側隆起の逆断層 
長期
評価




約 60 度 
下限 
約 15km


























北傾斜 75 度 
東傾斜 50 度 















































モデル 7.0 20km 12km 90 度 3-15km 
3801 北伊豆断層帯 左横ずれ断層 
長期
評価












7.4 程度 約 33km 不明 西傾斜 
下限 
15km 程度







7.0 程度 約 19km 不明 東傾斜 
下限 
15km 程度









約 58km 不明 西傾斜 
下限 
15km 程度






















東傾斜 40 度 
東傾斜 40 度 
東傾斜 80 度 



































7.5 程度 約 40km
不明／20km
程度 




















6.3 程度 約 8km 20km 程度 高角 
下限 
約 20km
モデル 6.3 9km 9km 90 度 2-16km 
4503 清内路峠断層帯 右横ずれ断層 
長期
評価
7.4 程度 約 34km 20km 程度 高角 
下限 
約 20km














モデル Mw 7.0 52km 16km 90 度 2-16km 
2-12 















7.2 程度 約 28km 15km 程度 高角 
下限 
約 15km







7.9 程度 約 69km 約 15km ほぼ垂直 
下限 
約 15km
モデル Mw 7.2 74km 16km 90 度 2-16km 





モデル Mw 6.6 28km 14km 90 度 2-17km 





モデル Mw 6.9 48km 14km 90 度 2-17km 





























7.9 程度 約 67km 15km 程度 高角 
下限 
約 15km



















西傾斜 70 度 






















6.9 程度 約 17km 15km 程度 高角 
下限 
約 15km









7.8 程度 約 60km 15km 程度 高角 
下限 
約 15km
モデル Mw 7.2 64km 16km 90 度 2-17km 
5203 佐見断層帯 右横ずれ断層 
長期
評価
7.2 程度 約 25km 15km 程度 高角 
下限 
約 15km







7.3 程度 約 31km 15km 程度 高角 
下限 
約 15km











モデル Mw 6.4 20km 18km 南東傾斜 60 度 2-22km 
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7.1 程度 約 23km 不明 高角 
下限 
約 15km



































7.7 程度 約 51km 不明 









西傾斜 65 度 



















西傾斜 60 度 







7.6 程度 約 44km 不明 

























モデル Mw 6.6 22km 18km 東傾斜 45 度 4-20km 


















































7.3 程度 約 29km 不明 高角 
下限 
15km 程度







6.8 程度 約 16km 15km 程度 高角 
下限 
約 15km







7.0 程度 約 21km 15km 程度 高角 
下限 
約 15km
モデル Mw 6.6 22km 18km 90 度 2-18km 
2-14 















7.3 程度 約 30km 約 15km 高角 
下限 
約 15km











7.4 程度 約 36km 約 20km 高角 
下限 
約 20km









7.0 程度 約 19km 約 20km 高角 
下限 
約 20km







7.1 程度 約 24km 約 15km 高角 
下限 
約 15km







7.3 程度 約 29km 20km 程度 高角 
下限 
約 20km



























6.6 程度 約 12km 約 15km ほぼ垂直 
下限 
15km 程度









7.6 程度 約 45km 約 15km ほぼ垂直 
下限 
15km 程度







7.2 程度 約 25km 約 15km ほぼ垂直 
下限 
15km 程度



















6.5 程度 約 10km 約 15km ほぼ垂直 
下限 
約 15km























6.8 程度 約 16km 約 15km ほぼ垂直 
下限 
15km 程度


















8 程度 約 60km 約 30-40km
西傾斜 
約 30 度 
下限 
約 15-20km





西傾斜 30 度 
西傾斜 30 度 
2-17km 
2-15 









6801 鈴鹿東縁断層帯 西側隆起の逆断層 
長期
評価




前縁 30-60 度 
下限 
20km 程度
モデル Mw 7.0 48km 18km 西傾斜 60 度 2-17km 
6901 鈴鹿西縁断層帯 東側隆起の逆断層 
長期
評価





モデル Mw 7.0 46km 18km 東傾斜 35 度 1-20km 
7001 頓宮断層 東側隆起の逆断層 
長期
評価









































モデル Mw 6.8 32km 18km 北傾斜 50 度 1-14km 
7301 三方断層帯 東側隆起の逆断層 
長期
評価






















































7.4 程度 約 33km 不明 北西傾斜 
下限 
約 10km








































モデル Mw 7.1 60km 16km 90 度 1-16km 

















7.2 程度 約 26km 不明 高角度 
下限 
約 15km
モデル Mw 6.7 30km 16km 90 度 1-15km 
2-16 















7.2 程度 約 26km 不明 高角度 
下限 
約 15km























































7.1 程度 約 23km 15km 程度 
南東傾斜 
約 80 度 
下限 
15km 






6.6 程度 約 12km 不明 北西傾斜 
下限 
15km 
モデル 6.6 11km 11km 北西傾斜 45 度 1-16km 
8001 上町断層帯 東側隆起の逆断層 
長期
評価

























北傾斜 43 度 























































約 30km 不明 高角度 
下限 
15km 程度
























(14km) 90 度 4-16km 























モデル Mw 6.7 30km 18km 90 度 2-21km 
2-17 














































6.5 程度 約 10km 不明 ほぼ垂直 
下限 
25km 程度



































7.3 程度 約 31km 約 15km ほぼ垂直 
下限 
約 15km

















































































































モデル Mw 7.0 52km 16km 西傾斜 60 度 3-16km 
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西傾斜 60 度 
西傾斜 60 度 
3-16km 
9401 水縄断層帯 南側隆起の正断層 
長期
評価

























































































































モデル Mw 6.9 44km 12km 西傾斜 70 度 4-15km 
9901 サロベツ断層帯 東側隆起の逆断層 
長期
評価





モデル Mw7.0 44km 18km 東傾斜 30 度 7-25km 
10101 花輪東断層帯 東側隆起の逆断層 
長期
評価
7.0 程度 約 19km 不明 
東傾斜 
約 40-50 度 
下限 
15km 程度


















7.3 程度 約 32km 不明 
南東傾斜 
約 30 度 
下限 
20km 程度





























モデル Mw7.0 46ｋｍ 18km 90 度 2-18km 
10602 秋穂沖断層帯 右横ずれ断層 
長期
評価





























































モデル Mw6.6 24ｋｍ 18ｋｍ 北西傾斜 60 度 2-17km 
（注記） 
・モデルの長さは，長期評価された長さとは必ずしも一致しない．赤字は 2008 年版と比べて値が変わったものを示す． 
・当別断層（0501）の傾斜角は幅の中央値である 40 度とした． 
・石狩低地東縁断層帯主部(0601) の断層モデル長さは，2 つの断層の上端・下端が地中で連続するように設定し直したため，
長期評価の値とは異なる． 
・函館平野西縁断層帯（0801）のマグニチュードは活断層長さに基づき 7.3 として Mwを計算した． 
・津軽山地西縁断層帯北部（1001）および同南部（1002）のマグニチュードは活断層長さに基づき，それぞれ 6.8，7.1 として
Mwを計算した． 
・北上低地西縁断層帯（1301）の傾斜角は 35 度とした． 
・真昼山地東縁断層帯北部（1402）のマグニチュードは，北部の長さを 21km として 7.0 として Mwを計算した． 
・真昼山地東縁断層帯南部（1403）のマグニチュードは，南部の長さを 17km として 6.9 として Mwを計算した． 
・新庄盆地断層帯（1701）は断層全体をモデル化した．よって，マグニチュードは 7.1 として Mwを計算した． 
・長町－利府線断層帯（2001）は断層全体をモデル化した．よって，マグニチュードは 7.5 としてMwを計算した．傾斜角は幅の
中央値である 40 度とした． 
・福島盆地西縁断層帯（2101）の傾斜角は幅の中央値である 45 度とした． 
・双葉断層（2301）は，断層帯全体をモデル化した．よって，マグニチュードは 7.5 として Mwを計算した． 
・月岡断層帯（2601）の傾斜角は幅の中央値である 55 度とした． 
・長岡平野西縁断層帯（2701）の傾斜角は幅の中央値である 55 度とした． 
・鴨川低地断層帯（2901）の傾斜角は 90 度とした． 
・関谷断層（3001）の傾斜角は幅の中央値の数字を丸めて 30 度とした． 
・神縄・国府津－松田断層帯（3601）は，海域に約 27km 延長した． 
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・三浦半島断層群南部（3703）は，両端を海域に延長し全長 20km とし，マグニチュードを 7.0 とした． 








異なる．傾斜角は木曽山脈西縁断層帯と収れんするよう 70 度とした． 
・恵那山－猿投山北断層帯（5303）の東半部の傾斜角は幅の中央値である 40 度とした． 
・猿投－高浜断層帯（5304）の傾斜角は幅の中央値である 65 度とした． 





・鈴鹿東縁断層帯（6801）は，活断層長さを 47km とした． 
・鈴鹿西縁断層帯（6901）の傾斜角は幅の中央値である 35 度とした． 
・頓宮断層（7001）の傾斜角は幅の中央値である 65 度とした． 
・布引山地東縁断層帯西部（7101）の傾斜角は幅の中央値である 55 度とした． 
・木津川断層帯（7201）の傾斜角は幅の中央値である 50 度とした． 
・花折断層帯中南部（7303）の南部の傾斜角は 50 度とした． 
・奈良盆地東縁断層帯（7501）の傾斜角は幅の中央値である 55 度とした． 
・生駒断層帯（7701）は断層全体をモデル化した．よって，マグニチュードは 7.5 として Mwを計算した． 
・六甲・淡路島断層帯主部六甲山地南縁－淡路島東岸区間（7901）は単一の断層面でモデル化し，傾斜角は 60 度とした． 
・上町断層帯（8001）の傾斜角は幅の中央値の数字を丸めて 70 度とした． 
・中央構造線断層帯金剛山地東縁－和泉山脈南縁（8101）は，強震動評価の審議資料に基づきモデル化した． 
・中央構造線断層帯紀淡海峡－鳴門海峡（8102）および同讃岐山脈南縁－石鎚山脈北縁東部（8103）の傾斜角は幅の中央




・長尾断層帯（8401）の傾斜角は幅の中央値である 35 度とした． 
・出水断層帯（9601）の傾斜角は幅の中央値である 45 度とした． 
・伊勢湾断層帯主部北部（9701）の傾斜角は幅の中央値である 65 度とした． 
・伊勢湾断層帯主部南部（9702）は正断層か逆断層かが不明のため，逆断層を仮定して北傾斜とした． 

























































図 2.1.2-2 断層面の傾斜角設定の流れ（「レシピ」の付図 4 より）． 
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表 2.2-1 海溝型及び日本海東縁の固有地震の対応領域と地震規模（モーメントマグニチュード；Mw）． 
領域 地震 Mw 領域 地震 Mw
① 択捉島沖の地震 8.1 ⑪ 北海道西方沖の地震 7.5
② 色丹島沖の地震 7.8 ⑫ 北海道南西沖の地震 7.8
③ 根室沖の地震 7.9 ⑬ 青森県西方沖の地震 7.7
④ 十勝沖の地震 8.1 ⑭ 山形県沖の地震 7.7
⑤ 十勝沖～根室沖の連動地震 8.3 ⑮ 新潟県北部沖の地震 7.5
⑥ 三陸沖北部のプレート間大地震 8.3 ⑯ 大正型関東地震 7.9
⑦ 宮城県沖地震（A1） 7.6 ⑰ 想定東海地震 8.0
⑧ 宮城県沖地震（A2） 7.4 ⑱ 東南海地震 8.1
⑨ 三陸沖南部海溝寄りの地震（B） 7.8 ⑲ 南海地震 8.4
⑦⑨ 宮城県沖地震（A1+B） 7.9 ⑰⑱ 東南海～想定東海の連動地震 8.4
⑧⑨ 宮城県沖地震（A2+B） 7.9 ⑱⑲ 南海～東南海の連動地震 8.5
⑦⑧⑨ 宮城県沖地震（A1+A2+B） 8.0 ⑰⑱⑲ 南海～東南海～想定東海の連動地震 8.5

























































は地震群）によって t 年間に少なくとも 1 回地震動強さ
が y を超える確率 P(Y>y;t) を，一般にハザードカーブと
呼ぶ．ハザードカーブは，地点の周辺で発生するいずれ




k tyYPtyYP )};(1{1);(  (3.1.2-1) 
ここに，Pk(Y>y;t) は k 番目の地震（群）によって t 年間



















定すると，地震動強さが t 年間に少なくとも 1 回 y を










kk EyYPtEPtyYP  (3.1.2-2) 
で表される．ただし，P(Ek[l]; t)は期間 t の間に l 回地震
が発生する確率，P(Y>y|Ek) は地震 k が 1 度発生した条





jik mrPmPrmyYPEyYP )|()(),|()|(  
 (3.1.2-3) 
となる．ここに，Pk(mi) は k 番目の地震における規模
の確率関数，Pk(rj|mi) は規模が mi の条件下での距離の
確率関数，Pk(Y>y|mi, rj) は地震の規模が mi，距離が rj
の時に地震動強さが y 以上となる条件付確率である．
距離減衰式を用いて地震動強さを評価する場合には，
P(Y>y| mi, rj) は距離減衰式の中央値 Y (mi, rj)とそのば










yFrmyYP  (3.1.2-4) 
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となる．ただし，FU(u) は U の累積分布関数である． 

















ただし，P(Ek; t) は k 番目の地震が t 年間に発生する確
率であり，更新過程あるいは時間予測モデルに基づき，





震動強さが t 年間に y を超える確率 Pk(Y>y; t) は， 
})(exp{1);( tyYtyYP kk ⋅>−−=> ν  (3.1.2-6) 
となる．ただし，νk(Y>y) は k 番目の地震によって地



































t 年間に y を超える確率 Pn(Y>y; t) は，次式によって算定
することができる． 
))(exp(1);( tyYtyYP nn ⋅>−−=> ν  (3.1.2-8) 
ただし，νn(Y>y) はグループ n の地震によって地震動強




















となる．ここに，ν(Ek) はグループ n の地震を構成する k
番目の地震活動域またはメッシュにおける最小マグニチ
ュード（ =5.0）以上の地震の年あたりの発生頻度，
P(Y>y|Ek) はグループ nの地震を構成する k 番目の地震活
動域またはメッシュで地震が 1 つ発生した場合に地点で
の地震動強さが y を超える条件付確率，Pk(mi) は k 番目
の地震活動域またはメッシュにおける規模の確率関数，
Pk(rj|mi)は規模が mi の条件下での距離の確率関数，
P(Y>y|mi, rj) は地震の規模が mi，距離が rj の時に地震動







の上限値（と下限値）を有する b 値モデルでは， 
)()()( ulul mMNmMNmMmN ≥−≥=≤≤  (3.1.2-10) 
)()()( mMNmMNmMmN ll ≥−≥=≤≤  (3.1.2-11) 
と，グーテンベルク・リヒター式 
bmamMN −=≥ 10)(  (3.1.2-12) 
































−−  (3.1.2-13) 
となる．ここで，ml と mu は最小と最大のマグニチュー
ドであるが，一般にはマグニチュードの刻みΔm は 0.1 と
することが多く，この場合には，（0.1 刻みで表示された）
最小マグニチュードが 5.0 の場合，ml には 5.0－Δm/2=4.95
が，同様に mu には 0.1 刻みの最大マグニチュード＋Δm/2
が用いられる．上記の式(3.1.2-13)を用いて，マグニチュ
ード M が  mi となる確率は，mi－Δm/2=m1 ≤ mi<m2=mi 
2/mΔ+ として， 
































































ck ( p; t) = Pk (Y > y; t)Pk (Y > y; t)
k
∑  （3.1.3-1） 
ここに，ck(p; t) は t 年間の超過確率が p の確率レベルに
対する k 番目の地震（群）の影響度，Pk(Y>y; t) は k 番目





ck ( p; t) =
P(Ek , t) ⋅Pk (Y > y Ek )
P(Ek , t )⋅Pk (Y > y Ek)
k
∑  （3.1.3-2） 
ここに，P(Ek, t) は k 番目の地震が t 年間に発生する確
率，Pk(Y>y | Ek) は k 番目の地震が発生した条件下で地震






































西暦 2009 年 1 月より 30 年間での超過確率が 6%，3%，






西暦 2009 年 1 月より 30 年間に地表で震度 5 弱以上，5





















ここで用いた地震活動の評価モデルは，平成 17 年 3



























































































































i) 長期評価に基づく断層の長さ L から松田（1975）
に基づきマグニチュード Mj を算定． 
ii) マグニチュード Mj から武村（1990）に基づき地
震モーメント M0 を算定． 
iii) 地震モーメント M0 から入倉・三宅（2001）に基
づき断層面積 S を算定． 







断層（60 度），低角（30 度），高角（60 度）とし，

















帯は表 2.1-1 ならびに図 2.1-1 に示されている．断層数は
164 である．これらのマグニチュードと断層面の諸元を
表 2.1-2 に示している．地震発生確率（2009 年 1 月から




























表 3.3.1-1 主要活断層帯での地震発生確率（その 1）． 







平均活動間隔 不明 17000 年 17000 年 
最新活動時期 不明 （ポアソン過程） 
30 年発生確率 － 0.18% 0.18% 
50 年発生確率 － 0.29% 0.29% 
0201 十勝平野 
断層帯主部 
平均活動間隔 17000 年～22000 年程度 19500 年 17000 年 
最新活動時期 不明 （ポアソン過程） 
30 年発生確率 0.1%～0.2％ 0.15% 0.18% 
50 年発生確率 0.2%～0.3％ 0.26% 0.29% 
0202 光地園断層 
平均活動間隔 約 7000 年～21000 年程度 14000 年 7000 年 
最新活動時期 特定できない （ポアソン過程） 
30 年発生確率 0.1%～0.4％ 0.21% 0.43% 
50 年発生確率 0.2%～0.7％ 0.36% 0.71% 
0301 富良野断層帯 
西部 
平均活動間隔 4000 年程度 4000 年 4000 年 
最新活動時期 2 世紀～1739 年 1090 年前 1909 年前 
30 年発生確率 ほぼ 0%～0.03％ ほぼ 0% 0.029% 
50 年発生確率 ほぼ 0%～0.05％ ほぼ 0% 0.052% 
0302 富良野断層帯 
東部 
平均活動間隔 9000 年～22000 年程度 15500 年 9000 年 
最新活動時期 約 4300 年前～約 2400 年前 3350 年前 4300 年前 
30 年発生確率 ほぼ 0%～0.01％ ほぼ 0% 0.012% 
50 年発生確率 ほぼ 0%～0.02％ ほぼ 0% 0.021% 
0401 増毛山地東縁 
断層帯 
平均活動間隔 5000 年程度以上 5000 年 5000 年 
最新活動時期 不明 （ポアソン過程） 
30 年発生確率 0.6%以下 0.60% 0.60% 
50 年発生確率 1%以下 1.0% 1.0% 
0402 沼田－砂川 
付近の断層帯 
平均活動間隔 不明 12000 年 12000 年 
最新活動時期 不明 （ポアソン過程） 
30 年発生確率 － 0.25% 0.25% 
50 年発生確率 － 0.42% 0.42% 
0501 当別断層 
平均活動間隔 7500 年～15000 年程度 11250 年 7500 年 
最新活動時期 約 11000 年前～約 2200 年前 6600 年前 11000 年前 
30 年発生確率 ほぼ 0%～2% 0.082% 2.5% 
50 年発生確率 ほぼ 0%～4% 0.14% 4.1% 
0601 石狩低地東縁 
断層帯主部 
平均活動間隔 約 3300 年～6300 年 4800 年 3300 年 
最新活動時期 約 5200 年前～3300 年前 
もしくはそれ以降 4250 年前 5200 年前 
30 年発生確率 0.05%～6%もしくはそれ以下 1.7% 5.8% 
50 年発生確率 0.09%～10%もしくはそれ以下 2.8% 9.5% 
0602 石狩低地東縁断層
帯南部 
平均活動間隔 不明 9100 年 9100 年 
最新活動時期 不明 （ポアソン過程） 
30 年発生確率 － 0.33% 0.33% 
50 年発生確率 － 0.55% 0.55% 
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表 3.3.1-1 主要活断層帯での地震発生確率（その 2）． 








平均活動間隔 3600 年～5000 年程度以上 4300 年 3600 年 
最新活動時期 5900 年前～4900 年前 5400 年前 5900 年前 
30 年発生確率 2%～5%以下 3.7% 5.5% 
50 年発生確率 3%～9%以下 6.0% 9.0% 
0801 函館平野西縁 
断層帯 
平均活動間隔 13000 年～17000 年 15000 年 13000 年 
最新活動時期 14000 年前以降（～1611 年） 7199 年前 14000 年前 
30 年発生確率 ほぼ 0%～1% 0.0077% 0.98% 
50 年発生確率 ほぼ 0%～2% 0.013% 1.6% 
0901 青森湾西岸 
断層帯 
平均活動間隔 3000 年～6000 年程度 4500 年 3000 年 
最新活動時期 不明 （ポアソン過程） 
30 年発生確率 0.5%～1% 0.66% 1.0% 
50 年発生確率 0.8%～2% 1.1% 1.7% 
1001 津軽山地西縁 
断層帯北部 
平均活動間隔 不明 － － 
最新活動時期 1766 年の地震 － － 
30 年発生確率 － ほぼ 0% ほぼ 0% 
50 年発生確率 － ほぼ 0% ほぼ 0% 
1002 津軽山地西縁 
断層帯南部 
平均活動間隔 不明 － － 
最新活動時期 1766 年の地震 － － 
30 年発生確率 － ほぼ 0% ほぼ 0% 
50 年発生確率 － ほぼ 0% ほぼ 0% 
1101 折爪断層 
平均活動間隔 不明 15000 年 15000 年 
最新活動時期 不明 （ポアソン過程） 
30 年発生確率 － 0.20% 0.20% 
50 年発生確率 － 0.33% 0.33% 
1201 能代断層帯 
平均活動間隔 1900～2900 年程度 2400 年 1900 年 
最新活動時期 1694 年の能代地震 315 年前 315 年前 
30 年発生確率 ほぼ 0% ほぼ 0% ほぼ 0% 
50 年発生確率 ほぼ 0% ほぼ 0% ほぼ 0% 
1301 北上低地西縁 
断層帯 
平均活動間隔 16000 年～26000 年 21000 年 16000 年 
最新活動時期 4500 年前頃 4500 年前 4500 年前 
30 年発生確率 ほぼ 0% ほぼ 0% ほぼ 0% 
50 年発生確率 ほぼ 0% ほぼ 0% ほぼ 0% 
1401 雫石盆地西縁 
断層帯 
平均活動間隔 不明 5400 年 5400 年 
最新活動時期 2800 年前～14 世紀 （ポアソン過程） 
30 年発生確率 － 0.55% 0.55% 
50 年発生確率 － 0.92% 0.92% 
1402 真昼山地東縁 
断層帯北部 
平均活動間隔 6300 年～31000 年程度 18650 年 6300 年 
最新活動時期 1896 年陸羽地震 113 年前 113 年前 
30 年発生確率 ほぼ 0% ほぼ 0% ほぼ 0% 
50 年発生確率 ほぼ 0% ほぼ 0% ほぼ 0% 
1403 真昼山地東縁 
断層帯南部 
平均活動間隔 不明 5400 年 5400 年 
最新活動時期 不明 （ポアソン過程） 
30 年発生確率 － 0.55% 0.55% 
50 年発生確率 － 0.92% 0.92% 
1501 横手盆地東縁 
断層帯北部 
平均活動間隔 3400 年程度 3400 年 3400 年 
最新活動時期 1896 年陸羽地震 113 年前 113 年前 
30 年発生確率 ほぼ 0% ほぼ 0% ほぼ 0% 
50 年発生確率 ほぼ 0% ほぼ 0% ほぼ 0% 
1502 横手盆地東縁 
断層帯南部 
平均活動間隔 不明 9500 年 9500 年 
最新活動時期 約 6000 年前～5000 年前 （ポアソン過程） 
30 年発生確率 － 0.32% 0.32% 
50 年発生確率 － 0.52% 0.52% 
1601 北由利断層 
平均活動間隔 3400 年～4000 年程度 3700 年 3400 年 
最新活動時期 約 2800 年前以後 1400 年前 2800 年前 
30 年発生確率 2%以下 ほぼ 0% 1.9% 
50 年発生確率 3%以下 0.0019% 3.2% 
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表 3.3.1-1 主要活断層帯での地震発生確率（その 3）． 








平均活動間隔 2000 年～4000 年程度 4000 年 4000 年 
最新活動時期 不明 （ポアソン過程） 
30 年発生確率 0.7%～1% 0.75% 0.75% 
50 年発生確率 1%～2% 1.2% 1.2% 
1801 山形盆地 
断層帯北部 
平均活動間隔 2500 年～4000 年程度 3250 年 2500 年 
最新活動時期 約 3900 年前～1600 年前 
（～1609 年前）
2755 年前 3900 年前 
30 年発生確率 0.002%～8% 2.2% 7.6% 
50 年発生確率 0.004%～10% 3.6% 12% 
1802 山形盆地 
断層帯南部 
平均活動間隔 2500 年程度 2500 年 2500 年 
最新活動時期 限定できない （ポアソン過程） 
30 年発生確率 1% 1.2% 1.2% 
50 年発生確率 2% 2.0% 2.0% 
1901 庄内平野東縁 
断層帯 
平均活動間隔 2400 年～4600 年程度 3500 年 2400 年 
最新活動時期 3000 年前～18 世紀末 1605 年前 3000 年前 
30 年発生確率 ほぼ 0%～6% 0.020% 6.5% 
50 年発生確率 ほぼ 0%～10% 0.037% 11% 
2001 長町－利府線 
断層帯 
平均活動間隔 3000 年程度以上 5000 年 5000 年 
最新活動時期 十分特定できない （ポアソン過程） 
30 年発生確率 1％以下 0.60% 0.60% 
50 年発生確率 2％以下 1.0% 1.0% 
2101 福島盆地西縁 
断層帯 
平均活動間隔 8000 年程度 8000 年 8000 年 
最新活動時期 約 2200 年前～3 世紀 1955 年前 2200 年前 
30 年発生確率 ほぼ 0% ほぼ 0% ほぼ 0% 
50 年発生確率 ほぼ 0% ほぼ 0% ほぼ 0% 
2201 長井盆地西縁 
断層帯 
平均活動間隔 5000 年～6300 年程度 5650 年 5000 年 
最新活動時期 約 2400 年前以後 1200 年前 2400 年前 
30 年発生確率 0.02%以下 ほぼ 0% 0.024% 
50 年発生確率 0.04%以下 ほぼ 0% 0.043% 
2301 双葉断層 
平均活動間隔 8000 年～12000 年程度 10000 年 8000 年 
最新活動時期 約 2400 年前～2 世紀 2105 年前 2400 年前 
30 年発生確率 ほぼ 0% ほぼ 0% ほぼ 0% 
50 年発生確率 ほぼ 0% ほぼ 0% ほぼ 0% 
2401 会津盆地西縁 
断層帯 
平均活動間隔 約 7400 年～9700 年 8550 年 7400 年 
最新活動時期 1611 年会津地震 398 年前 398 年前 
30 年発生確率 ほぼ 0% ほぼ 0% ほぼ 0% 
50 年発生確率 ほぼ 0% ほぼ 0% ほぼ 0% 
2402 会津盆地東縁 
断層帯 
平均活動間隔 約 6300 年～9300 年 7800 年 6300 年 
最新活動時期 約 3000 年前～2600 年前 2800 年前 3000 年前 
30 年発生確率 ほぼ 0%～0.02% ほぼ 0% 0.017% 
50 年発生確率 ほぼ 0%～0.03% ほぼ 0% 0.030% 
2501 櫛形山脈 
断層帯 
平均活動間隔 2800 年～4200 年 3500 年 2800 年 
最新活動時期 約 3200 年前～2600 年前 2900 年前 3200 年前 
30 年発生確率 0.3%～5% 1.9% 4.9% 
50 年発生確率 0.6%～8% 3.1% 8.1% 
2601 月岡断層帯 
平均活動間隔 7500 年以上 7500 年 7500 年 
最新活動時期 約 6500 年前～900 年前 
（～909 年前）
3705 年前 6500 年前 
30 年発生確率 ほぼ 0%～1% 0.022% 1.0% 
50 年発生確率 ほぼ 0%～2% 0.039% 1.7% 
2701 長岡平野西縁 
断層帯 
平均活動間隔 約 1200 年～3700 年 2450 年 1200 年 
最新活動時期 13 世紀以後 405 年前 809 年前 
30 年発生確率 2%以下 ほぼ 0% 2.2% 





平均活動間隔 不明 7900 年 7900 年 
最新活動時期 不明 （ポアソン過程） 
30 年発生確率 － 0.38% 0.38% 
50 年発生確率 － 0.63% 0.63% 
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表 3.3.1-1 主要活断層帯での地震発生確率（その 4）． 







平均活動間隔 約 2600 年～4100 年 3350 年 2600 年 
最新活動時期 14 世紀～17 世紀 509 年前 709 年前 
30 年発生確率 ほぼ 0% ほぼ 0% ほぼ 0% 





平均活動間隔 13000 年～30000 年程度 21500 年 13000 年 
最新活動時期 約 6200 年前～2500 年前 4350 年前 6200 年前 
30 年発生確率 ほぼ 0%～0.008％ ほぼ 0% 0.0083% 





平均活動間隔 不明 7000 年 7000 年 
最新活動時期 不明 （ポアソン過程） 
30 年発生確率 － 0.43% 0.43% 
50 年発生確率 － 0.71% 0.71% 
3401 立川断層帯 
平均活動間隔 10000 年～15000 年程度 12500 年 10000 年 
最新活動時期 約 20000 年前～13000 年前 16500 年前 20000 年前 
30 年発生確率 0.5%～2% 1.3% 2.2% 
50 年発生確率 0.8%～4% 2.2% 3.7% 
3501 伊勢原断層 
平均活動間隔 4000 年～6000 年程度 5000 年 4000 年 
最新活動時期 5 世紀～18 世紀初頭 959 年前 1609 年前 
30 年発生確率 ほぼ 0%～0.003% ほぼ 0% 0.0026% 
50 年発生確率 ほぼ 0%～0.005% ほぼ 0% 0.0047% 
3601 神縄・国府津－松
田断層帯 
平均活動間隔 約 800 年～1300 年 1050 年 800 年 
最新活動時期 12 世紀～14 世紀前半（1350 年） 784 年前 909 年前 
30 年発生確率 0.2%～16% 4.3% 16% 






平均活動間隔 1900 年～4900 年程度 3400 年 1900 年 
最新活動時期 6～7 世紀 1409 年前 1509 年前 
30 年発生確率 ほぼ 0%～3%  0.0050% 3.0% 





平均活動間隔 1600 年～1900 年程度 1750 年 1600 年 
最新活動時期 約 2300 年前～1900 年前 
（～1909 年前）
2105 年前 2300 年前 
30 年発生確率 6%～11% 8.4％ 11% 






平均活動間隔 不明 1600 年 1600 年 
最新活動時期 約 26000 年前～22000 年前 （ポアソン過程） 
30 年発生確率 － 1.9% 1.9% 
50 年発生確率 － 3.1% 3.1% 
3801 北伊豆断層帯 
平均活動間隔 約 1400 年～1500 年 1450 年 1400 年 
最新活動時期 1930 年北伊豆地震 79 年前 79 年前 
30 年発生確率 ほぼ 0% ほぼ 0% ほぼ 0% 
50 年発生確率 ほぼ 0% ほぼ 0% ほぼ 0% 
3901 十日町断層帯 
西部 
平均活動間隔 2000 年～3000 年程度 2500 年 2000 年 
最新活動時期 不明 （ポアソン過程） 
30 年発生確率 1％ 1.2% 1.5% 
50 年発生確率 2％  2.0% 2.5% 
3902 十日町断層帯 
東部 
平均活動間隔 4000 年～8000 年程度 6000 年 4000 年 
最新活動時期 不明 （ポアソン過程） 
30 年発生確率 0.4%～0.7% 0.50% 0.75% 
50 年発生確率 0.6%～1% 0.83% 1.2% 
4001 長野盆地西縁 
断層帯 
平均活動間隔 800 年～2500 年 1650 年 800 年 
最新活動時期 1847 年善光寺地震 162 年前 162 年前 
30 年発生確率 ほぼ 0% ほぼ 0% ほぼ 0% 





平均活動間隔 約 1000 年 1000 年 1000 年 
最新活動時期 約 1200 年前（約 1209 年前） 1209 年前 1209 年前 
30 年発生確率 14% 14％ 14％ 
50 年発生確率 20% 23％ 23％ 
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表 3.3.1-1 主要活断層帯での地震発生確率（その 5）． 











平均活動間隔 不明 1200 年 1200 年 
最新活動時期 不明 （ポアソン過程） 
30 年発生確率 － 2.5% 2.5% 
50 年発生確率 － 4.1% 4.1% 
4301 富士川河口 
断層帯 
平均活動間隔 1500 年～1900 年 1700 年 1500 年 
最新活動時期 約 2100 年前～1000 年前 
（～1009 年前） 1555 年前 2100 年前 
30 年発生確率 0.2%～11% 5.2％ 11% 





平均活動間隔 約 6400 年～9100 年 7750 年 6400 年 
最新活動時期 13 世紀頃 759 年前 809 年前 
30 年発生確率 ほぼ 0% ほぼ 0% ほぼ 0% 





平均活動間隔 約 4500 年～24000 年 14250 年 4500 年 
最新活動時期 約 6500 年前～3800 年前 5150 年前 6500 年前 
30 年発生確率 ほぼ 0%～4% ほぼ 0% 4.0% 





平均活動間隔 不明 11000 年 11000 年 
最新活動時期 不明 （ポアソン過程） 
30 年発生確率 － 0.27% 0.27% 
50 年発生確率 － 0.45% 0.45% 
4601 境峠・神谷 
断層帯主部 
平均活動間隔 約 1800 年～5200 年 3500 年 1800 年 
最新活動時期 約 4900 年前～2500 年前 3700 年前 4900 年前 
30 年発生確率 0.02%～13% 3.5% 13% 






平均活動間隔 不明 2200 年 2200 年 
最新活動時期 不明 （ポアソン過程） 
30 年発生確率 － 1.4% 1.4% 
50 年発生確率 － 2.2% 2.2% 
4701 跡津川断層帯 
平均活動間隔 約 2300 年～2700 年 2500 年 2300 年 
最新活動時期 1858 年飛越地震 151 年前 151 年前 
30 年発生確率 ほぼ 0% ほぼ 0% ほぼ 0% 
50 年発生確率 ほぼ 0% ほぼ 0% ほぼ 0% 
4801 高山・大原断層帯 
国府断層帯 
平均活動間隔 約 3600 年～4300 年 3950 年 3600 年 
最新活動時期 約 4700 年前～300 年前 
（～309 年前） 2505 年前 4700 年前 
30 年発生確率 ほぼ 0%～5% 0.43％ 4.6% 
50 年発生確率 ほぼ 0%～7% 0.74％ 7.5% 
4802 高山・大原断層帯 
高山断層帯 
平均活動間隔 4000 年程度 4000 年 4000 年 
最新活動時期 不明 （ポアソン過程） 
30 年発生確率 0.7% 0.75% 0.75% 





平均活動間隔 不明 7600 年 7600 年 
最新活動時期 不明 （ポアソン過程） 
30 年発生確率 － 0.39% 0.39% 
50 年発生確率 － 0.66% 0.66% 
4901 牛首断層帯 
平均活動間隔 約 5000 年～7100 年 6050 年 5000 年 
最新活動時期 11 世紀～12 世紀 909 年前 1009 年前 
30 年発生確率 ほぼ 0% ほぼ 0% ほぼ 0% 
50 年発生確率 ほぼ 0% ほぼ 0% ほぼ 0% 
5001 庄川断層帯 
平均活動間隔 約 3600 年～6900 年 5250 年 3600 年 
最新活動時期 11 世紀～16 世紀 709 年前 1009 年前 
30 年発生確率 ほぼ 0% ほぼ 0% ほぼ 0% 
50 年発生確率 ほぼ 0% ほぼ 0% ほぼ 0% 
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表 3.3.1-1 主要活断層帯での地震発生確率（その 6）． 








平均活動間隔 5200 年～6400 年程度 5800 年 5200 年
最新活動時期 14 世紀～18 世紀 459 年前 709 年前
30 年発生確率 ほぼ 0% ほぼ 0% ほぼ 0%






平均活動間隔 不明 25000 年 25000 年 
最新活動時期 不明 （ポアソン過程） 
30 年発生確率 － 0.12% 0.12% 
50 年発生確率 － 0.20% 0.20% 
5201 阿寺断層帯 
主部北部 
平均活動間隔 約 1800 年～2500 年 2150 年 1800 年 
最新活動時期 約 3400 年前～3000 年前 3200 年前 3400 年前 
30 年発生確率 6%～11% 8.4% 11% 
50 年発生確率 10%～20% 14% 18% 
5202 阿寺断層帯 
主部南部 
平均活動間隔 約 1700 年 1700 年 1700 年 
最新活動時期 1586 年天正地震 423 年前 423 年前 
30 年発生確率 ほぼ 0% ほぼ 0% ほぼ 0% 





平均活動間隔 不明 7900 年 7900 年 
最新活動時期 不明 （ポアソン過程） 
30 年発生確率 － 0.38% 0.38% 





平均活動間隔 不明 9800 年 9800 年 
最新活動時期 不明 （ポアソン過程） 
30 年発生確率 － 0.31% 0.31% 





平均活動間隔 4000 年～12000 年程度 8000 年 4000 年 
最新活動時期 不明 （ポアソン過程） 
30 年発生確率 0.2%～0.7% 0.37％ 0.75％ 
50 年発生確率 0.4%～1% 0.62％ 1.2％ 
5302 赤河断層帯 L=23km 
平均活動間隔 不明 7300 年 7300 年 
最新活動時期 不明 （ポアソン過程） 
30 年発生確率 － 0.41% 0.41% 





平均活動間隔 約 7200 年～14000 年程度 10600 年 7200 年 
最新活動時期 約 7600 年前～5400 年前 6500 年前 7600 年前 
30 年発生確率 ほぼ 0%～2% 0.12％ 1.7％ 
50 年発生確率 ほぼ 0%～3% 0.21％ 2.8％ 
5304 猿投－高浜 
断層帯 
平均活動間隔 40000 年程度 40000 年 40000 年 
最新活動時期 約 14000 年前頃 14000 年前 14000 年前 
30 年発生確率 ほぼ 0% ほぼ 0% ほぼ 0% 
50 年発生確率 ほぼ 0% ほぼ 0% ほぼ 0% 
5305 加木屋断層帯 
平均活動間隔 30000 年程度 30000 年 30000 年 
最新活動時期 不明 （ポアソン過程） 
30 年発生確率 0.1% 0.10％ 0.10％ 
50 年発生確率 0.2% 0.17％ 0.17％ 
5501 邑知潟断層帯 
平均活動間隔 1200 年～1900 年程度 1550 年 1200 年 
最新活動時期 （約 3200 年前～9 世紀） （ポアソン過程） 
30 年発生確率 2% 1.9％ 2.5％ 
50 年発生確率 3%～4% 3.2％ 4.1％ 
5601 砺波平野 
断層帯西部 
平均活動間隔 約 6000 年～12000 年 
もしくはこれらよりも短い間隔 9000 年 6000 年 
最新活動時期 約 6900 年前～1 世紀 4405 年前 6900 年前 
30 年発生確率 ほぼ 0%～2% 
もしくはそれ以上 0.017% 2.3% 
50 年発生確率 ほぼ 0%～4% 
もしくはそれ以上 0.028% 3.9% 
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表 3.3.1-1 主要活断層帯での地震発生確率（その 7）． 








平均活動間隔 3000 年～7000 年程度 5000 年 3000 年 
最新活動時期 約 4300 年前～3600 年前 3950 年前 4300 年前 
30 年発生確率 0.04%～6% 1.1% 5.9% 
50 年発生確率 0.06%～10% 1.8% 9.7% 
5603 呉羽山断層帯 
平均活動間隔 3000 年～5000 年程度 4000 年 3000 年 
最新活動時期 約 3500 年前～7 世紀 2405 年前 3500 年前 
30 年発生確率 ほぼ 0%～5% 0.29% 4.8% 
50 年発生確率 ほぼ 0%～8% 0.50% 7.8% 
5701 森本・富樫 
断層帯 
平均活動間隔 約 2000 年 2000 年 2000 年 
最新活動時期 約 2000 年前～200 年前 
（約 2009 年前～209 年前） 1109 年前 2009 年前 
30 年発生確率 ほぼ 0%～5% 0.31％ 5.5％ 
50 年発生確率 ほぼ 0%～9% 0.56％ 9.1％ 
5801 福井平野東縁 
断層帯主部 
平均活動間隔 7000 年～18000 年程度 
もしくはそれ以下 12500 年 7000 年 
最新活動時期 不明 （ポアソン過程） 
30 年発生確率 0.2%～0.4% 
ないしそれ以上 0.24% 0.43% 
50 年発生確率 0.3%～0.7% 
ないしそれ以上 0.40% 0.71% 
5802 福井平野東縁 
断層帯西部 
平均活動間隔 不明 － － 
最新活動時期 1948 年福井地震 － － 
30 年発生確率 － ほぼ 0% ほぼ 0% 





平均活動間隔 不明 9200 年 9200 年 
最新活動時期 不明 （ポアソン過程） 
30 年発生確率 － 0.33% 0.33% 
50 年発生確率 － 0.54% 0.54% 
6001 温見断層 
北西部 
平均活動間隔 約 2200 年～2400 年 2300 年 2200 年 
最新活動時期 1891 年濃尾地震 118 年前 118 年前 
30 年発生確率 ほぼ 0% ほぼ 0% ほぼ 0% 






平均活動間隔 不明 1700 年 1700 年 
最新活動時期 不明 （ポアソン過程） 
30 年発生確率 － 1.7% 1.7% 





平均活動間隔 約 2100 年～3600 年 2850 年 2100 年 
最新活動時期 1891 年濃尾地震 118 年前 118 年前 
30 年発生確率 ほぼ 0% ほぼ 0% ほぼ 0% 





平均活動間隔 約 14000 年～15000 年 14500 年 14000 年 
最新活動時期 1891 年濃尾地震 118 年前 118 年前 
30 年発生確率 ほぼ 0% ほぼ 0% ほぼ 0% 






平均活動間隔 不明 15000 年 15000 年 
最新活動時期 不明 （ポアソン過程） 
30 年発生確率 － 0.20% 0.20% 
50 年発生確率 － 0.33% 0.33% 
6006 揖斐川断層帯 L=24km 
平均活動間隔 不明 7600 年 7600 年 
最新活動時期 1 世紀～10 世紀 （ポアソン過程） 
30 年発生確率 － 0.39% 0.39% 




表 3.3.1-1 主要活断層帯での地震発生確率（その 8）． 






6007 武儀川断層 L=29km 
平均活動間隔 不明 9200 年 9200 年 
最新活動時期 不明 （ポアソン過程） 
30 年発生確率 － 0.33% 0.33% 





平均活動間隔 約 2300 年～2700 年 2500 年 2300 年 
最新活動時期 17 世紀頃 359 年前 409 年前 
30 年発生確率 ほぼ 0% ほぼ 0% ほぼ 0% 






平均活動間隔 不明 3800 年 3800 年 
最新活動時期 約 7200 年前～約 7000 年前 （ポアソン過程） 
30 年発生確率 － 0.79% 0.79% 






平均活動間隔 不明 14000 年 14000 年 
最新活動時期 約 4900 年前～15 世紀 （ポアソン過程） 
30 年発生確率 － 0.21% 0.21% 





平均活動間隔 不明 20000 年 20000 年 
最新活動時期 不明 （ポアソン過程） 
30 年発生確率 － 0.15% 0.15% 
50 年発生確率 － 0.25% 0.25% 
6301 野坂断層帯 
平均活動間隔 約 5600 年～7600 年 
もしくはそれ以下 6600 年 5600 年 
最新活動時期 15～17 世紀 459 年前 609 年前 
30 年発生確率 ほぼ 0% もしくはそれ以上 ほぼ 0% ほぼ 0% 
50 年発生確率 ほぼ 0% もしくはそれ以上 ほぼ 0% ほぼ 0% 
6302 集福寺断層 L=10km 
平均活動間隔 
詳細な評価の対象外 
3200 年 3200 年 
最新活動時期 （ポアソン過程） 
30 年発生確率 － 0.93% 0.93% 
50 年発生確率 － 1.6% 1.6% 
6401 湖北山地 
断層帯北西部 
平均活動間隔 約 3000 年～4000 年 3500 年 3000 年 
最新活動時期 11～14 世紀 809 年前 1009 年前 
30 年発生確率 ほぼ 0% ほぼ 0% ほぼ 0% 
50 年発生確率 ほぼ 0% ほぼ 0% ほぼ 0% 
6402 湖北山地 
断層帯南東部 
平均活動間隔 概ね 7000 年程度 7000 年 7000 年 
最新活動時期 15～17 世紀 459 年前 609 年前 
30 年発生確率 ほぼ 0% ほぼ 0% ほぼ 0% 
50 年発生確率 ほぼ 0% ほぼ 0% ほぼ 0% 
6501 琵琶湖西岸 
断層帯 
平均活動間隔 約 1900 年～4500 年 3200 年 1900 年 
最新活動時期 約 2800 年前～2400 年前 2600 年前 2800 年前 
30 年発生確率 0.09%～9% 1.9% 9.4% 
50 年発生確率 0.2%～20% 3.2% 15% 
6701 養老－桑名－四日
市断層帯 
平均活動間隔 1400 年～1900 年 1650 年 1400 年 
最新活動時期 13 世紀～16 世紀 609 年前 809 年前 
30 年発生確率 ほぼ 0%～0.7% 0.0019％ 0.66% 
50 年発生確率 ほぼ 0%～1% 0.0043％ 1.2% 
6801 鈴鹿東縁 
断層帯 
平均活動間隔 6500 年～12000 年 9250 年 6500 年 
最新活動時期 約 3500 年前～2800 年前 3150 年前 3500 年前 
30 年発生確率 ほぼ 0%～0.07% ほぼ 0% 0.066% 
50 年発生確率 ほぼ 0%～0.1% ほぼ 0% 0.11% 
6901 鈴鹿西縁 
断層帯 
平均活動間隔 約 18000 年～36000 年 27000 年 18000 年 
最新活動時期 不明 （ポアソン過程） 
30 年発生確率 0.08%～0.2% 0.11% 0.17% 
50 年発生確率 0.1%～0.3% 0.19% 0.28% 
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表 3.3.1-1 主要活断層帯での地震発生確率（その 9）． 







平均活動間隔 約 10000 年以上 10000 年 10000 年
最新活動時期 約 10000 年前～7 世紀 5655 年前 10000 年前
30 年発生確率 1%以下 0.067% 1.1％





平均活動間隔 17000 年程度 17000 年 17000 年 
最新活動時期 約 28000 年前～400 年前 
（～409 年前） 14205 年前 28000 年前 
30 年発生確率 ほぼ 0%～1% 0.39% 1.2% 





平均活動間隔 25000 年程度 25000 年 25000 年 
最新活動時期 11000 年前頃 11000 年前 11000 年前 
30 年発生確率 0.001% 0.0014% 0.0014% 
50 年発生確率 0.002% 0.0024% 0.0024% 
7201 木津川断層帯 
平均活動間隔 約 4000 年～25000 年 14500 年 4000 年 
最新活動時期 1854 年伊賀上野地震 155 年前 155 年前 
30 年発生確率 ほぼ 0% ほぼ 0% ほぼ 0% 
50 年発生確率 ほぼ 0% ほぼ 0% ほぼ 0% 
7301 三方断層帯 
平均活動間隔 約 3800 年～6300 年 5050 年 3800 年 
最新活動時期 1662 年の地震 347 年前 347 年前 
30 年発生確率 ほぼ 0% ほぼ 0% ほぼ 0% 
50 年発生確率 ほぼ 0% ほぼ 0% ほぼ 0% 
7302 花折断層帯 
北部 
平均活動間隔 不明 － － 
最新活動時期 1662 年の地震（15～17 世紀） － － 
30 年発生確率 － ほぼ 0% ほぼ 0% 
50 年発生確率 － ほぼ 0% ほぼ 0% 
7303 花折断層帯 
中南部 
平均活動間隔 4200 年～6500 年 5350 年 4200 年 
最新活動時期 2800 年前～6 世紀 2105 年前 2800 年前 
30 年発生確率 ほぼ 0%～0.6% 0.0013% 0.56% 





平均活動間隔 不明 10000 年 10000 年 
最新活動時期 3300 年前以前 （ポアソン過程） 
30 年発生確率 － 0.30% 0.30% 
50 年発生確率 － 0.50% 0.50% 
7402 郷村断層帯 
平均活動間隔 10000 年～15000 年程度 12500 年 10000 年 
最新活動時期 1927 年北丹後地震 82 年前 82 年前 
30 年発生確率 ほぼ 0% ほぼ 0% ほぼ 0% 
50 年発生確率 ほぼ 0% ほぼ 0% ほぼ 0% 
7501 奈良盆地 
東縁断層帯 
平均活動間隔 約 5000 年 5000 年 5000 年 
最新活動時期 約 11000 年前～1200 年前 
（～1209 年前） 6105 年前 11000 年前 
30 年発生確率 ほぼ 0%～5% 3.1% 4.5% 
50 年発生確率 ほぼ 0%～7% 5.0% 7.4% 
7601 有馬－高槻 
断層帯 
平均活動間隔 1000 年～2000 年 1500 年 1000 年 
最新活動時期 1596 年慶長伏見地震 413 年前 413 年前 
30 年発生確率 ほぼ 0%～0.02% ほぼ 0% 0.024% 
50 年発生確率 ほぼ 0%～0.06% ほぼ 0% 0.060% 
7701 生駒断層帯 
平均活動間隔 3000 年～6000 年 4500 年 3000 年 
最新活動時期 1600 年前～1000 年前頃 
（1609 年前～1009 年前） 1309 年前 1609 年前 
30 年発生確率 ほぼ 0%～0.1% ほぼ 0% 0.14% 
50 年発生確率 ほぼ 0%～0.3% ほぼ 0% 0.26% 
7801 上林川断層 L=26km 
平均活動間隔 不明 8300 年 8300 年 
最新活動時期 不明 （ポアソン過程） 
30 年発生確率 － 0.36% 0.36% 
50 年発生確率 － 0.60% 0.60% 
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表 3.3.1-1 主要活断層帯での地震発生確率（その 10）． 







平均活動間隔 5000 年～7000 年程度 6000 年 5000 年 
最新活動時期 3 世紀以前（十分特定できない） （ポアソン過程） 
30 年発生確率 0.4%～0.6% 0.50% 0.60% 
50 年発生確率 0.7%～1% 0.83% 1.0% 
7803 京都西山 
断層帯 
平均活動間隔 約 3500 年～5600 年 4550 年 3500 年 
最新活動時期 約 2400 年前～2 世紀 2105 年前 2400 年前 
30 年発生確率 ほぼ 0%～0.8% 0.017% 0.80% 






平均活動間隔 900 年～2800 年程度 1850 年 900 年 
最新活動時期 16 世紀  459 年前 509 年前 
30 年発生確率 ほぼ 0%～0.9% ほぼ 0% 0.94% 






平均活動間隔 1800 年～2500 年程度 2150 年 1800 年 
最新活動時期 1995 年兵庫県南部地震 14 年前 14 年前 
30 年発生確率 ほぼ 0% ほぼ 0% ほぼ 0% 
50 年発生確率 ほぼ 0% ほぼ 0% ほぼ 0% 
7903 先山断層帯 
平均活動間隔 5000 年～10000 年程度 7500 年 5000 年 
最新活動時期 11 世紀～17 世紀初頭 709 年前 1009 年前 
30 年発生確率 ほぼ 0% ほぼ 0% ほぼ 0% 
50 年発生確率 ほぼ 0% ほぼ 0% ほぼ 0% 
8001 上町断層帯 
平均活動間隔 8000 年程度 8000 年 8000 年 
最新活動時期 約 28000 年前～9000 年前 18500 年前 28000 年前 
30 年発生確率 2%～3% 2.9% 3.1% 





平均活動間隔 約 2000 年～12000 年 7000 年 2000 年 
最新活動時期 1 世紀～4 世紀 1809 年前 2009 年前 
30 年発生確率 ほぼ 0%～5% ほぼ 0% 5.5% 






平均活動間隔 約 4000 年～6000 年 5000 年 4000 年 
最新活動時期 約 3100 年前～2600 年前 2850 年前 3100 年前 
30 年発生確率 0.005%～1% 0.15% 1.3% 






平均活動間隔 約 1000 年～1600 年 1300 年 1000 年 
最新活動時期 16 世紀 459 年前 509 年前 
30 年発生確率 ほぼ 0%～0.3% 0.0012% 0.31% 





平均活動間隔 約 1000 年～2500 年 1750 年 1000 年 
最新活動時期 16 世紀 459 年前 509 年前 
30 年発生確率 ほぼ 0%～0.3% ほぼ 0% 0.31% 






平均活動間隔 約 1000 年～2900 年 1950 年 1000 年 
最新活動時期 16 世紀 459 年前 509 年前 
30 年発生確率 ほぼ 0%～0.3% ほぼ 0% 0.31% 
50 年発生確率 ほぼ 0%～0.6% ほぼ 0% 0.64% 
8201 那岐山断層帯 
平均活動間隔 約 30000 年～40000 年 35000 年 30000 年 
最新活動時期 不明 （ポアソン過程） 
30 年発生確率 0.07%～0.1% 0.086% 0.10% 
50 年発生確率 0.1%～0.2% 0.14% 0.17% 
8202 山崎断層帯 
主部北西部 
平均活動間隔 約 1800 年～2300 年 2050 年 1800 年 
最新活動時期 868 年播磨国地震 1141 年前 1141 年前 
30 年発生確率 0.09%～1% 0.31% 0.99% 




表 3.3.1-1 主要活断層帯での地震発生確率（その 11）． 








平均活動間隔 3000 年程度 3000 年 3000 年 
最新活動時期 約 3600 年前～6 世紀 2505 年前 3600 年前 
30 年発生確率 0.03%～5% 2.2% 4.9% 
50 年発生確率 0.06%～8% 3.8% 8.1% 
8204 草谷断層 
平均活動間隔 5000 年程度 5000 年 5000 年 
最新活動時期 5 世紀～12 世紀 1209 年前 1609 年前 
30 年発生確率 ほぼ 0% ほぼ 0% ほぼ 0% 
50 年発生確率 ほぼ 0% ほぼ 0% ほぼ 0% 
8401 長尾断層帯 
平均活動間隔 概ね 30000 年程度 30000 年 30000 年 
最新活動時期 9 世紀～16 世紀 809 年前 1209 年前 
30 年発生確率 ほぼ 0% ほぼ 0% ほぼ 0% 
50 年発生確率 ほぼ 0% ほぼ 0% ほぼ 0% 
8701 五日市断層 L=20km 
平均活動間隔 不明 6400 年 6400 年 
最新活動時期 7 世紀～12 世紀 （ポアソン過程） 
30 年発生確率 － 0.47% 0.47% 





平均活動間隔 不明 7900 年 7900 年 
最新活動時期 約 23000 年前以前 （ポアソン過程） 
30 年発生確率 － 0.38% 0.38% 
50 年発生確率 － 0.63% 0.63% 
8801 岩国断層帯 
平均活動間隔 約 9000 年～18000 年 13500 年 9000 年 
最新活動時期 約 11000 年前～10000 年前 10500 年前 11000 年前 
30 年発生確率 0.03%～2% 0.38% 1.7% 
50 年発生確率 0.05%～3% 0.63% 2.8% 
9001 菊川断層帯 L=44km 
平均活動間隔 不明 14000 年 14000 年 
最新活動時期 約 8500 年前～2100 年前 （ポアソン過程） 
30 年発生確率 － 0.21% 0.21% 
50 年発生確率 － 0.36% 0.36% 
9101 西山断層帯 L=31km 
平均活動間隔 不明 9800 年 9800 年 
最新活動時期 約 12000 年前～概ね 2000 年前 
（～2009 年前） （ポアソン過程） 
30 年発生確率 － 0.31% 0.31% 





平均活動間隔 約 1300 年～1700 年 1500 年 1300 年 
最新活動時期 1596 年慶長豊後地震 413 年前 413 年前 
30 年発生確率 ほぼ 0% ほぼ 0% ほぼ 0% 





平均活動間隔 13000 年～25000 年程度 19000 年 13000 年 
最新活動時期 約 7300 年前～6 世紀 4355 年前 7300 年前 
30 年発生確率 ほぼ 0%～0.05% ほぼ 0% 0.048% 





平均活動間隔 約 2300 年～3000 年 2650 年 2300 年 
最新活動時期 約 2200 年前～6 世紀 1805 年前 2200 年前 
30 年発生確率 0.03%～4% 1.0% 4.3% 





平均活動間隔 約 700 年～1700 年 1200 年 700 年 
最新活動時期 不明（約 2000 年前～18 世紀初頭に 
２回の活動） （ポアソン過程） 
30 年発生確率 2%～4% 2.5% 4.2% 
50 年発生確率 3%～7% 4.1% 6.9% 
9205 野稲岳－ 
万年山断層帯 
平均活動間隔 4000 年程度 4000 年 4000 年 
最新活動時期 約 3900 年前～6 世紀 2655 年前 3900 年前 
30 年発生確率 ほぼ 0%～3% 0.57% 2.6% 
50 年発生確率 ほぼ 0%～4% 0.98% 4.3% 
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平均活動間隔 約 4300 年～7300 年 5800 年 4300 年 
最新活動時期 13 世紀以後 405 年前 809 年前 
30 年発生確率 ほぼ 0% ほぼ 0% ほぼ 0% 
50 年発生確率 ほぼ 0% ほぼ 0% ほぼ 0% 
9301 布田川・日奈久 
断層帯北東部 
平均活動間隔 約 11000 年～27000 年 19000 年 11000 年 
最新活動時期 約 1500 年前～1200 年前 
（約 1509 年前～1209 年前） 1359 年前 1509 年前 
30 年発生確率 ほぼ 0% ほぼ 0% ほぼ 0% 





平均活動間隔 約 3500 年～11000 年 7250 年 3500 年 
最新活動時期 約 7500 年前～2200 年前 4850 年前 7500 年前 
30 年発生確率 ほぼ 0%～6% 0.33% 6.3% 





平均活動間隔 約 7000 年～14000 年 10500 年 7000 年 
最新活動時期 約 8000 年前～7500 年前 7750 年前 8000 年前 
30 年発生確率 0.03%～2% 0.38% 2.0% 






平均活動間隔 不明   
最新活動時期 約 7500 年前～2200 年前 （中部の発生確率） 
30 年発生確率 － 0.33% 6.3% 






平均活動間隔 不明 8600 年 8600 年 
最新活動時期 約 7500 年前～2200 年前 （ポアソン過程） 
30 年発生確率 － 0.35% 0.35% 






平均活動間隔 不明 8600 年 8600 年 
最新活動時期 約 7500 年前～1300 年前 
（～1309 年前） （ポアソン過程）
 
30 年発生確率 － 0.35% 0.35% 
50 年発生確率 － 0.58% 0.58% 
9401 水縄断層帯 
平均活動間隔 14000 年程度 14000 年 14000 年 
最新活動時期 679 年筑紫地震 1330 年前 1330 年前 
30 年発生確率 ほぼ 0% ほぼ 0% ほぼ 0% 






平均活動間隔 不明 2400 年 2400 年 
最新活動時期 約 5000 年前以後 （ポアソン過程） 
30 年発生確率 － 1.2% 1.2% 






平均活動間隔 不明 1800 年 1800 年 
最新活動時期 約 7300 年前以後 （ポアソン過程） 
30 年発生確率 － 1.7% 1.7% 
50 年発生確率 － 2.7% 2.7% 
9503 雲仙断層群 
南西部北部 
平均活動間隔 約 2500 年～4700 年 3600 年 2500 年 
最新活動時期 約 2400 年前～11 世紀 1655 年前 2400 年前 
30 年発生確率 ほぼ 0%～4% 0.020% 4.0% 
50 年発生確率 ほぼ 0%～7% 0.037% 6.6% 
9504 雲仙断層群 
南西部南部 
平均活動間隔 約 2100 年～6500 年 4300 年 2100 年 
最新活動時期 （約 4500 年前～16 世紀） （ポアソン過程） 
30 年発生確率 0.5%～1% 0.70% 1.4％ 
50 年発生確率 0.8%～2% 1.2% 2.4％ 
9601 出水断層帯 
平均活動間隔 概ね 8000 年 8000 年 8000 年 
最新活動時期 約 7300 年前～2400 年前 4850 年前 7300 年前 
30 年発生確率 ほぼ 0%～1% 0.15％ 1.1％ 
50 年発生確率 ほぼ 0%～2% 0.25％ 1.8％ 
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表 3.3.1-1 主要活断層帯での地震発生確率（その 13）． 








平均活動間隔 10000 年～15000 年程度 12500 年 10000 年 
最新活動時期 概ね 1000 年前～500 年前 
（1009 年前～509 年前） 759 年前 1009 年前 
30 年発生確率 ほぼ 0% ほぼ 0% ほぼ 0% 
50 年発生確率 ほぼ 0% ほぼ 0% ほぼ 0% 
9702 伊勢湾断層帯 
主部南部 
平均活動間隔 5000 年～10000 年程度 7500 年 5000 年 
最新活動時期 概ね 2000 年前～1500 年前 
（2009 年前～1509 年前） 1759 年前 2009 年前 
30 年発生確率 ほぼ 0%～0.002% ほぼ 0% 0.0019% 
50 年発生確率 ほぼ 0%～0.004% ほぼ 0% 0.0035% 
9703 白子－野間 
断層 
平均活動間隔 8000 年程度 8000 年 8000 年 
最新活動時期 概ね 6500 年前～5000 年前 5750 年前 6500 年前 
30 年発生確率 0.2%～0.8% 0.44% 0.76% 
50 年発生確率 0.3%～1% 0.74% 1.3% 
9801 大阪湾断層帯 
平均活動間隔 約 3000 年～7000 年 5000 年 3000 年 
最新活動時期 約 9 世紀以後 605 年前 1209 年前 
30 年発生確率 0.004％以下 ほぼ 0% 0.0037% 
50 年発生確率 0.007％以下 ほぼ 0% 0.0071% 
9901 サロベツ 
断層帯 
平均活動間隔 約 4000 年～8000 年 6000 年 4000 年 
最新活動時期 約 5100 年前～4500 年前 2550 年前 5100 年前 
30 年発生確率 4%以下 0.0038% 4.0% 
50 年発生確率 7%以下 0.0068% 6.6% 
10101 花輪東断層帯 
平均活動間隔 3000 年～5000 年程度 4000 年 3000 年 
最新活動時期 十分特定できない （ポアソン過程） 
30 年発生確率 0.6%～1% 0.75% 1.0% 
50 年発生確率 1%～2% 1.2% 1.7% 
10401 曽根丘陵 
断層帯 
平均活動間隔 概ね 2000 年～3000 年 2500 年 2000 年 
最新活動時期 約 1 万年前以後（十分特定できない） （ポアソン過程） 
30 年発生確率 1% 1.2％ 1.5％ 
50 年発生確率 2% 2.0％ 2.5％ 
10501 魚津断層帯 
平均活動間隔 8000 年程度以下 8000 年 8000 年 
最新活動時期 不明 （ポアソン過程） 
30 年発生確率 0.4%以上 0.37% 0.37% 
50 年発生確率 0.6%以上 0.62% 0.62% 
10601 周防灘断層群 
主部 
平均活動間隔 概ね 5800 年～7500 年 6650 年 5800 年 
最新活動時期 約 11000 年前～10000 年前 10500 年前 11000 年前 
30 年発生確率 2%～4% 2.9% 3.7% 





平均活動間隔 不明 18300 年 18300 年 
最新活動時期 不明 （ポアソン過程） 
30 年発生確率 － 0.16% 0.16% 





平均活動間隔 不明 17500 年 17500 年 
最新活動時期 不明 （ポアソン過程） 
30 年発生確率 － 0.17% 0.17% 
50 年発生確率 － 0.29% 0.29% 
10801 警固断層帯 
北西部 
平均活動間隔 不明 － － 
最新活動時期 2005 年福岡県西方沖の地震 4 年前 4 年前 
30 年発生確率 － ほぼ 0% ほぼ 0% 
50 年発生確率 － ほぼ 0% ほぼ 0% 
10802 警固断層帯 
南東部 
平均活動間隔 約 3100 年～5500 年 4300 年 3100 年 
最新活動時期 約 4300 年前～3400 年前 3850 年前 4300 年前 
30 年発生確率 0.3～6% 1.9% 5.6% 
50 年発生確率 0.4～9% 3.2% 9.2% 
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表 3.3.1-1 主要活断層帯での地震発生確率（その 14）． 








平均活動間隔 約 8000 年以上 8000 年 8000 年 
最新活動時期 約 7300 年前～3200 年前 5250 年前 7300 年前 
30 年発生確率 1%以下 0.26％ 1.1％ 
50 年発生確率 2%以下 0.44％ 1.8％ 
（注記） 
・地震発生確率は西暦 2009 年起点の値とした．赤字は西暦 2008 年起点と比べて値が変わったもの，青字は値は変わったが数






場合は，400 年～600 年），西暦 2009 年起点の値を計算した．ただし，「初頭」，「前半」などの説明がある場合は，それぞれ，
-100 年，-50 年した年とした． 
・確率が 10-3%以下となる場合は「ほぼ 0%」と表示した． 
・BPT 分布を用いて地震発生確率を算定する場合，ばらつき α はいずれも 0.24 とした． 
・長期評価の結果，地震発生確率が不明な活断層については，断層長さと平均変位速度に基づいて平均活動間隔を求め，ポ
アソン過程により地震発生確率を付与した．その際に用いた断層長さ L や平均変位速度 s の値は断層名称欄に示している．
平均変位速度が不明な場合には，活動度に基づいた平均変位速度（AB 級=1m/千年，B 級=0.25m/千年，BC 級=0.1m/千
年）を仮定した．活動度は原則 B 級としたが，AB 級もしくは BC 級とした場合には断層名称欄に記した．なお，活動度に基づき
平均変位速度を設定した活断層は次のとおりである． 
（AB 級） 霧訪山－奈良井断層帯（4602），温見断層南東部（6002），雲仙断層群北部（9501）， 
 雲仙断層群南東部（9502） 









（BC 級） 濃尾断層帯主部三田洞断層帯（6005），浦底－柳ヶ瀬山断層帯（6104）， 
  己斐－広島西縁断層帯（8702），伊那谷断層帯南東部(5102) 
・増毛山地東縁断層帯（0401）は「平均ケース」，「最大ケース」のいずれも平均活動間隔を 5000 年とした． 
・石狩低地東縁断層帯主部（0601）の最新活動時期は，「平均ケース」4250 年前，「最大ケース」5200 年前とした． 
・函館平野断層帯（0801）の最新活動時期について，長期評価の説明文の中に「最近 390 年間はこの断層帯は活動しなかった




られる」と記されていることから，今後 30 年および 50 年での地震発生確率はほぼ 0％とした． 
・真昼山地東縁断層帯南部（1403）の長さは幅をもって示されているが，17km として平均活動間隔を定めた． 
・北由利断層（1601）の「平均ケース」の最新活動時期は 1400 年前とした． 
・新庄盆地断層帯（1701）の平均活動間隔は，「平均ケース」，「最大ケース」のいずれも，断層長さを長い方の 23km として，断
層長さから推定される１回の変位量（約 2m）と平均変位速度（約 0.5m/千年）から 4000 年とした． 
・山形盆地断層帯北部（1801）の平均活動間隔は，「平均ケース」3250 年，「最大ケース」2500 年とし，最新活動時期は，「平均
ケース」2754 年前（3900 年前～1608 年前の中央の値），「最大ケース」3900 年前とした． 
・山形盆地断層帯南部（1802）は「平均ケース」，「最大ケース」のいずれも平均活動間隔を 2500 年とした． 
・長町－利府線断層帯（2001）の平均活動間隔は，「平均ケース」，「最大ケース」のいずれも，断層長さを長い方の 40km として，
断層長さから推定される１回の変位量（約 3m）と平均変位速度（約 0.6m/千年）から 5000 年とした． 
・長井盆地西縁断層帯（2201）の「平均ケース」の最新活動時期は 1200 年前とした． 
・会津盆地西縁断層帯（2401）の「平均ケース」，「最大ケース」のいずれも最新活動時期は 398 年前とした． 
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・月岡断層帯（2601）は「平均ケース」，「最大ケース」のいずれも平均活動間隔を 7500 年とした． 
・長岡平野西縁断層帯（2701）の「平均ケース」の最新活動時期は 405 年前とした． 
・伊勢原断層（3501）の最新活動時期は，「平均ケース」959 年前，「最大ケース」1609 年前とした． 
・糸魚川－静岡構造線南部（4201）は，断層長さを 31km とし，「平均ケース」，「最大ケース」ともに平均変位速度を 2 m/千年とし
て平均活動間隔を 1200 年と設定した．それに基づきポアソンモデルにより地震発生確率を付与した． 
・木曽山脈西縁断層帯主部北部（4501）の最新活動時期は，「平均ケース」759 年前，「最大ケース」809 年前とした． 
・砺波平野断層帯西部（5601）の平均活動間隔は，「平均ケース」8500 年，「最大ケース」5000 年とした． 
・福井平野東縁断層帯主部（5801）の平均活動間隔は，「平均ケース」12500 年，「最大ケース」7000 年とした． 
・福井平野東縁断層帯西部（5802）は平均活動間隔が不明なため長期確率が評価されていないが，1948 年に前回の活動があ
り，長期評価の説明文において「今後 30 年以内における地震発生確率はほぼ 0%であり，今後 300 年以内における地震発生
確率も極めて低いと判断される」と記されていることから，今後 30 年および 50 年での地震発生確率はほぼ 0％とした． 
・柳ヶ瀬・関ヶ原断層帯主部北部（6101）の最新活動時期は，「平均ケース」359 年前，「最大ケース」409 年前とした． 
・野坂断層帯（6301）の平均活動間隔は，「平均ケース」6600 年，「最大ケース」5600 年とした． 
・頓宮断層（7001）は「平均ケース」，「最大ケース」のいずれも平均活動間隔を 10000 年とした． 
・花折断層帯北部（7302）は，平均活動間隔が不明なため長期確率が評価されていないが，「最新活動後，評価時点までの経
過時間は 300 年余りで，我が国の一般的な活断層の活動間隔と比べると短い時間しか経過しておらず，（中略）ごく近い将来




・先山断層帯（7903）の最新活動時期は，「平均ケース」709 年前，「最大ケース」1009 年前とした． 
・中央構造線断層帯讃岐山脈南縁－石鎚山脈北縁東部（8103），中央構造線断層帯石鎚山脈北縁（8104），中央構造線断層
帯石鎚山脈北縁西部－伊予灘（8105）の最新活動時期は，「平均ケース」459 年前，「最大ケース」509 年前とした． 




平均活動間隔を 8600 年と仮定し，ポアソンモデルより将来の地震発生確率を付与した． 
・大阪湾断層帯（9801）の「平均ケース」の最新活動時期は 605 年前とした． 
・サロベツ断層帯（9901）の長期評価では，最新活動時期（5100 年前以後，4500 年前以前）は「最新活動とは特定できない」とさ




位量（約 1.83m）と平均変位速度（約 0.1m/千年）から 18300 年とした． 
・宇部南方沖断層帯（10603）は「平均ケース」，「最大ケース」のいずれも，断層長さを 22km として，断層長さから推定される１回






表 3.3.1-2 布田川・日奈久断層帯（中部・南西部）のケース分け． 
ケース 発生確率の設定根拠 中部と南西部の活動 Mj 重み
ケース 1-1 長期評価のケース 1 同時に活動 Mw 7.3 0.25 
ケース 1-2 長期評価のケース 1 別個に活動 Mw 7.0, Mw 6.7 0.25 
ケース 2 長期評価のケース 2 別個に活動 Mw 7.0, Mw 6.7 0.5 
 
表 3.3.1-3 布田川・日奈久断層帯（中部・南西部）の各ケースの地震発生確率とマグニチュード． 
ケース 区間 30 年発生確率 50 年発生確率 M 
ケース 1-1 中部・南西部 平均 0.33% 最大 6.3% 平均 0.55% 最大 10% Mw 7.3 
ケース 1-2 中部 平均 0.33% 最大 6.3% 平均 0.55% 最大 10% Mw 7.0 
南西部 平均 0.35% 最大 0.35% 平均 0.58% 最大 0.58% Mw 6.7 
ケース 2 中部 平均 0.38% 最大 2.0% 平均 0.64% 最大 3.3% Mw 7.0 




































てはいずれの地震も Mw = Mj と仮定する． 
 
主な海溝型地震について，2005 年，2006 年，2007 年，





表 3.3.2-1 海溝型地震の発生確率の一覧（その 1）． 




マグニチュード M8.4 前後 Mw 8.4 
平均発生間隔 90.1 年*2 90.1 年 
最新発生時期 1946 年 12 月 62.0 年前 
ばらつき α 0.20～0.24 0.20 
30 年発生確率 50%～60% 56% 
50 年発生確率 80%～90% 88% 
東南海地震*1 
マグニチュード M8.1 前後 Mw 8.1 
平均発生間隔 86.4 年*2 86.4 年 
最新発生時期 1944 年 12 月 64.1 年前 
ばらつき α 0.18～0.24 0.20 
30 年発生確率 60%～70% 68% 
50 年発生確率 90%程度以上 93% 
想定東海地震*1 
マグニチュード - Mw 8.0 
平均発生間隔 - 118.8 年 
最新発生時期 - 154.0 年前 
ばらつき α - 0.20 
30 年発生確率 - 87% 




マグニチュード M7.5 前後 Mw 7.6, 7.4*5 
平均発生間隔 37.1 年 37.1 年 
最新発生時期 1978 年 6 月 30.6 年前 
ばらつき α 0.177*4 0.177 
30 年発生確率 99% ほぼ 100% 
50 年発生確率 - ほぼ 100% 
三陸沖南部 
海溝寄りの地震*1 
マグニチュード M7.7 前後 Mw7.8*5 
平均発生間隔 105 年程度 104.5 年
最新発生時期 1897 年 8 月 111.4 年前
ばらつき α 0.19～0.24 0.22 
30 年発生確率 80%～90% 80% 
50 年発生確率 90%～98% 95% 
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表 3.3.2-1 海溝型地震の発生確率の一覧（その 2）． 





マグニチュード M8.0 前後 Mw8.3*5 
平均発生間隔 約 97.0 年 97.0 年 
最新発生時期 1968 年 5 月 40.6 年前 
ばらつき α 0.11～0.24 0.18 
30 年発生確率 0.2%～10% 4.5% 





マグニチュード Mt8.2 前後 Mw6.8*6 
平均発生間隔 400 年に 3 回程度 133.3 年 
最新発生時期 （ポアソン過程） - 
ばらつき α - - 
30 年発生確率 20%程度 20% 





マグニチュード M8.2 前後 Mw8.2 
平均発生間隔 400～750 年に 1 回 575 年 
最新発生時期 （ポアソン過程） - 
ばらつき α - - 
30 年発生確率 4%～7% 5.1% 




マグニチュード M7.1～M 7.6 Mw7.1～7.6*7
平均発生間隔 11.3 年に 1 回程度 11.3 年 
最新発生時期 （ポアソン過程） - 
ばらつき α - - 
30 年発生確率 90%程度 93% 
50 年発生確率 - 99% 
福島県沖の 
プレート間地震*8 
マグニチュード M7.4 前後 Mw7.4 
平均発生間隔 400 年に 1 回以下 400 年 
最新発生時期 （ポアソン過程） - 
ばらつき α - - 
30 年発生確率 7%程度以下 7.2% 
50 年発生確率 10%程度以下 12% 
茨城県沖の 
プレート間地震*10 
マグニチュード - Mw7.0 
平均発生間隔 - 21.7 年 
最新発生時期 - 0.7 年前 
ばらつき α - 0.21 
30 年発生確率 - 96% 




マグニチュード M8.1 前後 Mw8.1 
平均発生間隔 72.2 年 72.2 年 
最新発生時期 2003 年 9 月 5.3 年前 
ばらつき α 0.24～0.32 0.28 
30 年発生確率 0.2%～2% 0.62% 
50 年発生確率 20%程度 20% 
根室沖の地震*1*3 
マグニチュード M7.9 程度 Mw7.9 
平均発生間隔 72.2 年 72.2 年 
最新発生時期 1973 年 6 月 35.5 年前 
ばらつき α 0.24～0.32 0.28 
30 年発生確率 40%程度 41% 
50 年発生確率 80%程度 77% 
色丹島沖の地震*3 
マグニチュード M7.8 前後 （Mw8.2 前後） Mw7.8 
平均発生間隔 72.2 年 72.2 年 
最新発生時期 1969 年 8 月 39.4 年前 
ばらつき α 0.24～0.32 0.28 
30 年発生確率 50%程度 49% 
50 年発生確率 80%程度 82% 
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表 3.3.2-1 海溝型地震の発生確率の一覧（その 3）． 




マグニチュード M8.1 前後 （Mw8.5 前後） Mw8.1 
平均発生間隔 72.2 年 72.2 年 
最新発生時期 1963 年 10 月 45.2 年前 
ばらつき α 0.24～0.32 0.28 
30 年発生確率 60%程度 59% 




マグニチュード M7.1 前後 Mw7.1 
平均発生間隔 17.5 年に 1 回 17.5 年 
最新発生時期 （ポアソン過程） - 
ばらつき α - - 
30 年発生確率 80%程度 82% 





マグニチュード M7.1 程度 （Mw7.7 前後） Mw7.1 
平均発生間隔 10.5 年に 1 回 10.5 年 
最新発生時期 （ポアソン過程） - 
ばらつき α - - 
30 年発生確率 90%程度 94% 




マグニチュード M8.2 前後 Mw8.2 
平均発生間隔 82.8 年に 1 回 82.8 年 
最新発生時期 （ポアソン過程） - 
ばらつき α - - 
30 年発生確率 30%程度 30% 





マグニチュード M7.5 程度 Mw7.5 
平均発生間隔 27.3 年に 1 回 27.3 年 
最新発生時期 （ポアソン過程） - 
ばらつき α - - 
30 年発生確率 70%程度 67% 





マグニチュード M7.8 程度 Mw7.8 
平均発生間隔 3900 年程度 3900 年 
最新発生時期 2100 年程度前 2100 年前 
ばらつき α 0.17～0.24 0.21 
30 年発生確率 0.006%～0.1% 0.046% 
50 年発生確率 0.01%～0.2% 0.082% 
北海道西方沖 
の地震 
マグニチュード M7.5 前後 Mw7.5 
平均発生間隔 1400～3900 年程度 2650 年 
最新発生時期 1940 年 8 月 68.4 年前 
ばらつき α 0.17～0.24 0.21 
30 年発生確率 ほぼ 0% 0% 
50 年発生確率 ほぼ 0% 0% 
北海道南西沖 
の地震 
マグニチュード M7.8 前後 Mw7.8 
平均発生間隔 500～1400 年程度 950 年 
最新発生時期 1993 年 7 月 15.5 年前 
ばらつき α 0.17～0.24 0.21 
30 年発生確率 ほぼ 0% 0% 
50 年発生確率 ほぼ 0% 0% 
青森県西方沖 
の地震 
マグニチュード M7.7 前後 Mw7.7 
平均発生間隔 500～1400 年程度 950 年 
最新発生時期 1983 年 6 月 25.6 年前 
ばらつき α 0.17～0.24 0.21 
30 年発生確率 ほぼ 0% 0% 
50 年発生確率 ほぼ 0% 0% 
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表 3.3.2-1 海溝型地震の発生確率の一覧（その 4）． 




マグニチュード M7.5 程度 Mw7.5 
平均発生間隔 1000 年程度以上 1000 年 
最新発生時期 （ポアソン過程） - 
ばらつき α - - 
30 年発生確率 3%程度以下 3.0% 
50 年発生確率 5%程度以下 4.9% 
山形県沖 
の地震 
マグニチュード M7.7 前後 Mw7.7 
平均発生間隔 1000 年程度以上 1000 年 
最新発生時期 1833 年 12 月 175.1 年前 
ばらつき α 0.17～0.24 0.21 
30 年発生確率 ほぼ 0% 0% 




マグニチュード M7.5 前後 Mw7.5 
平均発生間隔 1000 年程度以上 1000 年 
最新発生時期 1964 年 6 月 44.5 年前 
ばらつき α 0.17～0.24 0.21 
30 年発生確率 ほぼ 0% 0% 




マグニチュード M7.8 程度 Mw7.8 
平均発生間隔 500～1000 年程度 750 年 
最新発生時期 （ポアソン過程） - 
ばらつき α - - 
30 年発生確率 3%～6% 3.9% 







平均発生間隔 約 67 年に 1 回 67 年 
最新発生時期 （ポアソン過程） - 
ばらつき α - - 
30 年発生確率 40%程度 36% 
50 年発生確率 50%程度 53% 
日向灘の 
プレート間地震 
マグニチュード M7.6 前後 Mw7.6 
平均発生間隔 約 200 年に 1 回 200 年 
最新発生時期 （ポアソン過程） - 
ばらつき α - - 
30 年発生確率 10%程度 14% 




マグニチュード M7.1 前後 Mw7.1 
平均発生間隔 約 20～27 年に 1 回 23 年 
最新発生時期 （ポアソン過程） - 
ばらつき α - - 
30 年発生確率 70%～80% 73% 
50 年発生確率 80%～90% 89% 
与那国島周辺 
の地震 
マグニチュード M7.8 程度 Mw7.8 
平均発生間隔 約 100 年に 1 回 100 年 
最新発生時期 （ポアソン過程） - 
ばらつき α - - 
30 年発生確率 30%程度 26% 





マグニチュード M7.9 程度 Mw7.9 
平均発生間隔 200～400 年 219.7 年*8 
最新発生時期 1923 年 9 月 85.3 年前 
ばらつき α 0.17～0.24 0.21 
30 年発生確率 ほぼ 0%～1% 0.12% 
50 年発生確率 ほぼ 0%～6% 1.3% 
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表 3.3.2-1 海溝型地震の発生確率の一覧（その 5）． 






マグニチュード M6.7～7.2 程度 Mw6.7～7.2*7
平均発生間隔 23.8 年に１回 23.8 年
最新発生時期 （ポアソン過程） - 
ばらつき α - - 
30 年発生確率 70%程度 72% 
50 年発生確率 90%程度 88% 
（注）地震発生確率は 2009 年 1 月からの値．赤字は 2008 年起点より値が変わったもの．なお，表中の「ばら




*3 宮城県沖地震，根室沖の地震，色丹島沖の地震，択捉島沖の地震は 2 回発生する場合を考慮する． 
*4 宮城県沖地震の活動間隔のばらつき α は報告書「長期的な地震発生確率の評価手法について」（地震調査
委員会，2001a）に基づく． 




南関東で発生する M7 程度の地震は b=0.9 のグーテンベルク・リヒター式に従うようにマグニチュード別
の発生頻度を評価する． 
*8 福島県沖の地震は 3 回の続発を考慮する． 
*9 相模トラフ沿いの海溝型地震として，元禄型関東地震はモデル化しない．大正型関東地震の平均発生間
隔は元禄地震（1703.12）と関東地震（1923.9）の間隔に基づいて 219.7 年とする． 
*10 茨城県沖の地震は 2008 年 5 月 8 日の地震を踏まえて新たにモデル化した（地震調査委員会長期評価部会・
強震動評価部会地震動予測地図高度化ワーキンググループ，2008）． 
 
表 3.3.2-2 主な海溝型地震の発生確率の推移． 
（a）30 年間の発生確率 
 2005 年 2006 年 2007 年 2008 年 2009 年
南海地震 48% 50% 53% 55% 56% 
東南海地震 61% 62% 64% 66% 68% 
想定東海地震 86% 87% 87% 87% 87% 
宮城県沖地震 99% 99% ほぼ 100% ほぼ 100% ほぼ 100%
三陸沖南部海溝寄りの地震 79% 79% 80% 80% 80% 
三陸沖北部のプレート間大地震 2.2% 2.6% 3.2% 3.8% 4.5% 
十勝沖の地震 0.15% 0.22% 0.32% 0.45% 0.62% 
根室沖の地震 33% 35% 37% 39% 41% 
色丹島沖の地震 41% 43% 45% 47% 49% 
択捉島沖の地震 52% 54% 56% 57% 59% 
大正型関東地震 0.065% 0.076% 0.089% 0.10% 0.12% 
（b）50 年間の発生確率 
 2005 年 2006 年 2007 年 2008 年 2009 年
南海地震 84% 85% 86% 87% 88% 
東南海地震 90% 91% 92% 92% 93% 
想定東海地震 97% 97% 97% 97% 97% 
宮城県沖地震 ほぼ 100% ほぼ 100% ほぼ 100% ほぼ 100% ほぼ 100%
三陸沖南部海溝寄りの地震 94% 95% 95% 95% 95% 
三陸沖北部のプレート間大地震 29% 32% 34% 36% 39% 
十勝沖の地震 14% 15% 17% 19% 20% 
根室沖の地震 72% 73% 75% 76% 77% 
色丹島沖の地震 77% 78% 79% 80% 82% 
択捉島沖の地震 83% 84% 85% 86% 86% 
大正型関東地震 0.85% 0.94% 1.0% 1.1% 1.3% 
































以上の条件で，西暦 2009 年 1 月から 30 年間，50 年間
の各地震の発生確率は表 3.3.2-5 のようになる．（注：各

























南海～東南海の連動の確率     ：1/4（25%） 




ニチュードは表 3.3.2-6 のように仮定する． 
以上の条件の下で，南海～東南海～想定東海地震の発
生パターンは表 3.3.2-7 に示す 13 ケースとなる．また，








































図 3.3.2-1 南海トラフの地震の震源域の位置関係． 
 
 
図 3.3.2-2 モデル化された各地震の震源域． 
 
 
表 3.3.2-3 過去の南海トラフの地震の震源域． 
発生年月日 地震名 領域Ｘ 領域Ｙ 領域Ｚ
1498.09.20 明応東海地震  ○ △ 
1605.02.03 慶長地震 ○ ○ △ 
1707.10.28 宝永地震 ○ ○ △～○
1854.12.23 安政東海地震  ○ ○ 
1854.12.24 安政南海地震 ○   
1944.12.07 昭和東南海地震  ○  









南海地震 90.1 年 1946 年 12 月 0.20 
東南海地震 86.4 年 1944 年 12 月 0.20 
想定東海地震 118.8 年 1854 年 12 月 0.20 
（注）南海地震と東南海地震のパラメータは長期評価に
基づく．なお，ばらつき α は 0.20 とした．想定東海
地震の発生間隔は明応～慶長（106.4 年），慶長～宝
永（102.7 年），宝永～安政（147.2 年）の平均値，
ばらつき α は南海地震，東南海地震と同じ値とした． 
表 3.3.2-5 各地震の発生確率． 




南海地震 62.0 年 56% 88% 
東南海地震 64.1 年 68% 93% 
想定東海地震 154.0 年 87% 97% 
（注）経過時間は 2009年 1月時点． 
 
 
























(1) × × × 1.8% 0.025%
(2)  × × 2.4% 0.18%
(3) ×  × 3.8% 0.31%
(4) × ×  12% 0.86%
(5)   × 2.5% 1.1%
(6)   × 2.5% 1.1%
(7)  ×  16% 6.2%
(8) ×   13% 5.5%
(9) ×   13% 5.5%
(10)    8.3% 20%
(11)    8.3% 20%
(12)    8.3% 20%
(13)    8.3% 20%
 合計 100% 100%
（注）例えば，(9)の 30 年確率は次のように求められる．



















































ては傾斜角 45°，上端深さ 0km の正断層としてモデ
ル化する．なお，図 3.3.2-3 の領域イ，カ，キの西端
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活動として図 3.3.2-4 のものが示されている． 
宮城県沖地震に関しては，過去 6 回の活動のうち 1 回
三陸沖南部海溝寄りの地震と連動して発生している．ま
た，三陸沖南部海溝寄りの地震に関しては，過去 2 回の





を適用して 2009 年 1 月より将来 30 年および 50 年間での
地震発生確率を求めると表 3.3.2-9 のようになる．なお，
宮城県沖地震に関しては平均発生間隔が短いために，将












合」の震源域として図 3.3.2-5 に示す領域 A1 と A2 を，









対象とする将来の期間（30 年または 50 年）に宮城県
沖地震と三陸沖南部海溝寄りの地震がともに発生する








の A1 と A2 のいずれかの震源域で発生するとし，それぞ
れの震源域で発生する確率は等しい（ともに 50%）と仮
定する．マグニチュードは A1 単独の場合には Mw=7.6，
A2 単独の場合には Mw=7.4 とする． 
三陸沖南部海溝寄りの地震が単独で発生する場合には，
図 3.3.2-5 の B の震源域で発生すると仮定する．マグニ
チュードは設定された断層面の面積から，断層面積とマ
グニチュードの関係式を介して Mw=7.8 とする． 
また，宮城県沖地震と三陸沖南部海溝寄りの地震が連




A1+B の場合は Mw=7.9，A2+B の場合は Mw=7.9，A1+A2+B




3.3.2-10 に示す 21 ケースとなる．将来 30 年あるいは 50
年間での各ケースの生起確率は，各地震の発生確率（表
3.3.2-9）と上記の仮定に基づく連動確率および震源域の


















三陸沖南部海溝寄りの地震 1793   1897.8 
 















宮城県沖地震 37.1 年 30.6 年 0.177 
三陸沖南部海溝
寄りの地震 104.5 年 111.4 年 0.19～0.24






表 3.3.2-9 宮城県沖地震および三陸沖南部海溝寄りの地震の将来の発生確率． 
 30 年発生確率 50 年発生確率 
 未発生 1 回 2 回 未発生 1 回 2 回 
宮城県沖地震 0.23% 98% 2.1% ほぼ 0% 27% 73% 
三陸沖南部海溝寄りの地震 20% 80% ほぼ 0% 5.1% 95% ほぼ 0%
（注）三陸沖南部海溝寄りの地震のαは 0.22（幅の中央の値）を用いた．10-3%未満の確率は「ほぼ 0%」
と表示している．発生確率は 2009 年 1 月よりの値． 
 
 
表 3.3.2-10 宮城県沖地震および三陸沖南部海溝寄りの地震の発生確率． 
 ケース 30 年確率  50 年確率 
(1) 「宮城」0 回 ＊「三陸」0 回 0.045% ほぼ 0% 
(2) 「宮城」0 回 ＊「三陸」1 回単独 0.19% ほぼ 0% 
(3) 「宮城」1 回単独 A1 ＊「三陸」0 回 9.6% 0.70% 
(4) 「宮城」1 回単独 A2 ＊「三陸」0 回 9.6% 0.70% 
(5) 「宮城」1 回単独 A1 ＊「三陸」1 回単独 20% 6.5% 
(6) 「宮城」1 回単独 A2 ＊「三陸」1 回単独 20% 6.5% 
(7) 「宮城」1 回「三陸」1 回 連動 A1+B 13% 4.3% 
(8) 「宮城」1 回「三陸」1 回 連動 A2+B 13% 4.3% 
(9) 「宮城」1 回「三陸」1 回 連動 A1+A2+B 13% 4.3% 
(10) 「宮城」2 回単独 A1＊A1 ＊「三陸」0 回 0.10% 0.93% 
(11) 「宮城」2 回単独 A1＊A2 ＊「三陸」0 回 0.20% 1.9% 
(12) 「宮城」2 回単独 A2＊A2 ＊「三陸」0 回 0.10% 0.93% 
(13) 「宮城」2 回単独 A1＊A1 ＊「三陸」1 回単独 0.21% 8.6% 
(14) 「宮城」2 回単独 A1＊A2 ＊「三陸」1 回単独 0.42% 17% 
(15) 「宮城」2 回単独 A2＊A2 ＊「三陸」1 回単独 0.21% 8.6% 
(16) 「宮城」2 回 内 1 回「三陸」連動 A1+B＊1 回単独 A1 0.14% 5.7% 
(17) 「宮城」2 回 内 1 回「三陸」連動 A2+B＊1 回単独 A1 0.14% 5.7% 
(18) 「宮城」2 回 内 1 回「三陸」連動 A1+A2+B＊1 回単独 A1 0.14% 5.7% 
(19) 「宮城」2 回 内 1 回「三陸」連動 A1+B＊1 回単独 A2 0.14% 5.7% 
(20) 「宮城」2 回 内 1 回「三陸」連動 A2+B＊1 回単独 A2 0.14% 5.7% 
(21) 「宮城」2 回 内 1 回「三陸」連動 A1+A2+B＊1 回単独 A2 0.14% 5.7% 
 合 計 100% 100% 
（注）「宮城」：宮城県沖地震，「三陸」：三陸沖南部海溝寄りの地震．発生確率は 2009 年 1 月よりの値．三
陸沖南部海溝寄りの地震の発生間隔のばらつきαは 0.22（幅の中央の値）を用いた．10-3%未満の確率
は「ほぼ 0%」と表示している． 
 例えば，(7)の 30 年確率は，表 3.3.2-9 で宮城県沖地震が 30 年間に 1 回発生する確率（98%），三陸沖南
部海溝寄りの地震が 30 年間に 1 回発生する確率（80%），両地震が連動する確率（50%），連動の場合








表 3.3.2-11 三陸沖北部のプレート間大地震の諸元． 
 長期評価 設定モデル 
30 年発生確率 0.2%～10% 4.5% 
50 年発生確率 30%～40% 39% 


















（1996）によるマグニチュードを参照して Mw 6.8とした． 
震源域の位置について，「領域内でどこでも発生する
可能性がある」とされているが，ここでは領域内にプレ
ート境界に沿って長さ 200km，幅 50km の矩形の断層面
を南北 7 列×東西 2 列並べて，そのいずれかで等確率で





 長期評価 設定モデル 
30 年発生確率 20%程度 20% 
50 年発生確率 30%程度 31% 































100km，傾斜角 45°，上端深さ 0km の矩形の断層面を南
北に 7 列並べて，そのいずれかで等確率で地震が発生す





 長期評価 設定モデル 
30 年発生確率 4%～7% 5.1% 
50 年発生確率 6%～10% 8.3% 



































可能性がある」とされているが，ここでは Mw が 7.1～7.3
の地震に関しては領域内にプレート境界に沿って長さ
40km，幅 40km の矩形の断層面を南北 9×東西 6 列並べ
て，そのいずれかで等確率で地震が発生すると仮定した．
また，Mw が 7.4～7.6 の地震に関しては領域内にプレート
境界に沿って長さ 60km，幅 60km の矩形の断層面を南北
7×東西 4 列並べて，そのいずれかで等確率で地震が発生





 長期評価 設定モデル 
30 年発生確率 90%程度 93% 
50 年発生確率 - 99% 













































ート境界に沿って長さ 50km，幅 50km の矩形の断層面を
南北 3×東西 5 列並べて，そのいずれかで等確率で地震
が発生すると仮定した．その位置を図 3.3.2-10 に示す． 
 
 
表 3.3.2-15 福島県沖のプレート間地震の諸元． 
 長期評価 設定モデル 
30 年発生確率 7%程度以下 7.2% 



















また Mw = Mj と仮定した． 
 
 












少なくなった 1940 年以降，2008 年 7 月 1 日に至る 68 年
間で，2008 年 5 月 8 日の地震とほぼ同じ位置を震源とし
て発生した M6.7 以上の地震は 1943 年，1961 年，1965
年，1982 年および 2008 年の 5 回である（表 3.3.2-16）．
このうち，1961 年と 1965 年は，それぞれの震源位置や
地震規模を考慮して 2 つで一つの固有地震として扱うこ
ととする．この結果，約 68 年間で 4 回の固有規模の地震
が発生しており，その平均発生間隔は 21.7 年となる．一
方，地震の規模については，1982 年，2008 年の地震が
7.0，また，1961 年と 1965 年を併せて一つの地震とみな
せば M7.0 程度となることから 7.0 を想定規模とする． 
断層面の位置については，震源インバージョン解析に
よる 1982 年の地震におけるすべり量分布（室谷ほか，


























（注）1961 年の地震は 1965 年の地震
に含めて固有地震として扱う． 
表 3.3.2-17 茨城県沖のプレート間地震の諸元． 
 長期評価 設定モデル 
30 年発生確率 - 96%（1 回：95%，2
回：1.1%） 
50 年発生確率 - ほぼ 100%（1 回：13%，2 回：85%，3 回：2.2%）
マグニチュード - Mw 7.0 
震源域 - 
2008 年 5 月 8 日に発
生した地震を踏まえ
て断層面を設定 
（注）地震発生確率は 2009 年 1 月からの値．設定モデル
の確率計算では，平均発生間隔=21.7 年，最新発生
時期=0.7 年前，ばらつきα=0.21（0.18～0.24 の中央








2003 年 3 月に「千島海溝沿いの地震活動の長期評価につ
いて」（地震調査委員会，2003a）が公表された．その後，
2003 年 9 月 26 日に十勝沖地震（M8.0），また 2004 年 11
月 29 日に釧路沖の地震（M 7.1）が発生したことを踏ま





























16.7%の確率（6 回に 1 回）で連動する」と仮定する．












































対象とする期間（30 年または 50 年）に両地震がともに
発生する場合に 16.7%の確率（6 回に 1 回）で連動する． 
 








者連動）の発生パターンは表 3.3.2-19 に示す 8 ケースと












表 3.3.2-18 十勝沖の地震・根室沖の地震の発生確率． 
地震 期間 長期評価 
設定モデル 
1 回発生 2 回発生 
十勝沖の地震 
30 年発生確率 0.2%～2% 0.62% ほぼ 0% 
50 年発生確率 20%程度 20% ほぼ 0% 
根室沖の地震 
30 年発生確率 40%程度 41% ほぼ 0% 
50 年発生確率 80%程度 77% 0.37% 
（注）地震発生確率は 2009 年 1 月からの値．設定モデルの確率計算では長期評価
結果に基づき，発生間隔が平均発生間隔=72.2 年，最新発生時期=5.3 年前（十
勝沖）または 35.5 年前（根室沖），ばらつきα=0.28（0.24～0.32 の中央の値）
の BPT 分布に従うと仮定した．10-3%未満の確率は「ほぼ 0%」とした． 
 
表 3.3.2-19 十勝沖の地震・根室沖の地震（連動して発生する場合を含む）の発生確率． 
 ケース 30 年確率 50 年確率 
(1) 「十勝沖」0 回 ＊ 「根室沖」0 回 58% 18% 
(2) 「十勝沖」0 回 ＊ 「根室沖」1 回単独 41% 61% 
(3) 「十勝沖」1 回単独 ＊ 「根室沖」0 回 0.37% 4.7% 
(4) 「十勝沖」1 回単独 ＊ 「根室沖」1 回単独 0.21% 13% 
(5) 「十勝沖」1 回・「根室沖」1 回 連動 0.043% 2.6% 
(6) 「十勝沖」0 回 ＊ 「根室沖」2 回単独 ほぼ 0% 0.30% 
(7) 「十勝沖」1 回単独 ＊ 「根室沖」2 回単独 ほぼ 0% 0.063% 
(8) 「十勝沖」1 回・「根室沖」2 回 うち 1 回連動 ほぼ 0% 0.012% 
 合 計 100% 100% 
（注）「十勝沖」：十勝沖の地震，「根室沖」：根室沖の地震．発生確率は 2009 年 1 月よりの値．10-3%
未満の確率は「ほぼ 0%」とした． 
 例えば，(4)の 50 年確率は，表 3.3.2-18 で十勝沖の地震が 50 年間に 1 回発生する確率（20%），






十勝沖の地震：単独 M8.1 前後 Mw 8.1 
根室沖の地震：単独 M7.9 程度 Mw 7.9 
両地震が連動して発生 M8.3 程度 Mw 8.3 






















表 3.3.2-21 色丹島沖の地震の諸元． 
 長期評価 設定モデル 
30 年発生確率 50%程度 49% 
50 年発生確率 80%程度 82%（1 回：81%，2 回：0.60%） 






（注）地震発生確率は 2009 年 1 月からの値．設定モデル
の確率計算では長期評価結果に基づき，発生間隔が
平均発生間隔=72.2 年，最新発生時期=39.4 年前，ば
らつきα=0.28（0.24～0.32 の中央の値）の BPT 分布
に従うと仮定した．期間 50 年については２回発生す
る場合も考慮する．また Mw = Mj と仮定した． 
 
 
表 3.3.2-22 択捉島沖の地震の諸元． 
 長期評価 設定モデル 
30 年発生確率 60%程度 59% 
50 年発生確率 80%～90% 86%（1 回：85%，2 回：1.0%） 






（注）地震発生確率は 2009 年 1 月からの値．設定モデル
の確率計算では長期評価結果に基づき，発生間隔が
平均発生間隔=72.2 年，最新発生時期=45.2 年前，ば
らつきα=0.28（0.24～0.32 の中央の値）の BPT 分布
に従うと仮定した．期間 50 年については２回発生す


























 長期評価 設定モデル 
30 年発生確率 80%程度 82% 
50 年発生確率 90%程度 94% 

















年（105 年間に 5 回）のポアソン過程を仮定した．




 長期評価 設定モデル 





















年（42 年間に 4 回）のポアソン過程を仮定した．ま































 長期評価 設定モデル 
30 年発生確率 30%程度 30% 
50 年発生確率 50%程度 45% 



















年（165.7 年間に 2 回）のポアソン過程を仮定した．




 長期評価 設定モデル 
30 年発生確率 70%程度 67% 
50 年発生確率 80%程度 84% 





















年（82 年間に 3 回）のポアソン過程を仮定した．ま
た Mw = Mj と仮定した． 
一方，やや深い地震については，1993 年釧路沖地震の Ide 





































のタ），山形県沖（図 3.3.2-21 のチ：1833 年庄内沖






























































では領域内に長さ 140km，幅 24km，傾斜角 45°，上端





表 3.3.2-27 北海道北西沖の地震の諸元． 
 長期評価 設定モデル 
30 年発生確率 0.006%～0.1% 0.046% 
50 年発生確率 0.01%～0.2% 0.082% 





































表 3.3.2-28 北海道西方沖の地震の諸元． 
 長期評価 設定モデル 
30 年発生確率 ほぼ 0% ほぼ 0% 
50 年発生確率 ほぼ 0% ほぼ 0% 






表 3.3.2-29 北海道南西沖の地震の諸元． 
 長期評価 設定モデル 
30 年発生確率 ほぼ 0% ほぼ 0% 
50 年発生確率 ほぼ 0% ほぼ 0% 






表 3.3.2-30 青森県西方沖の地震の諸元． 
 長期評価 設定モデル 
30 年発生確率 ほぼ 0% ほぼ 0% 
50 年発生確率 ほぼ 0% ほぼ 0% 





（注）表 3.3.2-28～表 3.3.2-30 に関して，いずれも地震
発生確率は 2009 年 1 月からの値．設定モデルの確率
計算では，平均発生間隔=2650 年（北海道西方沖の





～0.24 の中央の値）とし，発生間隔が BPT 分布に従
うと仮定した．10-3%未満の確率は「ほぼ 0%」とし










表 3.3.2-31 秋田県沖の地震の諸元． 
 長期評価 設定モデル 
30 年発生確率 3%程度以下 3.0% 
50 年発生確率 5%程度以下 4.9% 






















表 3.3.2-32 山形県沖の地震の諸元． 
 長期評価 設定モデル 
30 年発生確率 ほぼ 0% ほぼ 0% 
50 年発生確率 ほぼ 0% ほぼ 0% 





（注）地震発生確率は 2009 年 1 月からの値．設定モデル
の確率計算では，平均発生間隔=1000 年（長期評価
では 1000 年程度以上），最新発生時期=175.1 年前，
ばらつきα=0.21（0.17～0.24 の中央の値）とし，発
生間隔が BPT 分布に従うと仮定した．10-3%未満の










表 3.3.2-33 新潟県北部沖の地震の諸元． 
 長期評価 設定モデル 
30 年発生確率 ほぼ 0% ほぼ 0% 
50 年発生確率 ほぼ 0% ほぼ 0% 
マグニチュード M7.5 前後 Mw7.5 




（注）地震発生確率は 2009 年 1 月からの値．設定モデル
の確率計算では，平均発生間隔=1000 年（長期評価
では 1000 年程度以上），最新発生時期=44.5 年前，
ばらつきα=0.21（0.17～0.24 の中央の値）とし，発
生間隔が BPT 分布に従うと仮定した．10-3%未満の






では領域内に長さ 140km，幅 34km，傾斜角 30°，上端





表 3.3.2-34 佐渡島北方沖の地震の諸元． 
 長期評価 設定モデル 
30 年発生確率 3～6% 3.9% 
50 年発生確率 5～10% 6.4% 






































Mw 6.7：23.1% Mw 6.8：18.8% Mw 6.9：15.3% 
Mw 7.0：12.4% Mw 7.1：10.1% Mw 7.2：8.2% 






 長期評価 設定モデル 
30 年発生確率 40%程度 36% 
50 年発生確率 50%程度 53% 






















（400 年間に 6 回）のポアソン過程を仮定した．ま
















表 3.3.2-36 日向灘のプレート間地震の諸元． 
 長期評価 設定モデル 
30 年発生確率 10%程度 14% 
50 年発生確率 20%程度 22% 












年（400 年間に 2 回）のポアソン過程を仮定した．














 長期評価 設定モデル 
30 年発生確率 70%～80% 73% 
50 年発生確率 80%～90% 89% 












（80 年間に 3～4 回）のポアソン過程を仮定した．








す．また，設定した断層面の位置を図 3.3.2-28 に示す． 
 
 
表 3.3.2-38 与那国島周辺の地震の諸元． 
 長期評価 設定モデル 
30 年発生確率 30%程度 26% 
50 年発生確率 40%程度 39% 















年（100 年間に 1 回）のポアソン過程を仮定した．



































震（1923.9）の間隔に基づいて 219.7 年とした． 
 
 
表 3.3.2-39 大正型関東地震の諸元． 
 長期評価 設定モデル 
30 年発生確率 ほぼ 0%～1% 0.12% 
50 年発生確率 ほぼ 0%～6% 1.3% 














図 3.3.2-29 大正型関東地震の断層面． 
 3-48 


















断層面の長さと幅は Mw が 6.7～6.9 の地震に関しては
長さ 25km×幅 25km，Mw が 7.0～7.2 の地震に関しては長




Mw 6.7：26.3%  Mw 6.8：21.4%  Mw 6.9：17.4%  
Mw 7.0：14.1%  Mw 7.1：11.5%  Mw 7.2：9.3%  
 
 
表 3.3.2-40 その他の南関東で発生する M7 程度の地震
の諸元． 
 長期評価 設定モデル 
30 年発生確率 70%程度 72% 
50 年発生確率 90%程度 88% 




















年（119 年間に 5 回）のポアソン過程を仮定した．








































































図 3.3.2-31 その他の南関東で発生する M7 程度の地震
の断層面（その 3）． 
 3-51 
















- 周辺 5km 以内に他の活断層線のない孤立した長
さ 10km 以上の断層 
- 互いの相互間隔が 5km 以内であるほぼ同じ走向
の断層群 




- 起震断層の端に，確実度Ⅲの断層が 5km 以短で
続く場合には，これを起震断層の長さに含める． 
- 起震断層の途中に，確実度Ⅲの断層が 5km 以短
で含まれて確実度Ⅱ以上の断層線をつなぐ場合
には，これを起震断層の長さに含める． 
























R = D / S * 1000  (3.3.3-1) 
で求められるが，M（マグニチュード）と D，及び M と
断層長さ L（km）との以下の関係（松田, 1975） 
log L = 0.6 M - 2.9  (3.3.3-2) 
log D = 0.6 M - 4.0 (3.3.3-3) 
を用いて以下のように長さと平均変位速度から推定した． 












A 級 ：1 mm/y （A 級の下限値） 
A-B 級：0.5 mm/y （A 級の半値） 
B 級 ：0.25 mm/y （奥村・石川, 1998） 
B-C 級：0.1 mm/y （B 級と C 級の境界値） 
C 級 ：0.047 mm/y （奥村・石川, 1998） 
なお，活動度が不明の場合には C 級未満と考え，上記 C
級の平均変位速度の半分として，0.024 mm/y を仮定する．
また，活動度が B 級未満，C 級未満と表記されている場
合には，それぞれ B-C 級および C 級未満の平均変位速度












藤, 1997）を参考に 3km と設定する．幅については，断
層長さ 15km までは長さに同じとしている．それ以上の
長さの活断層に対しては，地震発生層を深さ 3～18km と









断層帯に重ねた地図を図 3.3.3-1 に示す．断層数は 175 で
ある．宇部沖断層群（周防灘断層群）のうち，断層長さ


















30001 羅臼岳断層帯 12km 6.6 1000 年 A 級 3.0% 4.9% 
30002 斜里岳東断層帯 13km 6.7 1500 年 0.7mm/y 2.0% 3.3% 
30003 網走湖断層帯 15km 6.8 4800 年 B 級 0.62% 1.0% 
30004 常呂川東岸断層 10km 6.5 3200 年 B 級 0.93% 1.6% 
30005 問寒別断層帯 20km 7.0 12200 年 0.13mm/y 0.25% 0.41% 
30006 幌延断層帯 22km 7.1 3500 年 0.5mm/y 0.85% 1.4% 
30007 サロベツ撓曲帯 39km 7.5 15500 年 0.2mm/y 0.19% 0.32% 
30008 ポンニタシベツ断層 11km 6.6 3500 年 B 級 0.85% 1.4% 
30009 三ツ石－浦河断層帯 12km 6.6 3800 年 B 級 0.79% 1.3% 
30010 軽舞断層(石狩残部） 14km 6.7 23700 年 C 級 0.13% 0.21% 
30011 野幌丘陵断層帯 20km 7.0 7900 年 0.2mm/y 0.38% 0.63% 
30012 尻別川断層帯 25km 7.2 7900 年 0.25mm/y 0.38% 0.63% 
30013 八雲断層帯 10km 6.5 800 年 1mm/y 3.7% 6.1% 
30014 野辺地断層帯 20km 注 4) 7.0 6400 年 B 級 0.47% 0.78% 
30015 津軽山地西縁断層帯北部北方延長 
（津軽山地西縁断層帯北部・中部残） 15km 6.8 49600 年 ？(C 級未満) 0.060% 0.10% 
30016 岩木山南麓断層帯 11km 6.6 3500 年 B 級 0.85% 1.4% 
30017 花輪盆地断層帯 17km 6.9 4500 年 0.3mm/y 0.66% 1.1% 
30018 滝沢鵜飼西断層（北上残部） 17km 6.9 28700 年 C 級 0.10% 0.17% 
30019 田沢湖断層帯 10km 6.5 2000 年 0.4mm/y 1.5% 2.5% 
30020 北口断層帯 16km 6.8 5100 年 B 級 0.59% 0.98% 
30021 横手盆地西南断層帯 21km 7.0 35500 年 C 級 0.084% 0.14% 
30022 鳥田目断層帯 24km 注 4) 7.1 7600 年 B 級 0.39% 0.66% 
30023 釜ヶ台断層帯 11km 6.6 3500 年 B 級 0.85% 1.4% 
30024 象潟断層帯 10km 6.5 800 年 1mm/y 3.7% 6.1% 
30025 旭山撓曲帯 23km 7.1 36500 年 0.05mm/y 0.082% 0.14% 
30026 愛島推定断層 11km 6.6 36400 年 ？(C 級未満) 0.082% 0.14% 
30027 作並－屋敷平断層帯 10km 6.5 26500 年 0.03mm/y 0.11% 0.19% 
30028 遠刈田断層帯 11km 6.6 2900 年 0.3mm/y 1.0% 1.7% 
30029 尾花沢断層帯 14km 6.7 2200 年 0.5mm/y 1.4% 2.2% 
30030 鮭川断層 
（新庄盆地西縁断層帯残部） 23km 7.1 3700 年 0.5mm/y 0.81% 1.3% 
30031 小樽川断層帯 10km 6.5 3200 年 B 級 0.93% 1.6% 
30032 双葉断層南部（原町市大原以南） 
（双葉断層南部 C 級残） 48km 7.6 120000 年 （注 5） 0.025% 0.042% 
30033 大阪－足沢断層帯 16km 6.8 12700 年 B-C 級 0.24% 0.39% 
30034 二ツ箭断層 10km 6.5 3200 年 B 級 0.93% 1.6% 
30035 三郡森断層帯 18km 6.9 5700 年 B 級 0.52% 0.87% 
30036 湯ノ岳断層 12km 6.6 3800 年 B 級 0.79% 1.3% 
30037 井戸沢断層 19km 7.0 62900 年 ？(C 級未満) 0.048% 0.079% 
30038 高萩付近推定 17km 6.9 56300 年 ？(C 級未満) 0.053% 0.089% 
30039 棚倉破砕帯西縁断層 20km 7.0 66200 年 ？(C 級未満) 0.045% 0.076% 
30040 安達太良山東麓断層帯 15km 6.8 2400 年 0.5mm/y 1.2% 2.1% 
30041 川桁山断層帯 15km 6.8 11900 年 0.1mm/y 0.25% 0.42% 
30042 白河西方断層帯 18km 6.9 59600 年 ？(C 級未満) 0.050% 0.084% 
30043 檜枝岐西断層 15km 6.8 25400 年 C 級 0.12% 0.20% 
30044 虚空蔵山東方断層 11km 6.6 3500 年 B 級 0.85% 1.4% 
 3-53 











30045 羽津断層帯 14km 6.7 3200 年 0.35mm/y 0.93% 1.6% 
30046 沼越峠断層 16km 6.8 5100 年 B 級 0.59% 0.98% 
30047 吉野屋断層 12km 6.6 4800 年 0.2mm/y 0.62% 1.0% 
30048 悠久山断層帯 22km 7.1 5800 年 0.3mm/y 0.52% 0.86% 
30049 常楽寺断層 11km 6.6 3500 年 B 級 0.85% 1.4% 
30050 大佐渡西岸断層帯 14km 6.7 11100 年 0.1mm/y 0.27% 0.45% 
30051 国中平野南断層 10km 6.5 1600 年 0.5mm/y 1.9% 3.1% 
30052 六日町断層帯 24km 7.1 3800 年 0.5mm/y 0.79% 1.3% 
30053 平滝-伏野峠断層 10km 6.5 3200 年 B 級 0.93% 1.6% 
30054 高田平野東縁断層帯 14km 6.7 800 年 1.4mm/y 3.7% 6.1% 
30055 高田平野西縁断層帯 15km 6.8 11900 年 0.1mm/y 0.25% 0.42% 
30056 戸隠山断層 11km 6.6 3500 年 B 級 0.85% 1.4% 
30057 常念岳東断層帯 28km 7.2 22200 年 B-C 級 0.14% 0.22% 
30058 黒菱山断層帯 28km 7.2 2200 年 1mm/y 1.4% 2.2% 
30059 早乙女岳断層 16km 6.8 12700 年 B-C 級 0.24% 0.39% 
30060 能都断層帯 18km 6.9 5700 年 B 級 0.52% 0.87% 
30061 霧ヶ峰断層帯 20km 7.0 1600 年 A 級 1.9% 3.1% 
30062 鴨川低地断層帯北断層 15km 6.8 10000 年 （注 5） 0.30% 0.50% 
30063 越生断層 13km 6.7 22000 年 C 級 0.14% 0.23% 
30064 鶴川断層 28km 注 4) 7.2 47300 年 C 級 0.063% 0.11% 
30065 扇山断層 21km 7.0 16700 年 B-C 級 0.18% 0.30% 
30066 玄倉－塩沢断層帯 16km 6.8 5100 年 B 級 0.59% 0.98% 
30067 秦野断層帯 13km 6.7 700 年 1.5mm/y 4.2% 6.9% 
30068 甲府盆地南縁断層帯 38km 7.5 3000 年 1mm/y 1.0% 1.7% 
30069 丹那断層帯南端群 14km 6.7 5600 年 0.2mm/y 0.53% 0.89% 
30070 達磨山断層帯 11km 6.6 2900 年 0.3mm/y 1.0% 1.7% 
30071 石廊崎断層 14km 6.7 2200 年 0.5mm/y 0%注 6) 0%注 6) 
30072 日本平断層帯 12km 6.6 4800 年 0.2mm/y 0.62% 1.0% 
30073 畑薙山断層 13km 6.7 22000 年 C 級 0.14% 0.23% 
30074 中央構造線赤石山地西縁断層帯 52km 注 4) 7.7 16500 年 B 級 0.18% 0.30% 
30075 下伊那竜東断層帯 27km 7.2 8600 年 B 級 0.35% 0.58% 
30076 平岡断層 20km 7.0 15900 年 B-C 級 0.19% 0.31% 
30077 新野断層 13km 6.7 10300 年 B-C 級 0.29% 0.48% 
30078 鈴ヶ沢断層 10km 6.5 3200 年 B 級 0.93% 1.6% 
30079 白巣峠断層帯 10km 6.5 1600 年 A-B 級 1.9% 3.1% 
30080 若栃峠断層 14km 6.7 4400 年 B 級 0.68% 1.1% 
30081 久野川断層 15km 6.8 4800 年 B 級 0.62% 1.0% 
30082 古川断層帯(戸市川断層) 16km 6.8 27000 年 C 級 0.11% 0.19% 
30083 口有道－山之口断層 20km 7.0 33800 年 C 級 0.089% 0.15% 
30084 屏風山断層南西部 
（屏風山断層南西部残り） 16km 6.8 80000 年 （注 5） 0.037% 0.062% 
30085 笠原断層 16km 6.8 12700 年 B-C 級 0.24% 0.39% 
30086 華立断層 10km 6.5 7900 年 [B]級 0.38% 0.63% 
30087 深溝断層帯 11km 6.6 3500 年 0.25mm/y 0%注 6) 0%注 6) 
30088 名古屋市付近断層 11km 6.6 8700 年 0.1mm/y 0.34% 0.57% 
30089 天白河口断層 13km 6.7 150000 年 （注 5） 0.020% 0.033% 
30090 眉丈山断層帯 17km 6.9 5400 年 0.25mm/y 0.55% 0.92% 
30091 谷汲木知原断層 15km 6.8 2000 年 0.6mm/y 1.5% 2.5% 
30092 池田山断層 16km 6.8 5100 年 0.25mm/y 0.59% 0.98% 
30093 津島断層帯 31km 7.3 9800 年 B 級 0.31% 0.51% 
30094 鈴鹿沖断層 13km 6.7 4100 年 B 級 0.73% 1.20% 
30095 養老山地西縁断層帯 19km 注 4) 7.0 6000 年 B 級 0.50% 0.83% 
30096 宝慶寺断層 17km 6.9 13500 年 B-C 級 0.22% 0.37% 
30097 金草岳断層帯 10km 6.5 2600 年 0.3mm/y 1.1% 1.9% 
30098 奥川並断層 13km 6.7 10300 年 B-C 級 0.29% 0.48% 
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30099 更毛断層 12km 6.6 9500 年 B-C 級 0.32% 0.52% 
30100 宝泉寺断層帯 17km 6.9 13500 年 B-C 級 0.22% 0.37% 
30101 美浜湾沖断層 21km 7.0 69500 年 ？(C 級未満) 0.043% 0.072% 
30102 耳川断層帯 11km 6.6 3500 年 B 級 0.85% 1.4% 
30103 琵琶湖東岸湖底断層 12km 6.6 3800 年 B 級 0.79% 1.3% 
30104 熊川断層帯 11km 6.6 8700 年 0.1mm/y 0.34% 0.57% 
30105 琵琶湖南部湖底断層 14km 6.7 4400 年 B 級 0.68% 1.1% 
30106 大鳥居断層帯 24km 7.1 40600 年 C 級 0.074% 0.12% 
30107 鈴鹿坂下断層帯 15km 6.8 7900 年 0.15mm/y 0.38% 0.63% 
30108 経ヶ峯南断層 10km 6.5 3200 年 B 級 0.93% 1.6% 
30109 中央構造線多気 20km 7.0 33800 年 C 級 0.089% 0.15% 
30110 家城断層帯 16km 6.8 27000 年 C 級 0.11% 0.19% 
30111 名張断層帯 29km 注 4) 7.3 49000 年 C 級 0.061% 0.10% 
30112 信楽断層帯 16km 6.8 5100 年 0.25mm/y 0.59% 0.98% 
30113 和束谷断層 14km 6.7 4400 年 B 級 0.68% 1.1% 
30114 田原断層 10km 6.5 16900 年 C 級 0.18% 0.30% 
30115 あやめ池撓曲帯 15km 6.8 4000 年 0.3mm/y 0.75% 1.2% 
30116 京阪奈丘陵撓曲帯 24km 7.1 7600 年 B 級 0.39% 0.66% 
30117 羽曳野断層帯 15km 6.8 4800 年 B 級 0.62% 1.0% 
30118 和泉北麓断層帯 16km 6.8 27000 年 C 級 0.11% 0.19% 
30119 中央構造線五条 36km 7.4 60800 年 [C]級 0.049% 0.082% 
30120 埴生断層 16km 6.8 5100 年 0.25mm/y 0.59% 0.98% 
30121 中山断層帯 11km 6.6 29100 年 0.03mm/y 0.10% 0.17% 
30122 三岳山断層 10km 6.5 33100 年 ？(C 級未満) 0.091% 0.15% 
30123 御所谷断層帯 29km 7.3 9200 年 B 級 0.33% 0.54% 
30124 高塚山断層 12km 6.6 3800 年 B 級 0.79% 1.3% 
30125 志筑断層帯 10km 6.5 7900 年 B-C 級 0.38% 0.63% 
30126 飯山寺断層帯 14km 6.7 23700 年 C 級 0.13% 0.21% 
30127 養父断層帯 21km 注 4) 7.0 6700 年 B 級 0.45% 0.74% 
30128 明延北方断層 12km 6.6 20300 年 C 級 0.15% 0.25% 
30129 引原断層 10km 6.5 16900 年 C 級 0.18% 0.30% 
30130 雨滝－釜戸断層 15km 6.8 49600 年 ？(C 級未満) 0.060% 0.10% 
30131 岩坪断層帯（鹿野断層） 13km 6.7 34400 年 0.03mm/y 0%注 6) 0%注 6) 
30132 岩坪断層帯（岩坪断層） 8km 6.3 21200 年 0.03mm/y 0.14% 0.24% 
30133 鹿島断層帯 18km 6.9 14300 年 0.1mm/y 0.21% 0.35% 
30134 芳井断層 11km 6.6 1500 年 0.6mm/y 2.0% 3.3% 
30135 福山断層帯 11km 6.6 36400 年 C 級未満 0.082% 0.14% 
30136 御調断層 10km 6.5 33100 年 ？(C 級未満) 0.091% 0.15% 
30137 庄原断層 10km 6.5 16900 年 C 級 0.18% 0.30% 
30138 三次断層帯 11km 6.6 18600 年 C 級 0.16% 0.27% 
30139 上根断層 15km 6.8 4800 年 B 級 0.62% 1.0% 
30140 筒賀断層帯 16km 6.8 12700 年 0.1mm/y 0.24% 0.39% 
30141 弥栄断層帯 47km 7.6 124400 年 0.03mm/y 0.024% 0.040% 
30142 大原湖断層 16km 6.8 2500 年 0.5mm/y 1.2% 2.0% 
30143 渋木断層 16km 6.8 53000 年 ？(C 級未満) 0.057% 0.094% 
30144 徳島平野南縁断層帯 13km 6.7 4100 年 B 級 0.73% 1.2% 
30145 鮎喰川断層帯 28km 注 4) 7.2 92700 年 ？(C 級未満) 0.032% 0.054% 
30146 江畑断層帯 22km 7.1 72800 年 C 級未満 0.041% 0.069% 
30147 高縄山北断層 15km 6.8 49600 年 ？(C 級未満) 0.060% 0.10% 
30148 綱付森断層 11km 6.6 3500 年 B 級 0.85% 1.4% 
30149 安田断層 23km 7.1 76100 年 ？(C 級未満) 0.039% 0.066% 
30150 行当岬断層 17km 6.9 5400 年 B 級 0.55% 0.92% 
30151 高知吾川 22km 7.1 17500 年 0.1mm/y 0.17% 0.29% 
30152 宿毛－中村断層帯 26km 7.2 86100 年 ？(C 級未満) 0.035% 0.058% 
30153 土佐清水北断層帯 10km 6.5 33100 年 ？(C 級未満) 0.091% 0.15% 
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30154 小倉東断層帯 12km 6.6 31800 年 0.03mm/y 0.094% 0.16% 
30155 福智山断層帯 29km 7.3 23000 年 0.1mm/y 0.13% 0.22% 
30156 警固断層帯 19km 7.0 15100 年 0.1mm/y 0.20% 0.33% 
30157 佐賀関断層 12km 6.6 20300 年 C 級 0.15% 0.25% 
30158 福良木断層 10km 6.5 33100 年 ？(C 級未満) 0.091% 0.15% 
30159 多良岳南西麓断層帯 
（多々良岳南西麓断層帯） 15km 6.8 25400 年 C 級 0.12% 0.20% 
30160 阿蘇外輪南麓断層群 15km 6.8 29800 年 0.04mm/y 0.10% 0.17% 
30161 緑川断層帯 26km 注 4) 7.2 8300 年 B 級 0.36% 0.60% 
30162 鶴木場断層帯 11km 6.6 36400 年 ？(C 級未満) 0.082% 0.14% 
30163 国見岳断層帯 13km 6.7 43000 年 ？(C 級未満) 0.070% 0.12% 
30164 川南－征矢原断層 14km 6.7 4400 年 B 級 0.68% 1.1% 
30165 人吉盆地断層帯 22km 7.1 8700 年 0.2mm/y 0.34% 0.57% 
30166 水俣断層帯 10km 6.5 16900 年 C 級 0.18% 0.30% 
30167 長島断層群 15km 6.8 25400 年 C 級 0.12% 0.20% 
30168 鹿児島湾東縁断層帯 17km 6.9 5400 年 B 級 0.55% 0.92% 
30169 鹿児島湾西縁断層帯 15km 6.8 49600 年 ？(C 級未満) 0.060% 0.10% 
30170 市木断層帯 23km 7.1 76100 年 ？(C 級未満) 0.039% 0.066% 
30171 池田湖西断層帯 10km 6.5 800 年 A 級 3.7% 6.1% 
30172 種子島北部断層 14km 6.7 5600 年 0.2mm/y 0.53% 0.89% 
30173 屋久島南岸断層帯 18km 6.9 4800 年 0.3mm/y 0.62% 1.0% 
30174 喜界島断層帯 14km 6.7 1100 年 A 級 2.7% 4.4% 
30175 沖永良部島断層帯 13km 6.7 4100 年 B 級 0.73% 1.2% 
30176 金武湾西岸断層帯 11km 6.6 3500 年 B 級 0.85% 1.4% 
30177 宮古島断層帯 29km 7.3 9200 年 B 級 0.33% 0.54% 
30178 与那国島断層帯 11km 6.6 3500 年 B 級 0.85% 1.4% 
30179 能登半島地震断層注 7) － 6.9 － － 0%注 6) 0%注 6) 
30180 宇部東部断層－下郷断層 12km 6.6 39700 年 ？(C 級未満) 0.076% 0.13% 
30181 宇部南東沖断層帯 16km 6.8 53000 年 ？(C 級未満) 0.057% 0.094% 
30182 姫島北西沖断層帯 18km 6.9 59600 年 ？(C 級未満) 0.050% 0.084% 
注 1） モデル化した断層名は，両データベースのいずれかに掲載されている名称がある場合にはその名称をつけてい
るが，適当な名称がなく暫定的に地名をつけているものもある．赤字は 2008 年起点と比べて変更となったもの，
青字は 2008 年より名称を変更したもの（2008 年版までの名称はカッコ内の黒字）を示す． 
注 2） 断層長さは両端の座標より算定した値を示している． 
注 3）活断層の活動間隔算出根拠において，「○級」とあるものは「新編日本の活断層」に記載された活動度から求め
た平均変位速度に基づいて活動間隔を算出している．「○mm/y」とあるものは「活断層詳細デジタルマップ」






注 5）双葉断層南部（原町市大原以南）（30032）は，第四紀後期の約 12 万年間に変位がなかったとされていることか




とされていることから（名古屋市, 1999），平均活動間隔を 15 万年とした． 
注 6） 次の活断層については最近活動したことがわかっており，近い将来に地震が発生する可能性は低いと考えられ
るため，地震発生確率は 30 年，50 年ともに 0％とした． 
石廊崎断層（30071）： 1974 年伊豆半島沖地震 
深溝断層帯（30087）： 1945 年三河地震 
岩坪断層帯（鹿野断層）（30131）： 1943 年鳥取地震 
能登半島地震断層（30179）： 2007 年能登半島地震 








































































































































③ 使用する気象庁震源データの期間を 1 年延長して
2007 年末までにした． 























a) 宇津カタログ（宇津, 1982; 宇津, 1985）のうち 1885
年から 1925 年のマグニチュード 6.0 以上の地震と，
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平成 20 年に刊行された気象庁地震火山月報（カタ













 余震は，マグニチュード 6.0 以上の地震の発生後 90 日
以内に，震央を中心とする次式（建設省土木研究所 , 
1983）で表される面積 A (km2) の円内で発生した地震を
余震とみなし，機械的に除去する． 


























































さが 40km より深いものを対象とする． 
 
2) 地域区分 





Kosuga et al. (1996)，勝俣・他（2002）に示されているプ




るように設定されており，領域番号 12 と 13 を分ける境













った 1940 年以降のマグニチュード 5.0 以上の地震を用い
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る．さらに，房総半島沖以南では，観測網の検知能力を







 図 3.3.4.3-3 に 1926 年以降のマグニチュード 5.0 以上の
地震の震央分布を，図 3.3.4.3-4 に 1983 年以降のマグニ
チュード 4.0 以上の地震の震央分布をそれぞれ示す．ま





































層の面積  S(km2) は宇津・関（1955）の式の係数を丸め
た 
log S = M-4.0              (3.3.4.3-1) 
を満足するようにマグニチュードに応じて設定する． 
 
7) モーメントマグニチュード Mw への変換 












































































  図 3.3.4.3-5 中地震カタログに基づく地震の規模別累積頻度（その 2）． 
 
 







1983 以降の M5 以
上のデータを使用








図 3.3.4.3-6 小地震カタログに基づく地震の規模別累積頻度（その 2）． 
 
1983 以降の M5 以
上のデータを使用




























表 3.3.4.3-1 領域ごとに設定した最大マグニチュードと根拠． 
番号 最大 M 根拠 備考 
1 プレート間 6.9 1968.01.29 他 M7.1 程度の地震が一回り小さい海溝型地震として
別途考慮されている． 
プレート内 7.4 1935.09.11(h=90km) プレート内の最大 M は No.1, 2, 10 で共通に設定． 
1937.2.21(M7.6)は浅い地震と判断． 
2 プレート間 6.9 1961.11.25 他 M7.1 程度の地震が一回り小さい海溝型地震として
別途考慮されている． 




7.0 1928.5.27 プレート間では M7.1～7.6 の地震が固有地震以外の
海溝型地震として考慮されている． 
最大 M はプレート間とプレート内で共通に設定． 









7.0 1901.6.15 海溝型地震はなし． 




7.5 1915.11.1 M7.7 前後の地震が海溝型地震として別途考慮され
ている． 




7.2 1898.4.23 M7.3 程度～7.5 の宮城県沖地震が海溝型地震として
別途考慮されている． 




7.1 1905.7.7 M7.4 前後の地震が海溝型地震として別途考慮され
ている． 
最大 M はプレート間とプレート内で共通に設定． 
9 プレート間 7.3 1896.1.9 M6.8 程度の地震（評価対象は 6.7～7.0）が海溝型地
震として別途評価されているが，2008.5.8 の M7.0 の
地震を含めて再評価の可能性有． 
プレート内 7.3 （同上） プレート間と共通に設定． 
10 プレート間 －  （全てプレート内地震と仮定） 
プレート内 7.4 1935.09.11(h=90km) 最大 M は No.1, 2, 10 で共通に設定． 
11 プレート間 －  （全てプレート内地震と仮定） 
プレート内 7.1 2003.5.26 宮城県沖  
12 プレート間 6.6 長期評価未満 M6.7～7.2 程度の地震が海溝型地震として別途考慮
されている． 
プレート内 7.2  海溝型地震である「M7 程度の地震」の対象外であ
ることに配慮 
13 プレート間 －  （全てプレート内地震と仮定） 





7.0 1916.9.15 プレート間とプレート内で共通に設定 
15 プレート間 －  （全てプレート内地震と仮定） 








17 プレート間 －  （全てプレート内地震と仮定） 




























図 3.3.4.3-10 太平洋プレートの地震の発生頻度（0.1 度四方あたり，M5.0 以上）． 
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 (b) プレート間 (c) プレート内 
 

















































































 図 3.3.4.4-3 に，1926 年以降のマグニチュード 5.0 以上
の地震の震央分布を，図 3.3.4.4-4 に 1983 年以降のマグ
ニチュード 4.0 以上の地震の震央分布をそれぞれ示す．































7) モーメントマグニチュード Mw への変換 




















     
      2009 年版        2008 年版以前 
 
図 3.3.4.4-2 地域区分の変更箇所（図中の数値は当該領域の震源断層を予め特定しにくい地震の最大マグニチュード）． 































































図 3.3.4.4-7 フィリピン海プレートの震源断層を予め特定しにくい地震の最大マグニチュード． 
 
 
表 3.3.4.4-1 地域区分ごとの最大マグニチュード． 
番号 最大 M 根拠 備考 
1 プレート内 7.4 2004.09.05 紀伊半島南東沖  
 
2 




プレート内 7.2 1769.08.29 長期評価の記載に基づき設定． 
 
3 プレート内 6.6 1968.08.06 愛媛県西方沖 海溝型地震として M6.7 以上の地震が別途考慮され
ている． 
4 プレート内 8.0 1911.06.15 奄美大島近海 震央位置は，当該領域の長期評価の記載から
Gutenberg and Richter のカタログの位置を採用． 
5 プレート間 6.6 （長期評価未満） 海溝型地震として M6.7 以上の地震が別途考慮され
ている． 
プレート内 6.6 （長期評価未満） 海溝型地震として M6.7 以上の地震が別途考慮され
ている． 




























    
 (b) プレート間地震 (c) プレート内地震  
 



































1940 年以降のマグニチュード 5.0 以上の地震を用いる．
また，北海道の東部から北方四島にかけての領域では，
観測網の検知能力を勘案し，中地震カタログとして 1960
年以降のマグニチュード 5.0 以上の地震を用いる． 






 図 3.3.4.5-3 に，1926 年以降のマグニチュード 5.0 以上
の地震の震央分布を，図 3.3.4.5-4 に 1983 年以降のマグ
ニチュード 3.0 以上の地震の震央分布をそれぞれ示す．








については Mj =6.8 を，海域については Mj =7.0 をそれぞ
れ下限値とする．領域ごとに設定した最大マグニチュー












6) モーメントマグニチュード Mw への変換 
 モーメントマグニチュード Mw は，武村（1990）に基
づき，Mj から次式で変換する． 
Mw =0.78 Mj +1.08            (3.3.4.5-1) 
 
7) 地震発生頻度の分布 
 図 3.3.4.5-8 に，陸域で発生する地震のうち活断層が特
定されていない場所で発生する地震の発生頻度（0.1 度





































































































M=7.0（1649 川越, 1782 小田原）
M=7.2（1751 高田） 
M=6.8（6.8 以上なし） 
M=7.0（7.0 以上なし） M=6.8（6.8 以上なし）
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表 3.3.4.5-1 領域ごとの最大マグニチュード． 
番号 最大 M 根拠 備考 
1 6.8 （最大 M の下限値）  
2 6.8 （最大 M の下限値）  
3 6.8 （最大 M の下限値）  
4 6.8 （最大 M の下限値）  
5 6.8 （最大 M の下限値）  
6 6.8 （最大 M の下限値）  
7 6.8 （最大 M の下限値） 1772.6.3(M6.7)と 1858.7.8(M7.3)は太平洋プレートの
地震と判断． 
8 7.2 2008.06.14 岩手・宮城内陸 1766 津軽地震(M7.3)，1896 陸羽地震(M7.2)は活断層
と対応． 





10 7.2 1751.05.21 高田 1847 善光寺地震(M7.4)は活断層と対応． 
11 6.8 1729.08.01 能登・佐渡  
12 7.0 1961.08.19 北美濃地震 1891 濃尾地震(M8.0)，1858 飛越地震(M7.1)，1948 福
井地震(M7.1)はいずれも活断層と対応． 





14 6.9 1963.03.27 越前岬沖 1927 北丹後地震(M7.3)，1943 鳥取地震(M7.2)はいず
れも活断層と対応． 
15 7.3 2000.10.06 鳥取県西部地震 1649(M7.0)，1686(M7.2)，1857(M7.3)はフィリピン海
プレートの地震と考えられるため除外． 
16 7.0 1700.04.15 壱岐・対馬 2005 年福岡県西方沖(M7.0)は警固断層帯北西部と対
応． 
17 6.8 （最大 M の下限値）  
18 7.0 1789.05.11 阿波 1854 伊予西部(M7.4)はフィリピン海プレートの地震
と考えられるため対象外とした． 
19 6.8 （最大 M の下限値） 1769 年の M7.7 の地震は津波が発生しており，フィ
リピン海プレートの地震と判断． 
20 7.1 1914.01.12 桜島 火山性地震の可能性も指摘されているが最大マグニ
チュード設定に考慮． 
21 6.9 1922.12.08 千々石湾 1596 慶長豊後(M7.5)は活断層と対応． 
22 7.0 （海域の最大 M の下限値）  
23 7.1 1872.03.14 浜田地震  





















 図 3.3.4.6-1 に，浦河沖の震源断層を予め特定しにくい
地震の概念図を，また図 3.3.4.6-2 には地域区分を示す．

















ード 3.0 以上の地震のデータとする．図 3.3.4.6-3 に，こ
れらの震央分布を示す． 
 中地震カタログおよび小地震カタログに基づいて算定
された地震の規模別累積発生頻度を図 3.3.4.6-4 に示す． 
 
3) 最大マグニチュード 















5) モーメントマグニチュード Mw への変換 







 図 3.3.4.6-5 に，浦河沖の地震の発生頻度（0.1 度×0.1

















    
 (a) 1926 年以降の M≧5.0 の地震 (b) 1983 年以降の M≧3.0 の地震 
 
図 3.3.4.6-3 浦河沖の震源断層を予め特定しにくい地震の地域区分内の震央分布． 
中地震：1926 年以降の M5 以上








































 図 3.3.4.7-2 に 1926 年以降のマグニチュード 5.0 以上の


















結果を与える深さが 3km の点震源とする． 
 
6) モーメントマグニチュード Mw への変換 
 モーメントマグニチュード Mw は，Mj と同じとする．
この部分は，陸域地殻内の震源断層を予め特定しにくい
地震と取扱いが異なっているが，これは，日本海中部地








 図 3.3.4.7-5 に，日本海東縁部における震源断層を予め














標準カタログを使用．震源深さ 40km 以浅の地震を対象． 
最大マグニチュードは 7.3 












図 3.3.4.7-3 1983 年以降の M≧3.0 の地震の震央分布図． 
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 北側の 2 つの領域については，中地震と小地震（最小
マグニチュードは 3.0）のカタログを併用する．ただし，
中地震カタログの期間は大正関東地震の影響が少なくな
った 1940 年以降のマグニチュード 5.0 以上の地震を用い
る．また，一番南側の領域 3 では観測網の検知能力を勘





 図 3.3.4.8-3 に，1926 年以降のマグニチュード 5.0 以上

















深さ 3km の点震源とする． 
 












 図 3.3.4.8-6 に，伊豆諸島以南の震源断層を予め特定し
にくい地震の発生頻度（0.1 度×0.1 度の領域で 1 年間に
マグニチュード 5.0 以上の地震が発生する頻度）の分布





















































表 3.3.4.8-1 領域ごとに設定した最大マグニチュード． 
番号 最大 M 根拠 備考 
1 7.0 1978.1.14 伊豆大島近海地震  
2 7.0 （最大 M の下限値）  






































































マグニチュードを 7.7 とする． 




















 南西諸島周辺の浅発地震の断層面は，深さ 30km を断
層面の中心として，地震規模に応じた拡がりを有する円
形の断層面を仮定し，走向はこの領域における海溝軸を
参考に N45E，傾斜角は北西傾斜 45 度とする．これは，
最大マグニチュード 7.7 の場合でも地表には突き抜けな
い条件となっている． 
 与那国島周辺の地震の断層面は，深さ 40km を断層面
の中心として，地震規模に応じた拡がりを有する円形の
断層面を仮定し，走向はこの領域における海溝軸を参考
に N90E，傾斜角は北傾斜 45 度とする． 
 上記のいずれの場合も，円形断層の面積  S(km2) は宇
津・関（1955）の式の係数を丸めた 
log S = M-4.0              (3.3.4.9-1) 
を満足するようにマグニチュードに応じて設定する． 
6) モーメントマグニチュード Mw への変換 






 図 3.3.4.9-5 に，南西諸島周辺の地震の発生頻度（0.1
度×0.1 度の領域で 1 年間にマグニチュード 5.0 以上の地
震が発生する頻度）の分布を示す．これは，1983 年以降
のマグニチュード 5.0 以上の地震に基づく 1)地域区分す





















 （深さ 60km 以浅が対象） 
最大 M＝7.7 
 1938.6.10 宮古島北北西沖 
与那国島周辺の地震 
 （深さ 100km 以浅が対象）
最大 M＝7.3 
 2001.12.18 石垣島付近 
2 領域とも 1983 年以降のマグニチュ








図 3.3.4.9-3 南西諸島付近の震源断層を予め特定しにくい地震に該当する地震の震央分布（1983 年以降の気象庁カタ











表 3.3.4.9-1 領域ごとに設定した最大マグニチュード． 
番号 最大 M 根 拠 備 考 
1 7.7 1938.06.10 宮古島北北西沖 長期評価の記載に基づく．M は宇津による． 


















り，昨年度は 2006 年末まで，今年度は 2007 年末までの
ものが用いられている．このため，今年度は 2007 年 1


































領域は，使用している地震カタログが 1983 年以降の M5
以上の地震に限定されているために，一つ一つの地震の
影響がはっきりと現れることがわかる． 
















 図 3.3.4.10-4 は，浦河沖の震源断層をあらかじめ特定
しにくい地震についての結果であるが，頻度の変化はほ
とんどない． 

























































































































































































































































































































































































































































































































































































































本・翠川（2006）による表層 30m の平均 S 波速度 AVS30
（m/s）に基づく最大速度の増幅率 




 気象庁マグニチュード M からモーメントマグニチュ
ードへの変換は，陸域の浅い地震とそれ以外の地震とに
分けて行う．陸域の浅い地震は，武村（1990）による地
震モーメント M0 と気象庁マグニチュードとの関係式 
72.1017.1log 0 += MM  (3.5.1-3) 
と地震モーメントとモーメントマグニチュードの関係式 
1.95.1log w0 += MM  (3.5.1-4) 
（Kanamori, 1977）から導かれる 
08.178.0 += MM w  (3.5.1-5) 
により変換する．それ以外の地震は，気象庁マグニチュ
ードとモーメントマグニチュードは等しい，すなわち，













































る．このとき，Xtr を求めるための海溝軸は表 3.5.2-1 に
示す 11 地点を直線で結んだ線によって近似した（図


































































図 3.5.2-1 島弧地域における Q 値構造の模式図と Xtr，
Xvf の定義（森川・他，2006 より）． 
 


















表 3.5.2-1 東北日本の海溝軸の基準点． 
緯度 [°N] 45.50 42.00 41.00 40.10
経度 [°E] 153.00 146.80 144.65 144.30
緯度 [°N] 39.20 37.70 36.55 35.80
経度 [°E] 144.20 143.80 143.25 142.40
緯度 [°N] 33.80 29.00 24.00 － 
経度 [°E] 141.90 143.00 143.50 － 
 
 
表 3.5.2-2 西南日本の火山フロントの基準点． 
緯度 [°N] 36.20 35.30 35.30 34.90
経度 [°E] 136.90 134.90 133.70 132.00
緯度 [°N] 33.40 31.50 29.5 27.90
経度 [°E] 131.60 130.80 129.7 128.30
緯度 [°N] 24.50 24.50 － － 
経度 [°E] 124.00 122.00 － － 
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3.5.3 地表における最大速度の評価 











































溝型の地震では (3.5.4-1) 式が，M7 クラスの地震が多く
占める内陸地震では  (3.5.4-2) 式が適切であると考えら
れる．したがって，地表の計測震度を評価するにあたっ
ては，海溝型の地震であるカテゴリーⅠ,Ⅱの地震につい
ては  (3.5.4-1) 式を，内陸地震であるカテゴリーⅢの地











































































Ⅲσ  (3.5.5-2) 
（図 3.5.5-2 の赤線）を，一方，震源近傍の地点がなく， 
巨大地震による影響度が大きい海溝型の地震が主である
カテゴリーⅠ,Ⅱについては，従来の振幅に依存したばら






























主要活断層帯に発生する固有地震 主要活断層帯 Ⅲ 地殻 － 距離 
南海トラフの地震 
（南海～東南海～想定東海地震） 
海溝型 Ⅰ P 間 － 振幅 
宮城県沖地震および三陸沖南部海溝寄りの地震 海溝型 Ⅰ P 間 北日本 振幅 
三陸沖北部のプレート間大地震 海溝型 Ⅰ P 間 北日本 振幅 
三陸沖北部から房総沖の海溝寄りの 
プレート間大地震（津波地震） 
海溝型 Ⅱ P 間 北日本 振幅 
三陸沖北部から房総沖の海溝寄りの 
プレート内大地震（正断層型） 
海溝型 Ⅱ P 間 北日本 振幅 
三陸沖北部の固有地震以外のプレート間地震 海溝型 Ⅱ P 間 北日本 振幅 
福島県沖のプレート間地震 海溝型 Ⅱ P 間 北日本 振幅 
茨城県沖のプレート間地震 海溝型 Ⅱ P 間 北日本 振幅 
十勝沖の地震・根室沖の地震 海溝型 Ⅰ P 間 北日本 振幅 
色丹島沖の地震 海溝型 Ⅰ P 間 北日本 振幅 
択捉島沖の地震 海溝型 Ⅰ P 間 北日本 振幅 
十勝沖・根室沖のひとまわり小さい 
プレート間地震 
海溝型 Ⅱ P 間 北日本 振幅 
色丹島沖・択捉島沖のひとまわり小さい 
プレート間地震 
海溝型 Ⅱ P 間 北日本 振幅 
沈み込んだプレート内のやや浅い地震 海溝型 Ⅱ P 内 北日本 振幅 
沈み込んだプレート内のやや深い地震 海溝型 Ⅱ P 内 北日本 振幅 
北海道北西沖の地震 海溝型 Ⅲ P 間 － 距離 
北海道西方沖の地震 海溝型 Ⅲ P 間 － 距離 
北海道南西沖の地震 海溝型 Ⅲ P 間 － 距離 
青森県西方沖の地震 海溝型 Ⅲ P 間 － 距離 
秋田県沖の地震 海溝型 Ⅲ P 間 － 距離 
山形県沖の地震 海溝型 Ⅲ P 間 － 距離 
新潟県北部沖の地震 海溝型 Ⅲ P 間 － 距離 
佐渡島北方沖の地震 海溝型 Ⅲ P 間 － 距離 
安芸灘～伊予灘～豊後水道のプレート内地震 海溝型 Ⅱ P 内 － 振幅 
日向灘のプレート間地震 海溝型 Ⅱ P 間 － 振幅 
日向灘のひとまわり小さいプレート間地震 海溝型 Ⅱ P 間 － 振幅 
与那国島周辺の地震 海溝型 Ⅱ P 間 － 振幅 
大正型関東地震  海溝型 Ⅰ P 間 － 振幅 
その他の南関東で発生する M7 程度の地震 海溝型 Ⅱ P 間/P 内 － 振幅 
主要活断層帯以外の活断層に発生する地震 上記以外 Ⅲ 地殻 － 距離 
太平洋プレートのプレート間の震源断層を 
予め特定しにくい地震 
上記以外 Ⅱ P 間 北日本 振幅 
太平洋プレートのプレート内の震源断層を 
予め特定しにくい地震 
上記以外 Ⅱ P 内 北日本 振幅 
フィリピン海プレートのプレート間の震源断層を
予め特定しにくい地震 
上記以外 Ⅱ P 間 － 振幅 
フィリピン海プレートのプレート内の震源断層を
予め特定しにくい地震 






上記以外 Ⅲ 地殻 － 距離 
浦河沖の震源断層を予め特定しにくい地震 上記以外 Ⅱ 地殻 － 振幅 
日本海東縁部の震源断層を予め特定しにくい地震 上記以外 Ⅲ 地殻 － 距離 
伊豆諸島以南の震源断層を予め特定しにくい地震 上記以外 Ⅲ 地殻 － 距離 
南西諸島付近の震源断層を予め特定しにくい地震 上記以外 Ⅲ P 間 － 距離 








平成 18 年 9 月に 2006 年版，平成 19 年 4 月に 2007 年版，
平成 20 年 4 月に 2008 年版の地震動予測地図が公表され




慮した場合（平均ケース）の 30 年間で震度 6 弱以上とな







表 3.6-1 2006 年版の確率論的地震動予測地図の作成条件の変更点． 
























表 3.6-2 2007 年版の確率論的地震動予測地図の作成条件の変更点． 



























表 3.6-3 2008 年版の確率論的地震動予測地図の作成条件の変更点． 




























表 3.6-4 2009 年版の確率論的地震動予測地図の作成条件の変更点． 









































図 3.6-1 すべての地震を考慮したトータルのハザード（平均ケース，2005 年版）． 








図 3.6-2 すべての地震を考慮したトータルのハザード（平均ケース，2006 年版）． 







図 3.6-3 すべての地震を考慮したトータルのハザード（平均ケース，2007 年版）． 







図 3.6-4 すべての地震を考慮したトータルのハザード（平均ケース，2008 年版）． 





図 3.7.2-1 : 最大速度の増幅率（工学的基盤
（Vs=400m/s 相当層）から地表，2009 年版） 
図 3.7.2-2 : 最大速度の増幅率（工学的基盤
（Vs=400m/s 相当層）から地表，2008 年版） 






（超過確率 6%と 3%） 
図 3.7.2-4(1) :すべての地震を考慮したトータルの 
  ハザード（平均ケース） 
＜地表の計測震度の分布図（超過確率 6%）＞ 
図 3.7.2-4(2) :すべての地震を考慮したトータルの 
  ハザード（平均ケース） 
＜地表の計測震度の分布図（超過確率 3%）＞ 
図 3.7.2-5(1) :すべての地震を考慮したトータルの 
  ハザード（最大ケース） 
＜地表の計測震度の分布図（超過確率 6%）＞ 
図 3.7.2-5(2) :すべての地震を考慮したトータルの 
  ハザード（最大ケース） 
＜地表の計測震度の分布図（超過確率 3%）＞ 
 
b) 地震カテゴリー別のハザード（超過確率 6%と 3%） 
図 3.7.2-6(1) :海溝型巨大地震によるハザード 
＜地表の計測震度の分布図（超過確率 6%）＞ 
図 3.7.2-6(2) :海溝型巨大地震によるハザード 
＜地表の計測震度の分布図（超過確率 3%）＞ 
図 3.7.2-7(1) :海溝型震源不特定地震による 
  ハザード 
＜地表の計測震度の分布図（超過確率 6%）＞ 
図 3.7.2-7(2) :海溝型震源不特定地震による 
  ハザード 
＜地表の計測震度の分布図（超過確率 3%）＞ 
図 3.7.2-8(1) :陸域浅発地震によるハザード 
  （平均ケース） 
＜地表の計測震度の分布図（超過確率 6%）＞ 
図 3.7.2-8(2) :陸域浅発地震によるハザード 
  （平均ケース） 
＜地表の計測震度の分布図（超過確率 3%）＞ 
図 3.7.2-9(1) :陸域浅発地震によるハザード 
  （最大ケース） 
＜地表の計測震度の分布図（超過確率 6%）＞ 
図 3.7.2-9(2) :陸域浅発地震によるハザード 







（震度 5 弱以上，5 強以上，6 弱以上，6 強以上） 
図 3.7.2-10(1) :すべての地震を考慮したトータルの 
  ハザード（平均ケース） 
＜超過確率の分布図（震度 5 弱以上）＞ 
図 3.7.2-10(2) :すべての地震を考慮したトータルの 
  ハザード（平均ケース） 
＜超過確率の分布図（震度 5 強以上）＞ 
図 3.7.2-10(3) :すべての地震を考慮したトータルの 
  ハザード（平均ケース） 
＜超過確率の分布図（震度 6 弱以上）＞ 
図 3.7.2-10(4) :すべての地震を考慮したトータルの 
  ハザード（平均ケース） 
＜超過確率の分布図（震度 6 強以上）＞ 
図 3.7.2-11(1) :すべての地震を考慮したトータルの 
  ハザード（最大ケース） 
＜超過確率の分布図（震度 5 弱以上）＞ 
図 3.7.2-11(2) :すべての地震を考慮したトータルの 
  ハザード（最大ケース） 
＜超過確率の分布図（震度 5 強以上）＞ 
図 3.7.2-11(3) :すべての地震を考慮したトータルの 
  ハザード（最大ケース） 
＜超過確率の分布図（震度 6 弱以上）＞ 
図 3.7.2-11(4) :すべての地震を考慮したトータルの 
  ハザード（最大ケース） 
＜超過確率の分布図（震度 6 強以上）＞ 
 
b) 地震カテゴリー別のハザード 
（震度 5 弱以上，5 強以上，6 弱以上，6 強以上） 
図 3.7.2-12(1) :海溝型巨大地震によるハザード 
＜超過確率の分布図（震度 5 弱以上）＞ 
図 3.7.2-12(2) :海溝型巨大地震によるハザード 
＜超過確率の分布図（震度 5 強以上）＞ 
図 3.7.2-12(3) :海溝型巨大地震によるハザード 
＜超過確率の分布図（震度 6 弱以上）＞ 
図 3.7.2-12(4) :海溝型巨大地震によるハザード 
＜超過確率の分布図（震度 6 強以上）＞ 
図 3.7.2-13(1) :海溝型震源不特定地震による 
  ハザード 
＜超過確率の分布図（震度 5 弱以上）＞ 
図 3.7.2-13(2) :海溝型震源不特定地震による 
  ハザード 
＜超過確率の分布図（震度 5 強以上）＞ 
図 3.7.2-13(3) :海溝型震源不特定地震による 
  ハザード 
＜超過確率の分布図（震度 6 弱以上）＞ 
図 3.7.2-13(4) :海溝型震源不特定地震による 
  ハザード 
＜超過確率の分布図（震度 6 強以上）＞ 
 3-137 
図 3.7.2-14(1) :陸域浅発地震によるハザード 
  （平均ケース） 
＜超過確率の分布図（震度 5 弱以上）＞ 
図 3.7.2-14(2) :陸域浅発地震によるハザード 
  （平均ケース） 
＜超過確率の分布図（震度 5 強以上）＞ 
図 3.7.2-14(3) :陸域浅発地震によるハザード 
  （平均ケース） 
＜超過確率の分布図（震度 6 弱以上）＞ 
図 3.7.2-14(4) :陸域浅発地震によるハザード 
  （平均ケース） 
＜超過確率の分布図（震度 6 強以上）＞ 
図 3.7.2-15(1) :陸域浅発地震によるハザード 
  （最大ケース） 
＜超過確率の分布図（震度 5 弱以上）＞ 
図 3.7.2-15(2) :陸域浅発地震によるハザード 
  （最大ケース） 
＜超過確率の分布図（震度 5 強以上）＞ 
図 3.7.2-15(3) :陸域浅発地震によるハザード 
  （最大ケース） 
＜超過確率の分布図（震度 6 弱以上）＞ 
図 3.7.2-15(4) :陸域浅発地震によるハザード 
  （最大ケース） 
＜超過確率の分布図（震度 6 強以上）＞ 
 
c) 地震カテゴリー別のハザードの四分位表示 
（震度 5 弱以上，5 強以上，6 弱以上，6 強以上） 
図 3.7.2-16(1) :海溝型巨大地震によるハザード 
＜超過確率の分布の四分位表示（震度 5 弱以上）＞ 
図 3.7.2-16(2) :海溝型巨大地震によるハザード 
＜超過確率の分布の四分位表示（震度 5 強以上）＞ 
図 3.7.2-16(3) :海溝型巨大地震によるハザード 
＜超過確率の分布の四分位表示（震度 6 弱以上）＞ 
図 3.7.2-16(4) :海溝型巨大地震によるハザード 
＜超過確率の分布の四分位表示（震度 6 強以上）＞ 
図 3.7.2-17(1) :海溝型震源不特定地震による 
  ハザード 
＜超過確率の分布の四分位表示（震度 5 弱以上）＞ 
図 3.7.2-17(2) :海溝型震源不特定地震による 
  ハザード 
＜超過確率の分布の四分位表示（震度 5 強以上）＞ 
図 3.7.2-17(3) :海溝型震源不特定地震による 
  ハザード 
＜超過確率の分布の四分位表示（震度 6 弱以上）＞ 
図 3.7.2-17(4) :海溝型震源不特定地震による 
  ハザード 
＜超過確率の分布の四分位表示（震度 6 強以上）＞ 
図 3.7.2-18(1) :陸域浅発地震によるハザード 
  （平均ケース） 
＜超過確率の分布の四分位表示（震度 5 弱以上）＞ 
図 3.7.2-18(2) :陸域浅発地震によるハザード 
  （平均ケース） 
＜超過確率の分布の四分位表示（震度 5 強以上）＞ 
図 3.7.2-18(3) :陸域浅発地震によるハザード 
  （平均ケース） 
＜超過確率の分布の四分位表示（震度 6 弱以上）＞ 
図 3.7.2-18(4) :陸域浅発地震によるハザード 
  （平均ケース） 
＜超過確率の分布の四分位表示（震度 6 強以上）＞ 
図 3.7.2-19(1) :陸域浅発地震によるハザード 
  （最大ケース） 
＜超過確率の分布の四分位表示（震度 5 弱以上）＞ 
図 3.7.2-19(2) :陸域浅発地震によるハザード 
  （最大ケース） 
＜超過確率の分布の四分位表示（震度 5 強以上）＞ 
図 3.7.2-19(3) :陸域浅発地震によるハザード 
  （最大ケース） 
＜超過確率の分布の四分位表示（震度 6 弱以上）＞ 
図 3.7.2-19(4) :陸域浅発地震によるハザード 
  （最大ケース） 
＜超過確率の分布の四分位表示（震度 6 強以上）＞ 
 
（３）期間 50 年の超過確率を固定した場合の地震動強さ
の分布図（超過確率 39%, 10%, 5%, 2%） 
図 3.7.2-20(1) :すべての地震を考慮したトータルの 
  ハザード（平均ケース） 
＜地表の計測震度の分布図（超過確率 39%）＞ 
図 3.7.2-20(2) :すべての地震を考慮したトータルの 
  ハザード（平均ケース） 
＜地表の計測震度の分布図（超過確率 10%）＞ 
図 3.7.2-20(3) :すべての地震を考慮したトータルの 
  ハザード（平均ケース） 
＜地表の計測震度の分布図（超過確率 5%）＞ 
図 3.7.2-20(4) :すべての地震を考慮したトータルの 
  ハザード（平均ケース） 
＜地表の計測震度の分布図（超過確率 2%）＞ 
図 3.7.2-21(1) :すべての地震を考慮したトータルの 
  ハザード（最大ケース） 
＜地表の計測震度の分布図（超過確率 39%）＞ 
図 3.7.2-21(2) :すべての地震を考慮したトータルの 
  ハザード（最大ケース） 
＜地表の計測震度の分布図（超過確率 10%）＞ 
図 3.7.2-21(3) :すべての地震を考慮したトータルの 
  ハザード（最大ケース） 
＜地表の計測震度の分布図（超過確率 5%）＞ 
図 3.7.2-21(4) :すべての地震を考慮したトータルの 
  ハザード（最大ケース） 
＜地表の計測震度の分布図（超過確率 2%）＞ 
 
（４）2009 年版と 2008 年版の期間 30 年の超過確率の差
の分布図 
（震度 5 弱以上，5 強以上，6 弱以上，6 強以上） 
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図 3.7.2-22(1) :すべての地震を考慮したトータル 
  のハザードの差（平均ケース） 
＜超過確率の分布図（震度 5 弱以上）＞ 
図 3.7.2-22(2) :すべての地震を考慮したトータル 
  のハザードの差（平均ケース） 
＜超過確率の分布図（震度 5 強以上）＞ 
図 3.7.2-22(3) :すべての地震を考慮したトータル 
  のハザードの差（平均ケース） 
＜超過確率の分布図（震度 6 弱以上）＞ 
図 3.7.2-22(4) :すべての地震を考慮したトータル 
  のハザードの差（平均ケース） 
＜超過確率の分布図（震度 6 強以上）＞ 
図 3.7.2-23(1) :すべての地震を考慮したトータル 
  のハザードの差（最大ケース） 
＜超過確率の分布図（震度 5 弱以上）＞ 
図 3.7.2-23(2) :すべての地震を考慮したトータル 
  のハザードの差（最大ケース） 
＜超過確率の分布図（震度 5 強以上）＞ 
図 3.7.2-23(3) :すべての地震を考慮したトータル 
  のハザードの差（最大ケース） 
＜超過確率の分布図（震度 6 弱以上）＞ 
図 3.7.2-23(4) :すべての地震を考慮したトータル 
  のハザードの差（最大ケース） 
＜超過確率の分布図（震度 6 強以上）＞ 
図 3.7.2-24(1) :海溝型巨大地震によるハザードの差 
＜超過確率の分布図（震度 5 弱以上）＞ 
図 3.7.2-24(2) :海溝型巨大地震によるハザードの差 
＜超過確率の分布図（震度 5 強以上）＞ 
図 3.7.2-24(3) :海溝型巨大地震によるハザードの差 
＜超過確率の分布図（震度 6 弱以上）＞ 
図 3.7.2-24(4) :海溝型巨大地震によるハザードの差 
＜超過確率の分布図（震度 6 強以上）＞ 
図 3.7.2-25(1) :海溝型震源不特定地震による 
  ハザードの差 
＜超過確率の分布図（震度 5 弱以上）＞ 
図 3.7.2-25(2) :海溝型震源不特定地震による 
  ハザードの差 
＜超過確率の分布図（震度 5 強以上）＞ 
図 3.7.2-25(3) :海溝型震源不特定地震による 
  ハザードの差 
＜超過確率の分布図（震度 6 弱以上）＞ 
図 3.7.2-25(4) :海溝型震源不特定地震による 
  ハザードの差 
＜超過確率の分布図（震度 6 強以上）＞ 
図 3.7.2-26(1) :陸域浅発地震によるハザードの差 
  （平均ケース） 
＜超過確率の分布図（震度 5 弱以上）＞ 
図 3.7.2-26(2) :陸域浅発地震によるハザードの差 
  （平均ケース） 
＜超過確率の分布図（震度 5 強以上）＞ 
図 3.7.2-26(3) :陸域浅発地震によるハザードの差 
  （平均ケース） 
＜超過確率の分布図（震度 6 弱以上）＞ 
図 3.7.2-26(4) :陸域浅発地震によるハザードの差 
  （平均ケース） 
＜超過確率の分布図（震度 6 強以上）＞ 
図 3.7.2-27(1) :陸域浅発地震によるハザードの差 
  （最大ケース） 
＜超過確率の分布図（震度 5 弱以上）＞ 
図 3.7.2-27(2) :陸域浅発地震によるハザードの差 
  （最大ケース） 
＜超過確率の分布図（震度 5 強以上）＞ 
図 3.7.2-27(3) :陸域浅発地震によるハザードの差 
  （最大ケース） 
＜超過確率の分布図（震度 6 弱以上）＞ 
図 3.7.2-27(4) :陸域浅発地震によるハザードの差 
  （最大ケース） 




（震度 5 弱以上，5 強以上，6 弱以上，6 強以上） 
図 3.7.2-28(1) :すべての地震を考慮したトータルの 
  ハザードの差 
＜超過確率の分布図（震度 5 弱以上）＞ 
図 3.7.2-28(2) :すべての地震を考慮したトータルの 
  ハザードの差 
＜超過確率の分布図（震度 5 強以上）＞ 
図 3.7.2-28(3) :すべての地震を考慮したトータルの 
  ハザードの差 
＜超過確率の分布図（震度 6 弱以上）＞ 
図 3.7.2-28(4) :すべての地震を考慮したトータルの 
  ハザードの差 
＜超過確率の分布図（震度 6 強以上）＞ 
図 3.7.2-29(1) :陸域浅発地震によるハザードの差 
＜超過確率の分布図（震度 5 弱以上）＞ 
図 3.7.2-29(2) :陸域浅発地震によるハザードの差 
＜超過確率の分布図（震度 5 強以上）＞ 
図 3.7.2-29(3) :陸域浅発地震によるハザードの差 
＜超過確率の分布図（震度 6 弱以上）＞ 
図 3.7.2-29(4) :陸域浅発地震によるハザードの差 
＜超過確率の分布図（震度 6 強以上）＞ 
 
（６） 2009 年版と 2008 年版の期間 30 年の基盤
（Vs=600m/s）上の最大速度の差の分布図 
a) すべての地震を考慮したトータルのハザード 
（30 年超過確率 6%と 3%） 



















































（30 年超過確率 6%と 3%） 
図 3.7.2-34(1) : 海溝型巨大地震によるハザード 
＜2009 年版，Vs=600m/s の基盤上の
最大速度（超過確率 6%）＞ 
図 3.7.2-34(2) : 海溝型巨大地震によるハザード 
＜2008 年版，Vs=600m/s の基盤上の
最大速度（超過確率 6%）＞ 
図 3.7.2-34(3) : 海溝型巨大地震によるハザード 
＜Vs=600m/s の基盤上の最大速度の
差の分布図（超過確率 6%）＞ 
図 3.7.2-35(1) : 海溝型巨大地震によるハザード 
＜2009 年版，Vs=600m/s の基盤上の
最大速度（超過確率 3%）＞ 
図 3.7.2-35(2) : 海溝型巨大地震によるハザード 
＜2008 年版，Vs=600m/s の基盤上の
最大速度（超過確率 3%）＞ 
図 3.7.2-35(3) : 海溝型巨大地震によるハザード 
＜Vs=600m/s の基盤上の最大速度の
差の分布図（超過確率 3%）＞ 
図 3.7.2-36(1) : 海溝型震源不特定地震による 
  ハザード 
＜2009 年版，Vs=600m/s の基盤上の
最大速度（超過確率 6%）＞ 
図 3.7.2-36(2) : 海溝型震源不特定地震による 
  ハザード 
＜2008 年版，Vs=600m/s の基盤上の
最大速度（超過確率 6%）＞ 
図 3.7.2-36(3) : 海溝型震源不特定地震による 
  ハザード 
＜Vs=600m/s の基盤上の最大速度の
差の分布図（超過確率 6%）＞ 
図 3.7.2-37(1) : 海溝型震源不特定地震による 
  ハザード 
＜2009 年版，Vs=600m/s の基盤上の
最大速度（超過確率 3%）＞ 
図 3.7.2-37(2) : 海溝型震源不特定地震による 
  ハザード 
＜2008 年版，Vs=600m/s の基盤上の
最大速度（超過確率 3%）＞ 
図 3.7.2-37(3) : 海溝型震源不特定地震による 
  ハザード 
＜Vs=600m/s の基盤上の最大速度の
差の分布図（超過確率 3%）＞ 
図 3.7.2-38(1) : 陸域浅発地震によるハザード 
  （平均ケース） 
＜2009 年版，Vs=600m/s の基盤上の
最大速度（超過確率 6%）＞ 
図 3.7.2-38(2) : 陸域浅発地震によるハザード 
  （平均ケース） 
＜2008 年版，Vs=600m/s の基盤上の
最大速度（超過確率 6%）＞ 
図 3.7.2-38(3) : 陸域浅発地震によるハザード 




図 3.7.2-39(1) : 陸域浅発地震によるハザード 
  （平均ケース） 
＜2009 年版，Vs=600m/s の基盤上の
最大速度（超過確率 3%）＞ 
図 3.7.2-39(2) : 陸域浅発地震によるハザード 
  （平均ケース） 
＜2008 年版，Vs=600m/s の基盤上の
最大速度（超過確率 3%）＞ 
図 3.7.2-39(3) : 陸域浅発地震によるハザード 
  （平均ケース） 
＜Vs=600m/s の基盤上の最大速度の
差の分布図（超過確率 3%）＞ 
図 3.7.2-40(1) : 陸域浅発地震によるハザード 
  （最大ケース） 
＜2009 年版，Vs=600m/s の基盤上の
最大速度（超過確率 6%）＞ 
図 3.7.2-40(2) : 陸域浅発地震によるハザード 
  （最大ケース） 
＜2008 年版，Vs=600m/s の基盤上の
最大速度（超過確率 6%）＞ 
図 3.7.2-40(3) : 陸域浅発地震によるハザード 
  （最大ケース） 
＜Vs=600m/s の基盤上の最大速度の
差の分布図（超過確率 6%）＞ 
図 3.7.2-41(1) : 陸域浅発地震によるハザード 
  （最大ケース） 
＜2009 年版，Vs=600m/s の基盤上の
最大速度（超過確率 3%）＞ 
図 3.7.2-41(2) : 陸域浅発地震によるハザード 
  （最大ケース） 
＜2008 年版，Vs=600m/s の基盤上の
最大速度（超過確率 3%）＞ 
図 3.7.2-41(3) : 陸域浅発地震によるハザード 






（震度 5 弱以上，5 強以上，6 弱以上，6 強以上） 
図 3.7.2-42(1) : 地震カテゴリーによる最大影響度
（震度 5 弱以上，平均ケース） 
図 3.7.2-42(2) : 地震カテゴリーによる最大影響度
（震度 5 強以上，平均ケース） 
図 3.7.2-42(3) : 地震カテゴリーによる最大影響度
（震度 6 弱以上，平均ケース） 
図 3.7.2-42(4) : 地震カテゴリーによる最大影響度
（震度 6 強以上，平均ケース） 
図 3.7.2-43(1) : 地震カテゴリーによる最大影響度
（震度 5 弱以上，最大ケース） 
図 3.7.2-43(2) : 地震カテゴリーによる最大影響度
（震度 5 強以上，最大ケース） 
図 3.7.2-43(3) : 地震カテゴリーによる最大影響度
（震度 6 弱以上，最大ケース） 
図 3.7.2-43(4) : 地震カテゴリーによる最大影響度
（震度 6 強以上，最大ケース） 
 
（８）県別・地域別の評価結果 
図 3.7.2-44 : 地域別の地震動予測地図（北海道） 
図 3.7.2-45 : 地域別の地震動予測地図（北方四島） 
図 3.7.2-46 : 地域別の地震動予測地図 
 （北海道石狩支庁） 
図 3.7.2-47 : 地域別の地震動予測地図 
 （北海道渡島支庁） 
図 3.7.2-48 : 地域別の地震動予測地図 
 （北海道檜山支庁） 
図 3.7.2-49 : 地域別の地震動予測地図 
 （北海道後志支庁） 
図 3.7.2-50 : 地域別の地震動予測地図 
 （北海道空知支庁） 
図 3.7.2-51 : 地域別の地震動予測地図 
 （北海道上川支庁） 
図 3.7.2-52 : 地域別の地震動予測地図 
 （北海道留萌支庁） 
図 3.7.2-53 : 地域別の地震動予測地図 
 （北海道宗谷支庁） 
図 3.7.2-54 : 地域別の地震動予測地図 
 （北海道網走支庁） 
図 3.7.2-55 : 地域別の地震動予測地図 
 （北海道胆振支庁） 
図 3.7.2-56 : 地域別の地震動予測地図 
 （北海道日高支庁） 
図 3.7.2-57 : 地域別の地震動予測地図 
 （北海道十勝支庁） 
図 3.7.2-58 : 地域別の地震動予測地図 
 （北海道釧路支庁） 
図 3.7.2-59 : 地域別の地震動予測地図 
 （北海道根室支庁） 
図 3.7.2-60 : 地域別の地震動予測地図（青森県） 
図 3.7.2-61 : 地域別の地震動予測地図（岩手県） 
図 3.7.2-62 : 地域別の地震動予測地図（宮城県） 
図 3.7.2-63 : 地域別の地震動予測地図（秋田県） 
図 3.7.2-64 : 地域別の地震動予測地図（山形県） 
図 3.7.2-65 : 地域別の地震動予測地図（福島県） 
図 3.7.2-66 : 地域別の地震動予測地図（茨城県） 
図 3.7.2-67 : 地域別の地震動予測地図（栃木県） 
図 3.7.2-68 : 地域別の地震動予測地図（群馬県） 
図 3.7.2-69 : 地域別の地震動予測地図（埼玉県） 
図 3.7.2-70 : 地域別の地震動予測地図（千葉県） 
図 3.7.2-71 : 地域別の地震動予測地図（東京都） 
図 3.7.2-72 : 地域別の地震動予測地図（伊豆諸島） 
図 3.7.2-73 : 地域別の地震動予測地図 
 （小笠原諸島） 
図 3.7.2-74 : 地域別の地震動予測地図（神奈川県） 
 3-141 
図 3.7.2-75 : 地域別の地震動予測地図（新潟県） 
図 3.7.2-76 : 地域別の地震動予測地図（富山県） 
図 3.7.2-77 : 地域別の地震動予測地図（石川県） 
図 3.7.2-78 : 地域別の地震動予測地図（福井県） 
図 3.7.2-79 : 地域別の地震動予測地図（山梨県） 
図 3.7.2-80 : 地域別の地震動予測地図（長野県） 
図 3.7.2-81 : 地域別の地震動予測地図（岐阜県） 
図 3.7.2-82 : 地域別の地震動予測地図（静岡県） 
図 3.7.2-83 : 地域別の地震動予測地図（愛知県） 
図 3.7.2-84 : 地域別の地震動予測地図（三重県） 
図 3.7.2-85 : 地域別の地震動予測地図（滋賀県） 
図 3.7.2-86 : 地域別の地震動予測地図（京都府） 
図 3.7.2-87 : 地域別の地震動予測地図（大阪府） 
図 3.7.2-88 : 地域別の地震動予測地図（兵庫県） 
図 3.7.2-89 : 地域別の地震動予測地図（奈良県） 
図 3.7.2-90 : 地域別の地震動予測地図（和歌山県） 
図 3.7.2-91 : 地域別の地震動予測地図（鳥取県） 
図 3.7.2-92 : 地域別の地震動予測地図（島根県） 
図 3.7.2-93 : 地域別の地震動予測地図（岡山県） 
図 3.7.2-94 : 地域別の地震動予測地図（広島県） 
図 3.7.2-95 : 地域別の地震動予測地図（山口県） 
図 3.7.2-96 : 地域別の地震動予測地図（徳島県） 
図 3.7.2-97 : 地域別の地震動予測地図（香川県） 
図 3.7.2-98 : 地域別の地震動予測地図（愛媛県） 
図 3.7.2-99 : 地域別の地震動予測地図（高知県） 
図 3.7.2-100 : 地域別の地震動予測地図（福岡県） 
図 3.7.2-101 : 地域別の地震動予測地図（佐賀県） 
図 3.7.2-102 : 地域別の地震動予測地図（長崎県） 
図 3.7.2-103 : 地域別の地震動予測地図（熊本県） 
図 3.7.2-104 : 地域別の地震動予測地図（大分県） 
図 3.7.2-105 : 地域別の地震動予測地図（宮崎県） 
図 3.7.2-106 : 地域別の地震動予測地図（鹿児島県） 
図 3.7.2-107 : 地域別の地震動予測地図（奄美地方） 
図 3.7.2-108 : 地域別の地震動予測地図（沖縄県） 
図 3.7.2-109 : 地域別の地震動予測地図 
 （宮古島・八重山地方） 





れている行政区界は，2009 年 1 月 1 日現在のものである． 
3.7.2 評価結果 
 本項では，2009 年 1 月を起点とした確率論的地震動予
測地図の評価結果を示し，その特徴を概観するとともに，
前年度の評価結果との違いについて考察する． 















 図 3.7.2-1 は今回用いた工学的基盤（Vs=400m/s 相当）
から地表までの最大速度の増幅率，図 3.7.2-2 は昨年度作
成した 2008 年版で用いた増幅率である．また，図 3.7.2-3
は，両者の比（2009 年/2008 年）を示したものである．








 図 3.7.2-4 および図 3.7.2-5 は，2009 年 1 月を起点とす





 平均ケースの図 3.7.2-4 を見ると，超過確率が 6%の場
合には，北海道の東岸，仙台周辺，南関東～四国の太平
洋岸，長野県周辺，およびその他一部の平野部などで震
度 6 弱以上（橙～赤）となっており，超過確率が 3%に






















 図 3.7.2-20～図 3.7.2-21 は，期間を 50 年間とした場合
の超過確率が 39%，10%，5%および 2%の場合の全ての
地震を考慮した地表の計測震度の分布図である．50 年間






ている．これは，期間が 30 年から 50 年に変化した場合
の地震発生確率の変化の度合いが，一部の地震で 50/30
倍からずれるために生じるものであり，例えば三陸沖北
部のプレート間大地震は 30 年間の地震発生確率が 4.5%






 図 3.7.2-10 および図 3.7.2-11 は，2009 年 1 月から 30
年間に，震度 5 弱，震度 5 強，震度 6 弱，震度 6 強以上
となる確率の分布図を全ての地震を考慮して評価した結
果であり，主要活断層帯の地震発生確率が平均ケースの
場合を図 3.7.2-10 に，最大ケースの場合を図 3.7.2-11 に
それぞれ示している． 























 図 3.7.2-16～図 3.7.2-19 は，地震カテゴリー別の超過
確率の分布を，確率の絶対値ではなく，確率の値の四分








（４）2009 年版と 2008 年版の超過確率の差の分布図 
 図 3.7.2-22～図 3.7.2-27 は，2009 年版と 2008 年版の期
間 30 年の超過確率の差の分布図であり，全ての地震を考
慮したトータルの結果だけでなく，地震カテゴリー別の
結果も示している．確率の差は，2009 年 1 月起点の超過
確率から 2008年 1月起点の超過確率を引いた値を示して



























                                                                 
* データを小さい方から並べた時に，全体の 4 分の 1，














（６）2009 年版と 2008 年版の基盤（Vs=600m/s）での最
大速度の差の分布図 









まり，2009 年版と 2008 年版の差異の要因のうち地震活
動や地震動評価モデルの違いの影響を見ることができる． 






























































 図 3.7.2-44～図 3.7.2-110 に，地域別の結果として，平





















図 3.7.2-3 最大速度の増幅率の比率（2009 年版／2008 年版）． 
 
 
















































図 3.7.2-10(1) すべての地震を考慮したトータルのハザード（平均ケース）． 
＜超過確率の分布図（震度 5 弱以上）＞ 
3-159 
 
図 3.7.2-10(2) すべての地震を考慮したトータルのハザード（平均ケース）． 
＜超過確率の分布図（震度 5 強以上）＞ 
3-160 
 
図 3.7.2-10(3) すべての地震を考慮したトータルのハザード（平均ケース）． 
＜超過確率の分布図（震度 6 弱以上）＞ 
3-161 
 
図 3.7.2-10(4) すべての地震を考慮したトータルのハザード（平均ケース）． 
＜超過確率の分布図（震度 6 強以上）＞ 
3-162 
 
図 3.7.2-11(1) すべての地震を考慮したトータルのハザード（最大ケース）． 
＜超過確率の分布図（震度 5 弱以上）＞ 
3-163 
 
図 3.7.2-11(2) すべての地震を考慮したトータルのハザード（最大ケース）． 
＜超過確率の分布図（震度 5 強以上）＞ 
3-164 
 
図 3.7.2-11(3) すべての地震を考慮したトータルのハザード（最大ケース）． 
＜超過確率の分布図（震度 6 弱以上）＞ 
3-165 
 
図 3.7.2-11(4) すべての地震を考慮したトータルのハザード（最大ケース）． 
＜超過確率の分布図（震度 6 強以上）＞ 
3-166 
 
図 3.7.2-12(1) 海溝型巨大地震によるハザード． 
＜超過確率の分布図（震度 5 弱以上）＞ 
3-167 
 
図 3.7.2-12(2) 海溝型巨大地震によるハザード． 
＜超過確率の分布図（震度 5 強以上）＞ 
3-168 
 
図 3.7.2-12(3) 海溝型巨大地震によるハザード． 
＜超過確率の分布図（震度 6 弱以上）＞ 
3-169 
 
図 3.7.2-12(4) 海溝型巨大地震によるハザード． 
＜超過確率の分布図（震度 6 強以上）＞ 
3-170 
 
図 3.7.2-13(1) 海溝型震源不特定地震によるハザード． 
＜超過確率の分布図（震度 5 弱以上）＞ 
3-171 
 
図 3.7.2-13(2) 海溝型震源不特定地震によるハザード． 
＜超過確率の分布図（震度 5 強以上）＞ 
3-172 
 
図 3.7.2-13(3) 海溝型震源不特定地震によるハザード． 
＜超過確率の分布図（震度 6 弱以上）＞ 
3-173 
 
図 3.7.2-13(4) 海溝型震源不特定地震によるハザード． 
＜超過確率の分布図（震度 6 強以上）＞ 
3-174 
 
図 3.7.2-14(1) 陸域浅発地震によるハザード（平均ケース）． 
＜超過確率の分布図（震度 5 弱以上）＞ 
3-175 
 
図 3.7.2-14(2) 陸域浅発地震によるハザード（平均ケース）． 
＜超過確率の分布図（震度 5 強以上）＞ 
3-176 
 
図 3.7.2-14(3) 陸域浅発地震によるハザード（平均ケース）． 
＜超過確率の分布図（震度 6 弱以上）＞ 
3-177 
 
図 3.7.2-14(4) 陸域浅発地震によるハザード（平均ケース）． 
＜超過確率の分布図（震度 6 強以上）＞ 
3-178 
 
図 3.7.2-15(1) 陸域浅発地震によるハザード（最大ケース）． 
＜超過確率の分布図（震度 5 弱以上）＞ 
3-179 
 
図 3.7.2-15(2) 陸域浅発地震によるハザード（最大ケース）． 
＜超過確率の分布図（震度 5 強以上）＞ 
3-180 
 
図 3.7.2-15(3) 陸域浅発地震によるハザード（最大ケース）． 
＜超過確率の分布図（震度 6 弱以上）＞ 
3-181 
 
図 3.7.2-15(4) 陸域浅発地震によるハザード（最大ケース）． 
＜超過確率の分布図（震度 6 強以上）＞ 
3-182 
 
図 3.7.2-16(1) 海溝型巨大地震によるハザード． 
＜超過確率の分布の四分位表示（震度 5 弱以上）＞ 
3-183 
 
図 3.7.2-16(2) 海溝型巨大地震によるハザード． 
＜超過確率の分布の四分位表示（震度 5 強以上）＞ 
3-184 
 
図 3.7.2-16(3) 海溝型巨大地震によるハザード． 
＜超過確率の分布の四分位表示（震度 6 弱以上）＞ 
3-185 
 
図 3.7.2-16(4) 海溝型巨大地震によるハザード． 
＜超過確率の分布の四分位表示（震度 6 強以上）＞ 
3-186 
 
図 3.7.2-17(1) 海溝型震源不特定地震によるハザード． 
＜超過確率の分布の四分位表示（震度 5 弱以上）＞ 
3-187 
 
図 3.7.2-17(2) 海溝型震源不特定地震によるハザード． 
＜超過確率の分布の四分位表示（震度 5 強以上）＞ 
3-188 
 
図 3.7.2-17(3) 海溝型震源不特定地震によるハザード． 
＜超過確率の分布の四分位表示（震度 6 弱以上）＞ 
3-189 
 
図 3.7.2-17(4) 海溝型震源不特定地震によるハザード． 
＜超過確率の分布の四分位表示（震度 6 強以上）＞ 
3-190 
 
図 3.7.2-18(1) 陸域浅発地震によるハザード（平均ケース）． 
＜超過確率の分布の四分位表示（震度 5 弱以上）＞ 
3-191 
 
図 3.7.2-18(2) 陸域浅発地震によるハザード（平均ケース）． 
＜超過確率の分布の四分位表示（震度 5 強以上）＞ 
3-192 
 
図 3.7.2-18(3) 陸域浅発地震によるハザード（平均ケース）． 
＜超過確率の分布の四分位表示（震度 6 弱以上）＞ 
3-193 
 
図 3.7.2-18(4) 陸域浅発地震によるハザード（平均ケース）． 
＜超過確率の分布の四分位表示（震度 6 強以上）＞ 
3-194 
 
図 3.7.2-19(1) 陸域浅発地震によるハザード（最大ケース）． 
＜超過確率の分布の四分位表示（震度 5 弱以上）＞ 
3-195 
 
図 3.7.2-19(2) 陸域浅発地震によるハザード（最大ケース）． 
＜超過確率の分布の四分位表示（震度 5 強以上）＞ 
3-196 
 
図 3.7.2-19(3) 陸域浅発地震によるハザード（最大ケース）． 
＜超過確率の分布の四分位表示（震度 6 弱以上）＞ 
3-197 
 
図 3.7.2-19(4) 陸域浅発地震によるハザード（最大ケース）． 
＜超過確率の分布の四分位表示（震度 6 強以上）＞ 
3-198 
 
































図 3.7.2-22(1) すべての地震を考慮したトータルのハザードの差（平均ケース）． 
＜超過確率の分布図（震度 5 弱以上）＞ 
3-207 
 
図 3.7.2-22(2) すべての地震を考慮したトータルのハザードの差（平均ケース）． 
＜超過確率の分布図（震度 5 強以上）＞ 
3-208 
 
図 3.7.2-22(3) すべての地震を考慮したトータルのハザードの差（平均ケース）． 
＜超過確率の分布図（震度 6 弱以上）＞ 
3-209 
 
図 3.7.2-22(4) すべての地震を考慮したトータルのハザードの差（平均ケース）． 
＜超過確率の分布図（震度 6 強以上）＞ 
3-210 
 
図 3.7.2-23(1) すべての地震を考慮したトータルのハザードの差（最大ケース）． 
＜超過確率の分布図（震度 5 弱以上）＞ 
3-211 
 
図 3.7.2-23(2) すべての地震を考慮したトータルのハザードの差（最大ケース）． 
＜超過確率の分布図（震度 5 強以上）＞ 
3-212 
 
図 3.7.2-23(3) すべての地震を考慮したトータルのハザードの差（最大ケース）． 
＜超過確率の分布図（震度 6 弱以上）＞ 
3-213 
 
図 3.7.2-23(4) すべての地震を考慮したトータルのハザードの差（最大ケース）． 
＜超過確率の分布図（震度 6 強以上）＞ 
3-214 
 
図 3.7.2-24(1) 海溝型巨大地震によるハザードの差． 
＜超過確率の分布図（震度 5 弱以上）＞ 
3-215 
 
図 3.7.2-24(2) 海溝型巨大地震によるハザードの差． 
＜超過確率の分布図（震度 5 強以上）＞ 
3-216 
 
図 3.7.2-24(3) 海溝型巨大地震によるハザードの差． 
＜超過確率の分布図（震度 6 弱以上）＞ 
3-217 
 
図 3.7.2-24(4) 海溝型巨大地震によるハザードの差． 
＜超過確率の分布図（震度 6 強以上）＞ 
3-218 
 
図 3.7.2-25(1) 海溝型震源不特定地震によるハザードの差． 
＜超過確率の分布図（震度 5 弱以上）＞ 
3-219 
 
図 3.7.2-25(2) 海溝型震源不特定地震によるハザードの差． 
＜超過確率の分布図（震度 5 強以上）＞ 
3-220 
 
図 3.7.2-25(3) 海溝型震源不特定地震によるハザードの差． 
＜超過確率の分布図（震度 6 弱以上）＞ 
3-221 
 
図 3.7.2-25(4) 海溝型震源不特定地震によるハザードの差． 
＜超過確率の分布図（震度 6 強以上）＞ 
3-222 
 
図 3.7.2-26(1) 陸域浅発地震によるハザードの差（平均ケース）． 
＜超過確率の分布図（震度 5 弱以上）＞ 
3-223 
 
図 3.7.2-26(2) 陸域浅発地震によるハザードの差（平均ケース）． 
＜超過確率の分布図（震度 5 強以上）＞ 
3-224 
 
図 3.7.2-26(3) 陸域浅発地震によるハザードの差（平均ケース）． 
＜超過確率の分布図（震度 6 弱以上）＞ 
3-225 
 
図 3.7.2-26(4) 陸域浅発地震によるハザードの差（平均ケース）． 
＜超過確率の分布図（震度 6 強以上）＞ 
3-226 
 
図 3.7.2-27(1) 陸域浅発地震によるハザードの差（最大ケース）． 
＜超過確率の分布図（震度 5 弱以上）＞ 
3-227 
 
図 3.7.2-27(2) 陸域浅発地震によるハザードの差（最大ケース）． 
＜超過確率の分布図（震度 5 強以上）＞ 
3-228 
 
図 3.7.2-27(3) 陸域浅発地震によるハザードの差（最大ケース）． 
＜超過確率の分布図（震度 6 弱以上）＞ 
3-229 
 
図 3.7.2-27(4) 陸域浅発地震によるハザードの差（最大ケース）． 
＜超過確率の分布図（震度 6 強以上）＞ 
3-230 
 
図 3.7.2-28(1) すべての地震を考慮したトータルのハザードの差． 
＜超過確率の分布図（震度 5 弱以上）＞ 
3-231 
 
図 3.7.2-28(2) すべての地震を考慮したトータルのハザードの差． 
＜超過確率の分布図（震度 5 強以上）＞ 
3-232 
 
図 3.7.2-28(3) すべての地震を考慮したトータルのハザードの差． 
＜超過確率の分布図（震度 6 弱以上）＞ 
3-233 
 
図 3.7.2-28(4) すべての地震を考慮したトータルのハザードの差． 
＜超過確率の分布図（震度 6 強以上）＞ 
3-234 
 
図 3.7.2-29(1) 陸域浅発地震によるハザードの差． 
＜超過確率の分布図（震度 5 弱以上）＞ 
3-235 
 
図 3.7.2-29(2) 陸域浅発地震によるハザードの差． 
＜超過確率の分布図（震度 5 強以上）＞ 
3-236 
 
図 3.7.2-29(3) 陸域浅発地震によるハザードの差． 
＜超過確率の分布図（震度 6 弱以上）＞ 
3-237 
 
図 3.7.2-29(4) 陸域浅発地震によるハザードの差． 
＜超過確率の分布図（震度 6 強以上）＞ 
3-238 
 
図 3.7.2-30(1) すべての地震を考慮したトータルのハザード（平均ケース）． 
＜2009 年版，Vs=600m/s の基盤上の最大速度（超過確率 6%）＞ 
3-239 
 
図 3.7.2-30(2) すべての地震を考慮したトータルのハザード（平均ケース）． 
＜2008 年版，Vs=600m/s の基盤上の最大速度（超過確率 6%）＞ 
3-240 
 
図 3.7.2-30(3) すべての地震を考慮したトータルのハザード（平均ケース）． 
＜Vs=600m/s の基盤上の最大速度の差の分布図（超過確率 6%）＞ 
3-241 
 
図 3.7.2-31(1) すべての地震を考慮したトータルのハザード（平均ケース）． 
＜2009 年版，Vs=600m/s の基盤上の最大速度（超過確率 3%）＞ 
3-242 
 
図 3.7.2-31(2) すべての地震を考慮したトータルのハザード（平均ケース）． 
＜2008 年版，Vs=600m/s の基盤上の最大速度（超過確率 3%）＞ 
3-243 
 
図 3.7.2-31(3) すべての地震を考慮したトータルのハザード（平均ケース）． 
＜Vs=600m/s の基盤上の最大速度の差の分布図（超過確率 3%）＞ 
3-244 
 
図 3.7.2-32(1) すべての地震を考慮したトータルのハザード（最大ケース）． 
＜2009 年版，Vs=600m/s の基盤上の最大速度（超過確率 6%）＞ 
3-245 
 
図 3.7.2-32(2) すべての地震を考慮したトータルのハザード（最大ケース）． 
＜2008 年版，Vs=600m/s の基盤上の最大速度（超過確率 6%）＞ 
3-246 
 
図 3.7.2-32(3) すべての地震を考慮したトータルのハザード（最大ケース）． 
＜Vs=600m/s の基盤上の最大速度の差の分布図（超過確率 6%）＞ 
3-247 
 
図 3.7.2-33(1) すべての地震を考慮したトータルのハザード（最大ケース）． 
＜2009 年版，Vs=600m/s の基盤上の最大速度（超過確率 3%）＞ 
3-248 
 
図 3.7.2-33(2) すべての地震を考慮したトータルのハザード（最大ケース）． 
＜2008 年版，Vs=600m/s の基盤上の最大速度（超過確率 3%）＞ 
3-249 
 
図 3.7.2-33(3) すべての地震を考慮したトータルのハザード（最大ケース）． 
＜Vs=600m/s の基盤上の最大速度の差の分布図（超過確率 3%）＞ 
3-250 
 
図 3.7.2-34(1) 海溝型巨大地震によるハザード． 
＜2009 年版，Vs=600m/s の基盤上の最大速度（超過確率 6%）＞ 
3-251 
 
図 3.7.2-34(2) 海溝型巨大地震によるハザード． 
＜2008 年版，Vs=600m/s の基盤上の最大速度（超過確率 6%）＞ 
3-252 
 
図 3.7.2-34(3) 海溝型巨大地震によるハザード． 
＜Vs=600m/s の基盤上の最大速度の差の分布図（超過確率 6%）＞ 
3-253 
 
図 3.7.2-35(1) 海溝型巨大地震によるハザード． 
＜2009 年版，Vs=600m/s の基盤上の最大速度（超過確率 3%）＞ 
3-254 
 
図 3.7.2-35(2) 海溝型巨大地震によるハザード． 
＜2008 年版，Vs=600m/s の基盤上の最大速度（超過確率 3%）＞ 
3-255 
 
図 3.7.2-35(3) 海溝型巨大地震によるハザード． 
＜Vs=600m/s の基盤上の最大速度の差の分布図（超過確率 3%）＞ 
3-256 
 
図 3.7.2-36(1) 海溝型震源不特定地震によるハザード． 
＜2009 年版，Vs=600m/s の基盤上の最大速度（超過確率 6%）＞ 
3-257 
 
図 3.7.2-36(2) 海溝型震源不特定地震によるハザード． 
＜2008 年版，Vs=600m/s の基盤上の最大速度（超過確率 6%）＞ 
3-258 
 
図 3.7.2-36(3) 海溝型震源不特定地震によるハザード． 
＜Vs=600m/s の基盤上の最大速度の差の分布図（超過確率 6%）＞ 
3-259 
 
図 3.7.2-37(1) 海溝型震源不特定地震によるハザード． 
＜2009 年版，Vs=600m/s の基盤上の最大速度（超過確率 3%）＞ 
3-260 
 
図 3.7.2-37(2) 海溝型震源不特定地震によるハザード． 
＜2008 年版，Vs=600m/s の基盤上の最大速度（超過確率 3%）＞ 
3-261 
 
図 3.7.2-37(3) 海溝型震源不特定地震によるハザード． 
＜Vs=600m/s の基盤上の最大速度の差の分布図（超過確率 3%）＞ 
3-262 
 
図 3.7.2-38(1) 陸域浅発地震によるハザード（平均ケース）． 
＜2009 年版，Vs=600m/s の基盤上の最大速度（超過確率 6%）＞ 
3-263 
 
図 3.7.2-38(2) 陸域浅発地震によるハザード（平均ケース）． 
＜2008 年版，Vs=600m/s の基盤上の最大速度（超過確率 6%）＞ 
3-264 
 
図 3.7.2-38(3) 陸域浅発地震によるハザード（平均ケース）． 
＜Vs=600m/s の基盤上の最大速度の差の分布図（超過確率 6%）＞ 
3-265 
 
図 3.7.2-39(1) 陸域浅発地震によるハザード（平均ケース）． 
＜2009 年版，Vs=600m/s の基盤上の最大速度（超過確率 3%）＞ 
3-266 
 
図 3.7.2-39(2) 陸域浅発地震によるハザード（平均ケース）． 
＜2008 年版，Vs=600m/s の基盤上の最大速度（超過確率 3%）＞ 
3-267 
 
図 3.7.2-39(3) 陸域浅発地震によるハザード（平均ケース）． 
＜Vs=600m/s の基盤上の最大速度の差の分布図（超過確率 3%）＞ 
3-268 
 
図 3.7.2-40(1) 陸域浅発地震によるハザード（最大ケース）． 
＜2009 年版，Vs=600m/s の基盤上の最大速度（超過確率 6%）＞ 
3-269 
 
図 3.7.2-40(2) 陸域浅発地震によるハザード（最大ケース）． 
＜2008 年版，Vs=600m/s の基盤上の最大速度（超過確率 6%）＞ 
3-270 
 
図 3.7.2-40(3) 陸域浅発地震によるハザード（最大ケース）． 
＜Vs=600m/s の基盤上の最大速度の差の分布図（超過確率 6%）＞ 
3-271 
 
図 3.7.2-41(1) 陸域浅発地震によるハザード（最大ケース）． 
＜2009 年版，Vs=600m/s の基盤上の最大速度（超過確率 3%）＞ 
3-272 
 
図 3.7.2-41(2) 陸域浅発地震によるハザード（最大ケース）． 
＜2008 年版，Vs=600m/s の基盤上の最大速度（超過確率 3%）＞ 
3-273 
 
図 3.7.2-41(3) 陸域浅発地震によるハザード（最大ケース）． 














































図 3.7.2-45 地域別の地震動予測地図（北方四島）． 
3-283 














図 3.7.2-49 地域別の地震動予測地図（北海道後志支庁）． 
3-285 

























図 3.7.2-55 地域別の地震動予測地図（北海道胆振支庁）． 
3-288 











































































































































































































































































図 3.7.2-110 地域別の地震動予測地図（大東島地方）． 
3-316 
3.7.3 代表地点における震度 6 弱の 30 年超過確率 
わが国の主要地点における震度 6弱の 30年超過確率に
ついて，2008 年版の結果と 2009 年版の結果を比較する．
対象地点は，各都道府県の県庁所在都市の市役所位置な
らびに北海道の各支庁位置の合計 61 地点である． 
表 3.7.3-1 に 61 地点の地盤増幅率と震度 6 弱の 30 年超
過確率を示す．表には 2008 年版の結果も併記し，超過確

















図 3.7.3-3 は 2008 年版と 2009 年版の違いの要因を分析
したものである．case1 が 2008 年版の結果，case2 がそれ
を基に地盤増幅率と地震動評価式（距離減衰式のばらつ
きと速度・計測震度換算式）のみを更新した結果である．
また，case3 は case2 を基に震源を予め特定しにくい地震
を更新した結果，case4 は case3 を基に海溝型地震を更新
した結果，case5 は case4 を基に主要活断層帯とその他の
活断層を更新した結果である．case5 が 2009 年版に相当


















ドが高くなっている．case2 と case5 の結果がほぼ重なっ
ていることから，差の要因は地盤増幅率と地震動評価式
を更新したことであることがわかる．図（b）は長崎の結
果である．長崎でも case2 と case5 の結果がほぼ重なって













表 3.7.3-1 各地点の地盤増幅率と震度 6 弱の 30 年超過確率の比較（その 1）． 
地盤増幅率 震度 6 弱の 30 年超過確率 超過確率の差
地点名 
2008 年版 2009 年版 2008 年版 2009 年版 （2009-2008） 
札幌 1.36  1.31  5.4E-03 1.2E-02 6.7E-03 
青森 1.54  1.44  1.4E-02 2.0E-02 6.5E-03 
盛岡 1.04  1.13  1.5E-03 6.8E-03 5.2E-03 
仙台 1.04  1.03  2.8E-02 4.1E-02 1.2E-02 
秋田 1.54  2.21  1.5E-02 7.7E-02 6.1E-02 
山形 1.04  1.10  7.8E-03 2.3E-02 1.5E-02 
福島 1.04  1.19  1.2E-03 8.9E-03 7.7E-03 
水戸 1.52  1.86  8.3E-02 3.2E-01 2.3E-01 
宇都宮 1.09  1.30  2.8E-03 1.6E-02 1.3E-02 
前橋 1.11  1.19  9.1E-03 2.5E-02 1.6E-02 
さいたま 1.49  1.63  1.2E-01 2.3E-01 1.1E-01 
千葉 1.67  2.23  2.7E-01 6.4E-01 3.7E-01 
東京 1.35  1.44  1.1E-01 2.0E-01 8.3E-02 
横浜 1.67  2.19  3.3E-01 6.7E-01 3.4E-01 
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表 3.7.3-1 各地点の地盤増幅率と震度 6 弱の 30 年超過確率の比較（その 2）． 
地盤増幅率 震度 6 弱の 30 年超過確率 超過確率の差
地点名 
2008 年版 2009 年版 2008 年版 2009 年版 （2009-2008） 
新潟 1.88  1.85  3.4E-02 7.6E-02 4.3E-02 
富山 1.29  1.40  2.5E-02 5.7E-02 3.2E-02 
金沢 1.15  1.12  1.0E-02 1.8E-02 8.1E-03 
福井 1.45  2.19  1.4E-02 1.2E-01 1.0E-01 
甲府 1.85  1.06  8.2E-01 5.5E-01 -2.7E-01 
長野 0.95  1.04  5.7E-02 1.2E-01 6.5E-02 
岐阜 1.08  1.20  8.1E-02 1.7E-01 8.9E-02 
静岡 1.16  1.29  8.7E-01 9.0E-01 2.8E-02 
名古屋 1.28  1.28  3.8E-01 4.4E-01 6.7E-02 
津 1.48  2.21  6.3E-01 8.5E-01 2.3E-01 
大津 1.05  1.10  7.2E-02 1.2E-01 4.9E-02 
京都 1.08  1.22  6.5E-02 1.5E-01 8.0E-02 
大阪 1.45  2.15  2.3E-01 6.0E-01 3.6E-01 
神戸 1.27  1.40  8.2E-02 1.8E-01 9.6E-02 
奈良 1.03  2.05  1.6E-01 6.7E-01 5.1E-01 
和歌山 1.36  1.44  3.5E-01 4.8E-01 1.2E-01 
鳥取 1.45  1.75  7.5E-03 4.1E-02 3.4E-02 
松江 1.45  1.44  7.7E-03 2.1E-02 1.3E-02 
岡山 1.45  1.81  9.1E-02 2.2E-01 1.3E-01 
広島 1.45  1.71  1.0E-01 1.9E-01 9.2E-02 
山口 1.12  1.21  6.9E-03 3.0E-02 2.3E-02 
徳島 1.44  1.75  4.6E-01 6.0E-01 1.3E-01 
高松 1.33  1.75  2.1E-01 4.1E-01 1.9E-01 
松山 1.11  1.24  2.3E-01 3.3E-01 1.1E-01 
高知 1.39  2.18  5.4E-01 6.2E-01 8.0E-02 
福岡 1.45  1.81  2.3E-02 3.8E-02 1.6E-02 
佐賀 1.45  2.05  5.6E-03 5.0E-02 4.4E-02 
長崎 1.20  0.98  7.1E-03 1.3E-02 6.4E-03 
熊本 1.36  1.53  2.0E-02 7.1E-02 5.1E-02 
大分 1.45  2.25  1.6E-01 4.8E-01 3.3E-01 
宮崎 1.40  2.13  1.3E-01 4.6E-01 3.2E-01 
鹿児島 1.45  2.05  3.7E-02 1.6E-01 1.2E-01 
那覇 1.69  1.78  1.5E-01 2.5E-01 9.6E-02 
札幌市 1.39  1.32  5.5E-03 1.2E-02 6.6E-03 
函館市 1.04  1.07  1.5E-03 5.0E-03 3.5E-03 
江差町 1.04  0.90  1.3E-03 3.4E-03 2.1E-03 
倶知安町 1.05  1.97  9.8E-04 3.1E-02 3.0E-02 
岩見沢市 1.36  2.07  2.0E-02 4.6E-02 2.7E-02 
旭川市 1.08  1.14  3.3E-04 2.3E-03 2.0E-03 
留萌市 1.16  1.25  3.3E-03 9.8E-03 6.5E-03 
稚内市 1.54  1.52  5.2E-03 9.3E-03 4.1E-03 
網走市 1.54  1.11  1.7E-02 7.9E-03 -9.3E-03 
室蘭市 0.91  1.75  6.4E-04 2.8E-02 2.7E-02 
浦河町 1.54  0.99  3.3E-01 1.4E-01 -1.8E-01 
帯広市 1.25  1.25  8.4E-02 1.1E-01 2.4E-02 
釧路市 0.99  1.45  1.8E-01 4.6E-01 2.8E-01 
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なお，ここでは S 波速度が 600m/s の地盤を「詳細法工
学的基盤」と定義し，前章で述べた確率論的地震動予測












































確率分布（条件付超過確率，震度 5 弱以上，震度 5















象地震が発生した場合に震度 5 弱以上，震度 5 強以上，








長さが 20km 以上の主要活断層帯を対象として，2 章で
設定した巨視的震源特性に基づいて，微視的震源特性，






7 βπ ⋅⋅⋅= RA























リティの総面積が Somerville et al. (1999) に基づいて震






























る．セグメントの長さが 25km 未満の場合は 1 個，30km
以上の場合は 2 個，25km～30km の場合には 1 個または
2 個とする．断層帯が単一のセグメントから成り，その
長さが 25km～30km である場合は，アスペリティが 1 個
と 2 個の両方のモデルを設定する． 
 
 
b) アスペリティの総面積 Sa [km2] 
c) アスペリティ・背景領域の平均すべり量 Da, Db [m] 
アスペリティ全体の平均すべり量 Da は，震源断層モデ
ル全体の平均すべり量 Dmodel（m）のξ 倍とした 
modela DD ⋅= ξ  (4.3-4) 
（「レシピ」の(15)式）において，Somerville et al. (1999)，
石井・他（2000）に基づき，ξ=2 として求める．背景領


















MD −⋅=⋅= μμ  (4.3-7) 
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Fujii and Matsu’ura (2000) の研究成果を採り入れ，Δσ=3.1 





























b σγπσ ⋅⋅⋅⋅= ∑ irDW





e) fmax [Hz] 




ある，鶴来・他（1997）による fmax=6Hz とする． 
 
f) 平均破壊伝播速度 Vr [km/s] 
平均破壊伝播速度 Vr は，対象地域の詳しい情報が無い
限り，Geller (1976) による地震発生層の S 波速度  β
（km/s）との経験的関係式（「レシピ」の(24)式） 










































表 4.3-1 主要活断層帯における詳細法による強震動計算に用いたパラメータ（その 1）． 
L M M M S W D D L model W S D A S D S a /S S Dδ Δσ Δσ aw us ls model model model a a b0 b
km N･m km2 km km km 度 km km km2 2m MPa N･m/s km2 m MPa km2 m
0101 標津断層帯 52 7.7 5.26E+19 7.1 972.2 18.7 3 15 45 56 18 1008 1.7 4.0 1.99E+19 277.6 3.4 14.5 0.28 730.4 1.0
0201 十勝平野断層帯主部 84 - 2.26E+20 7.5 2016.0 24.0 4 19 45 84 24 2016 3.6 3.1 - 443.5 － 14.1 0.22 1572.5 －
0202 光地園断層 26 7.2 1.36E+19 6.7 495.1 19.0 3 20 45 28 18 504 0.9 2.9 1.27E+19 91.6 1.8 16.1 0.18 412.4 0.7
9901 サロベツ断層帯 44 7.6 3.80E+19 7.0 826.0 18.8 7 25 30 44 18 792 1.5 4.1 1.78E+19 227.0 3.0 14.5 0.29 565.0 0.9
0301 富良野平野断層帯西部 27 7.2 1.47E+19 6.7 513.4 19.0 2 15 45 28 18 504 0.9 3.1 1.30E+19 102.1 1.8 15.5 0.20 401.9 0.7
0302 富良野平野断層帯東部 25 7.2 1.26E+19 6.7 476.1 19.0 2 15 45 28 18 504 0.8 2.7 1.23E+19 81.7 1.6 16.7 0.16 422.3 0.6
0401 増毛山地東縁断層帯 60 7.8 6.96E+19 7.2 1118.4 18.6 3 20 45 64 18 1152 1.9 4.4 2.18E+19 353.0 － 14.2 0.31 799.0 －
0402 沼田－砂川付近の断層帯 38 7.5 2.85E+19 6.9 716.1 18.8 3 20 45 40 18 720 1.3 3.6 1.62E+19 172.0 2.6 15.1 0.24 548.0 0.9
0501 当別断層 20 7.0 8.17E+18 6.5 383.3 19.2 3 20 40 22 18 396 0.7 2.5 1.07E+19 58.1 1.4 17.3 0.15 337.9 0.5
0601 石狩低地東縁断層帯主部 66 － 1.23E+20 7.3 1487.0 － 7 30 45 68 24 1487 2.7 5.2 2.64E+19 581.1 5.4 13.3 0.39 905.9 0.9
0602 石狩低地東縁断層帯南部 23 7.1 1.07E+19 6.6 439.2 19.1 7 30 30 24 18 432 0.8 2.9 1.17E+19 78.5 1.6 16.0 0.18 353.5 0.6
0701 黒松内低地断層帯 32 7.3 2.04E+19 6.8 605.9 18.9 2 15 45 34 18 612 1.1 3.3 1.45E+19 128.7 2.2 15.6 0.21 483.3 0.8
0801 函館平野西縁断層帯 24 7.1 1.17E+19 6.6 457.9 19.1 2 15 45 26 18 468 0.8 2.8 1.20E+19 81.7 1.6 16.1 0.17 386.3 0.6
0901 青森湾西岸断層帯 31 7.3 1.92E+19 6.8 587.5 19.0 3 18 60 32 18 576 1.1 3.4 1.42E+19 128.7 2.2 15.2 0.22 447.3 0.7
1001 津軽山地西縁断層帯北部 16 6.8 5.28E+18 6.4 313.9 19.6 3 18 45 18 18 324 － － － － － － － － －
1002 津軽山地西縁断層帯南部 23 7.1 1.07E+19 6.6 439.2 19.1 3 18 45 24 18 432 0.8 2.9 1.17E+19 78.5 1.6 16.0 0.18 353.5 0.6
1101 折爪断層 47 7.6 4.32E+19 7.0 881.2 18.7 2 15 45 48 18 864 1.6 4.1 1.86E+19 248.8 3.2 14.4 0.29 615.2 1.0
10101 花輪東断層帯 19 7.0 7.40E+18 6.5 393.0 20.7 3 15 45 20 20 400 － － － － － － － － －
1201 能代断層帯 22 7.1 9.84E+18 6.6 420.6 19.1 3 18 45 24 18 432 0.7 2.7 1.14E+19 69.4 1.4 16.7 0.16 362.6 0.6
1301 北上低地西縁断層帯 62 7.8 7.42E+19 7.2 1155.2 18.6 3 14 35 64 18 1152 2.1 4.7 2.23E+19 387.1 － 13.8 0.34 764.9 －
1401 雫石盆地西縁断層帯 17 6.9 5.95E+18 6.4 339.7 20.0 2 14 45 18 18 324 － － － － － － － － －
1402 真昼山地東縁断層帯北部 21 7.0 8.98E+18 6.6 401.8 19.1 3 17 40 22 18 396 0.7 2.8 1.10E+19 66.5 1.4 16.6 0.17 329.5 0.6
1403 真昼山地東縁断層帯南部 17 6.9 5.95E+18 6.4 339.7 20.0 3 19 45 18 18 324 － － － － － － － － －
1501 横手盆地東縁断層帯北部 26 7.2 1.36E+19 6.7 495.1 19.0 3 17 25 28 18 504 0.9 2.9 1.27E+19 91.6 1.8 16.1 0.18 412.4 0.7
1502 横手盆地東縁断層帯南部 30 7.3 1.80E+19 6.8 568.8 19.0 3 15 45 32 18 576 1.0 3.2 1.39E+19 116.9 2.0 15.7 0.20 459.1 0.7
1601 北由利断層 30 7.3 1.80E+19 6.8 568.8 19.0 3 24 45 32 18 576 1.0 3.2 1.39E+19 116.9 2.0 15.7 0.20 459.1 0.7
1701 新庄盆地断層帯 23 7.1 1.07E+19 6.6 439.2 19.1 3 20 45 24 18 432 0.8 2.9 1.17E+19 78.5 1.6 16.0 0.18 353.5 0.6
1801 山形盆地断層帯北部 29 7.3 1.69E+19 6.8 550.7 19.0 4 16 45 30 18 540 1.0 3.3 1.36E+19 113.1 2.0 15.6 0.21 426.9 0.7
1802 山形盆地断層帯南部 31 7.3 1.92E+19 6.8 587.5 19.0 4 16 45 32 18 576 1.1 3.4 1.42E+19 128.7 2.2 15.2 0.22 447.3 0.7
1901 庄内平野東縁断層帯 38 7.5 2.85E+19 6.9 716.1 18.8 3 20 45 40 18 720 1.3 3.6 1.62E+19 172.0 2.6 15.1 0.24 548.0 0.9
2001 長町－利府線断層帯 40 7.5 3.15E+19 6.9 752.7 18.8 3 16 40 42 18 756 1.3 3.7 1.67E+19 186.3 2.6 15.0 0.25 569.7 0.9
2101 福島盆地西縁断層帯 57 7.8 6.30E+19 7.1 1064.1 18.7 2 15 45 60 18 1080 1.9 4.4 2.11E+19 333.3 － 14.0 0.31 746.7 －
2201 長井盆地西縁断層帯 51 7.7 5.06E+19 7.1 954.1 18.7 2 15 45 54 18 972 1.7 4.1 1.96E+19 271.7 3.4 14.6 0.28 700.3 1.0
2301 双葉断層 40 7.5 3.15E+19 6.9 752.7 18.8 2 19 90 42 18 756 1.3 3.7 1.67E+19 186.3 2.6 15.0 0.25 569.7 0.9
2401 会津盆地西縁断層帯 34 7.4 2.30E+19 6.8 642.9 18.9 2 20 45 36 18 648 1.1 3.4 1.51E+19 141.0 2.2 15.6 0.22 507.0 0.8
2402 会津盆地東縁断層帯 49 7.7 4.68E+19 7.0 917.5 18.7 2 18 45 50 18 900 1.7 4.2 1.91E+19 265.9 3.4 14.3 0.30 634.1 0.9
2501 櫛形山脈断層帯 16 6.8 5.28E+18 6.4 313.9 19.6 3 23 45 18 18 324 0.5 2.2 9.23E+18 40.7 1.0 17.5 0.13 283.3 0.5
2601 月岡断層帯 30 7.3 1.80E+19 6.8 568.8 19.0 3 24 55 32 18 576 1.0 3.2 1.39E+19 116.9 2.0 15.7 0.20 459.1 0.7
2701 長岡平野西縁断層帯 83 - 2.06E+20 7.5 1925.6 23.2 6 23 55 84 24 2016 3.3 3.1 - 443.5 － 14.1 0.22 1572.5 －
2901 鴨川低地断層帯 25 7.2 1.26E+19 6.7 476.1 19.0 2 18 90 26 18 468 0.9 3.0 1.23E+19 88.2 1.8 16.1 0.19 379.8 0.6
全アスペリティ 背景領域全体断層
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表 4.3-1 主要活断層帯における詳細法による強震動計算に用いたパラメータ（その 2）． 
L M M 0 M w S W D us D ls δ L model W model S model D model Δσ A S a D a Δσ a S a /S S b D b
km N･m km2 km km km 度 km km km2 m MPa N･m/s2 km2 m MPa km2 m
3001 関谷断層 38 7.5 2.85E+19 6.9 716.1 18.8 2 13 30 40 18 720 1.3 3.6 1.62E+19 172.0 2.6 15.1 0.24 548.0 0.9
3101 関東平野北西縁断層帯主部 82 - 1.44E+20 7.4 1607.2 19.6 5 20 60 82 20 1640 2.8 3.1 - 360.8 － 14.1 0.22 1279.2 －
3102 平井－櫛挽断層帯 23 7.1 1.07E+19 6.6 439.2 19.1 2 20 90 24 18 432 0.8 2.9 1.17E+19 78.5 1.6 16.0 0.18 353.5 0.6
3401 立川断層帯 33 7.4 2.17E+19 6.8 624.2 18.9 2 18 90 34 18 612 1.1 3.5 1.48E+19 141.0 2.2 15.1 0.23 471.0 0.8
3501 伊勢原断層 21 7.0 8.98E+18 6.6 401.8 19.1 1 15 60 22 18 396 0.7 2.8 1.10E+19 66.5 1.4 16.6 0.17 329.5 0.6
3601 神縄・国府津－松田断層帯 － 7.5 － － － － 3 10 － － － 631 － － － － － － － － －
3701 三浦半島断層群主部　衣笠・北武断層帯 14 － 1.41E+19 6.7 － － 3 15 45 28 18 504 0.9 3.0 1.28E+19 95.0 1.8 16.1 0.19 409.0 0.7
3702 三浦半島断層群主部　武山断層帯 11 － 7.21E+18 6.5 － － 3 15 45 20 18 360 0.6 2.6 1.02E+19 55.4 1.2 16.7 0.15 304.6 0.5
3703 三浦半島断層群南部 20 7.0 － － － － 3 15 90 20 12 240 － － － － － － － － －
3801 北伊豆断層帯 32 7.3 2.04E+19 6.8 605.9 18.9 3 11 90 36 10 360 1.8 3.1 - 79.2 3.6 14.1 0.22 280.8 1.3
3901 十日町断層帯西部 33 7.4 2.17E+19 6.8 624.2 18.9 5 25 45 34 18 612 1.1 3.5 1.48E+19 141.0 2.2 15.1 0.23 471.0 0.8
3902 十日町断層帯東部 19 7.0 7.40E+18 6.5 393.0 20.7 5 20 45 20 20 400 － － － － － － － － －
10401 曽根丘陵断層帯 32 7.3 2.04E+19 6.8 605.9 18.9 2 16 30 34 18 612 1.1 3.3 1.45E+19 128.7 2.2 15.6 0.21 483.3 0.8
4001 長野盆地西縁断層帯 58 7.8 6.50E+19 7.1 1081.4 18.6 4 18 45 60 18 1080 1.9 4.5 2.13E+19 346.4 3.8 14.0 0.32 733.6 1.0
40 62 20 1240
80 50 14 700
4202 糸魚川－静岡構造線断層帯南部 30 7.3 － － － － 2 15 45 30 20 600 － － － － － － － － －
4301 富士川河口断層帯 20 8.0 － － － － 3 10 45 20 8 160 － － － － － － － － －
40 30 18 540
90 14 16 224
4502 木曽山脈西縁断層帯主部南部 8 6.3 － － － － 3 20 90 9.4 9 84.6 － － － － － － － － －
4503 清内路峠断層帯 34 7.4 2.30E+19 6.8 642.9 18.9 2 16 90 38 16 608 1.2 3.7 1.51E+19 153.9 2.4 14.8 0.25 454.1 0.8
4601 境峠・神谷断層帯主部 47 7.6 4.32E+19 7.0 881.2 18.7 2 16 90 52 16 832 1.7 4.4 1.86E+19 260.2 3.4 14.0 0.31 571.8 0.9
4602 霧訪山－奈良井断層帯 28 7.2 1.57E+19 6.7 531.7 19.0 2 16 90 32 16 512 1.0 3.3 1.33E+19 109.4 2.0 15.4 0.21 402.6 0.7
4701 跡津川断層帯 69 7.9 9.13E+19 7.2 1281.4 18.6 2 16 90 74 16 1184 2.5 5.5 2.39E+19 490.9 － 13.2 0.41 693.1 －
4801 国府断層帯 27 － 8.55E+18 6.6 － － 2 17 90 28 14 392 0.7 2.7 1.08E+19 63.6 1.4 16.5 0.16 328.4 0.6
4802 高山断層帯 48 － 2.51E+19 6.9 － － 2 17 90 48 14 672 1.2 3.5 1.55E+19 153.9 2.4 15.3 0.23 518.1 0.8
4803 猪之鼻断層帯 24 － 6.28E+18 6.5 － － 2 17 90 24 14 336 0.6 2.5 9.78E+18 50.3 1.2 16.7 0.15 285.7 0.5
4901 牛首断層帯 54 7.7 5.67E+19 7.1 1009.6 18.7 2 16 90 58 16 928 2.0 4.9 2.04E+19 333.3 4.0 13.6 0.36 594.7 0.8
5001 庄川断層帯 67 7.9 8.63E+19 7.2 1245.7 18.6 2 15 90 72 14 1008 2.7 3.1 - 221.8 － 14.1 0.22 786.2 －
5101 伊那谷断層帯主部 79 8.0 1.19E+20 7.3 1462.3 18.5 2 20 70 80 18 1440 2.6 5.3 2.61E+19 581.1 － 13.1 0.40 858.9 －
5102 伊那谷断層帯南部 32 7.3 2.04E+19 6.8 605.9 18.9 2 20 60 34 18 612 1.1 3.3 1.45E+19 128.7 2.2 15.6 0.21 483.3 0.8
5201 阿寺断層帯主部北部 17 6.9 5.95E+18 6.5 339.7 20.0 2 17 90 20 16 320 0.6 2.5 9.60E+18 47.8 1.2 16.9 0.15 272.2 0.5
5202 阿寺断層帯主部南部 60 7.8 6.96E+19 7.2 1118.4 18.6 2 17 90 64 16 1024 2.2 5.1 2.18E+19 394.1 － 13.4 0.38 629.9 －
5203 佐見断層帯 25 7.2 1.26E+19 6.7 476.1 19.0 2 17 90 28 16 448 0.9 3.3 1.23E+19 95.0 1.8 15.3 0.21 353.0 0.7
5204 白川断層帯 31 7.3 1.92E+19 6.8 587.5 19.0 2 17 90 34 16 544 1.1 3.7 1.42E+19 132.7 2.2 15.1 0.24 411.3 0.8
5301 屏風山断層帯 15 6.8 4.65E+18 6.4 288.5 19.2 2 22 60 20 18 360 － － － － － － － － －
5302 赤河断層帯 23 7.1 1.07E+19 6.6 439.2 19.1 2 20 60 24 18 432 0.8 2.9 1.17E+19 78.5 1.6 16.0 0.18 353.5 0.6
40 38 18 684
90 22 18 396 0.35 699.9 －
全体断層 全アスペリティ 背景領域
2.18E+19 380.1 － 13.72 20 2.1 4.86.96E+19 7.2 1118.4 18.65303 恵那山－猿投山北断層帯 60 7.8




40 7.5 3.15E+19 6.9 752.7 18.8 2
2.82E+19 589.62 15 2.5 4.41.50E+20 7.4 － －4101 糸魚川－静岡構造線断層帯北部中部 112 －
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表 4.3-1 主要活断層帯における詳細法による強震動計算に用いたパラメータ（その 3）． 
L M M 0 M w S W D us D ls δ L model W model S model D model Δσ A S a D a Δσ a S a /S S b D b
km N･m km2 km km km 度 km km km2 m MPa N･m/s2 km2 m MPa km2 m
5304 猿投－高浜断層帯 51 7.7 5.06E+19 7.1 954.1 18.7 2 22 65 52 18 936 1.7 4.3 1.96E+19 153.9 － 31.4 0.16 782.1 －
5305 加木屋断層帯 35 7.4 2.43E+19 6.9 661.4 18.9 2 16 60 38 18 684 1.1 3.3 1.54E+19 145.3 － 15.6 0.21 538.7 －
10501 魚津断層帯 32 7.3 2.04E+19 6.8 605.9 18.9 3 18 43 34 18 612 1.1 3.3 1.45E+19 128.7 － 15.6 0.21 483.3 －
5501 邑知潟断層帯 44 7.6 3.80E+19 7.0 826.0 18.8 2 18 30 46 18 828 1.5 3.9 1.78E+19 221.7 3.0 14.5 0.27 606.3 0.9
5601 砺波平野断層帯西部 26 － 1.82E+19 6.8 572.0 － 4 20 45 26 22 572 1.0 3.2 1.39E+19 116.9 2.0 15.9 0.20 455.1 0.8
5602 砺波平野断層帯東部 21 7.0 8.98E+18 6.6 401.8 19.1 4 20 45 22 18 396 0.7 2.8 1.10E+19 66.5 1.4 16.6 0.17 329.5 0.6
5603 呉羽山断層 22 － 2.42E+19 6.9 659.6 － 4 20 45 30 22 660 1.2 3.5 1.53E+19 149.6 2.4 15.4 0.23 510.4 0.8
5701 森本・富樫断層帯 26 － 1.13E+19 6.6 450.7 － 4 18 45 26 20 520 0.7 2.3 1.19E+19 69.4 1.4 17.3 0.13 450.6 0.6
5801 福井平野東縁断層帯主部 45 7.6 3.97E+19 7.0 845.1 18.8 2 17 90 48 16 768 1.7 4.6 1.81E+19 254.5 3.4 13.8 0.33 513.5 0.8
5802 福井平野東縁断層帯西部 33 7.4 2.17E+19 6.8 624.2 18.9 2 17 90 36 16 576 1.2 3.9 1.48E+19 149.6 2.4 14.8 0.26 426.4 0.8
5901 長良川上流断層帯 29 7.3 1.69E+19 6.8 550.7 19.0 2 17 90 32 16 512 1.1 3.5 1.36E+19 120.8 2.2 15.0 0.24 391.2 0.7
6001 温見断層北西部 16 6.8 5.28E+18 6.4 313.9 19.6 2 13 90 20 12 240 － － － － － － － － －
6002 温見断層南東部 21 7.0 8.98E+18 6.6 401.8 19.1 2 18 90 22 18 396 0.7 2.8 1.10E+19 66.5 1.4 16.6 0.17 329.5 0.6
6003 濃尾断層帯主部根尾谷断層帯 30 7.3 1.80E+19 6.8 568.8 19.0 2 15 90 34 14 476 1.2 4.2 1.39E+19 141.0 2.4 14.3 0.30 335.0 0.7
6004 濃尾断層帯主部梅原断層帯 36 7.4 2.57E+19 6.9 679.5 18.9 2 19 90 40 18 720 1.1 3.3 1.56E+19 149.6 2.2 15.6 0.21 570.4 0.9
6005 濃尾断層帯主部三田洞断層帯 19 7.0 7.40E+18 6.5 393.0 20.7 2 19 90 22 18 396 － － － － － － － － －
6006 揖斐川断層帯 24 7.1 1.17E+19 6.6 457.9 19.1 2 15 90 28 14 392 1.0 3.6 1.20E+19 95.0 2.0 15.1 0.24 297.0 0.6
6007 武儀川断層帯 29 7.3 1.69E+19 6.8 550.7 19.0 2 19 90 32 18 576 0.9 3.0 1.36E+19 105.7 1.8 16.3 0.18 470.3 0.7
－ 1891年濃尾地震 76 8.0 1.10E+20 7.3 1408.1 18.5 2 22 65 80 14 1120 3.2 3.1 2.54E+19 246.4 － 14.1 0.22 873.6 －
6101 柳ヶ瀬・関ヶ原断層帯主部北部 48 7.6 4.50E+19 7.0 899.2 18.7 2 15 40 52 18 936 1.5 3.8 1.88E+19 243.3 3.0 14.7 0.26 692.7 1.0
6102 柳ヶ瀬・関ヶ原断層帯主部中部 12 6.6 － － － － 2 17 90 13 12 156 － － － － － － 　－ － －
6103 柳ヶ瀬・関ヶ原断層帯主部南部 45 7.6 3.97E+19 7.0 845.1 18.8 2 17 90 48 16 768 1.7 4.6 1.81E+19 254.5 3.4 13.8 0.33 513.5 0.8
6104 浦底－柳ヶ瀬山断層帯 25 7.2 1.26E+19 6.7 476.1 19.0 2 22 90 26 18 468 0.9 3.0 1.23E+19 88.2 1.8 16.1 0.19 379.8 0.6
6301 野坂断層帯 31 7.3 1.92E+19 6.8 587.5 19.0 2 17 90 34 16 544 1.1 3.7 1.42E+19 132.7 2.2 15.1 0.24 411.3 0.8
6302 集福寺断層帯 10 6.5 － － － － 2 17 90 9.6 10 96 － － － － － － 　－ － －
6401 湖北山地断層帯北西部 25 7.2 1.26E+19 6.7 476.1 19.0 2 22 90 26 18 468 0.9 3.0 1.23E+19 88.2 1.8 16.1 0.19 379.8 0.6
6402 湖北山地断層帯南東部 16 6.8 5.28E+18 6.4 313.9 19.6 2 16 90 20 16 320 － － － － － － － － －
6501 琵琶湖西岸断層帯 59 － 5.13E+19 7.1 960.3 － 3 18 70 60 16 960 1.7 4.2 1.97E+19 283.5 3.4 14.2 0.30 676.5 1.0
6701 養老－桑名－四日市断層帯 60 7.8 6.96E+19 7.2 1118.4 18.6 2 17 30 62 18 1116 2.0 4.6 2.18E+19 366.4 － 13.9 0.33 749.6 －
6801 鈴鹿東縁断層帯 47 7.6 4.32E+19 7.0 881.2 18.7 2 17 60 48 18 864 1.6 4.1 1.86E+19 248.8 3.2 14.4 0.29 615.2 1.0
6901 鈴鹿西縁断層帯 44 7.6 3.80E+19 7.0 826.0 18.8 1 20 35 46 18 828 1.5 3.9 1.78E+19 221.7 3.0 14.5 0.27 606.3 0.9
7001 頓宮断層 31 7.3 1.92E+19 6.8 587.5 19.0 1 17 65 32 18 576 1.1 3.4 1.42E+19 128.7 2.2 15.2 0.22 447.3 0.7
7101 布引山地東縁断層帯西部 33 7.4 2.17E+19 6.8 624.2 18.9 2 17 55 34 18 612 1.1 3.5 1.48E+19 141.0 2.2 15.1 0.23 471.0 0.8
7102 布引山地東縁断層帯東部 48 7.6 4.50E+19 7.0 899.2 18.7 2 20 45 50 18 900 1.6 4.1 1.88E+19 254.5 3.2 14.4 0.28 645.5 1.0
7201 木津川断層帯 31 7.3 1.92E+19 6.8 587.5 19.0 1 14 50 32 18 576 1.1 3.4 1.42E+19 128.7 2.2 15.2 0.22 447.3 0.7
7301 三方断層帯 26 7.2 1.36E+19 6.7 495.1 19.0 1 16 60 28 18 504 0.9 2.9 1.27E+19 91.6 1.8 16.1 0.18 412.4 0.7
7302 花折断層帯北部 26 7.2 1.36E+19 6.7 495.1 19.0 1 20 90 30 18 540 0.8 2.7 1.27E+19 84.9 1.6 16.8 0.16 455.1 0.7
7303 花折断層帯中南部 35 7.4 2.43E+19 6.9 661.4 18.9 1 20 90 38 18 684 1.1 3.3 1.54E+19 145.3 － 15.6 0.21 538.7 －
7401 山田断層帯主部 33 7.4 2.17E+19 6.8 624.2 18.9 1 15 90 38 16 608 1.1 3.5 1.48E+19 141.0 2.2 15.2 0.23 467.0 0.8
7402 郷村断層帯 34 7.4 2.30E+19 6.8 642.9 18.9 1 16 90 38 16 608 1.2 3.7 1.51E+19 153.9 2.4 14.8 0.25 454.1 0.8
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表 4.3-1 主要活断層帯における詳細法による強震動計算に用いたパラメータ（その 4）． 
L M M 0 M w S W D us D ls δ L model W model S model D model Δσ A S a D a Δσ a S a /S S b D b
km N･m km2 km km km 度 km km km2 m MPa N･m/s2 km2 m MPa km2 m
7501 奈良盆地東縁断層帯 35 7.4 2.43E+19 6.9 661.4 18.9 1 15 55 36 18 648 1.2 3.6 1.54E+19 153.9 2.4 15.1 0.24 494.1 0.8
7601 有馬－高槻断層帯 55 7.7 5.87E+19 7.1 1027.4 18.7 1 16 90 60 16 960 2.0 4.8 2.06E+19 339.8 － 13.6 0.35 620.2 －
7701 生駒断層帯 38 7.5 2.85E+19 6.9 716.1 18.8 2 15 35 40 18 720 1.3 3.6 1.62E+19 172.0 2.6 15.1 0.24 548.0 0.9
7801 上林川断層 26 7.2 1.36E+19 6.7 495.1 19.0 1 15 90 30 16 480 0.9 3.1 1.27E+19 95.0 1.8 15.9 0.20 385.0 0.7
7802 三峠断層 26 7.2 1.36E+19 6.7 495.1 19.0 1 15 90 30 16 480 0.9 3.1 1.27E+19 95.0 1.8 15.9 0.20 385.0 0.7
90 30 18 540
45 18 18 324
六甲・淡路島断層帯主部
六甲山地南縁－淡路島東岸区間
7902 六甲・淡路島断層帯主部淡路島西岸 23 7.1 1.07E+19 6.6 439.2 19.1 1 16 80 28 16 448 0.8 2.8 1.17E+19 75.4 1.6 16.4 0.17 372.6 0.6
7903 先山断層帯 12 6.6 － － － － 1 16 45 11 11 121 － － － － － － － － －
8001 上町断層帯 42 7.5 3.47E+19 7.0 790.1 18.8 2 15 70 46 16 736 1.5 4.2 1.73E+19 216.4 3.0 14.4 0.29 519.6 0.9
9701 伊勢湾断層帯主部北部 25 7.2 1.26E+19 6.7 476.1 19.0 3 23 65 26 18 468 0.9 3.0 1.23E+19 88.2 1.8 16.1 0.19 379.8 0.6
9702 伊勢湾断層帯主部南部 17 6.9 5.95E+18 6.4 339.7 20.0 2 19 45 18 18 324 － － － － － － － － －
9703 白子－野間断層 21 7.0 8.98E+18 6.6 401.8 19.1 2 21 60 22 18 396 0.7 2.8 1.10E+19 66.5 1.4 16.6 0.17 329.5 0.6
9801 大阪湾断層帯 39 7.5 3.00E+19 6.9 734.7 18.8 4 15 70 44 12 528 1.8 6.0 1.65E+19 248.8 3.6 12.8 0.47 279.2 0.2
8101 金剛山地東縁－和泉山脈南縁 72 － 5.19E+19 7.1 966.0 － 4 15 43 72 16 966 1.7 4.2 1.98E+19 283.5 3.4 14.4 0.29 682.5 1.0
8102 紀淡海峡－鳴門海峡 51 7.7 5.06E+19 7.1 954.1 18.7 4 15 30 54 18 972 1.7 4.1 1.96E+19 271.7 3.4 14.6 0.28 700.3 1.0
8103 讃岐山脈南縁－石鎚山脈北縁東部 131 － 3.41E+20 7.6 3196.4 24.4 4 16 35 132 24 3168 3.4 3.1 － 697.0 － 14.1 0.22 2471.0 －
8103 讃岐山脈南縁－石鎚山脈北縁東部※ 131 － 5.06E+19 7.4 － － 4 16 35 136 18 2448 － 3.1 － 538.6 － 14.1 0.22 1909.4 －
8104 石鎚山脈北縁 30 7.3 1.80E+19 6.8 568.8 19.0 4 17 90 34 14 476 1.2 4.2 1.39E+19 141.0 2.4 14.3 0.30 335.0 0.7
8105 石鎚山脈北縁西部－伊予灘 129 － 1.81E+20 7.4 1806.0 14.0 4 16 90 130 14 1820 3.2 3.1 － 400.4 － 14.1 0.22 1419.6 －
8105 石鎚山脈北縁西部－伊予灘※ 129 － 1.66E+20 7.4 － － 4 16 90 138 14 1932 － 3.1 － 425.0 － 14.1 0.22 1507.0 －
8201 那岐山断層帯 32 － 3.85E+19 7.0 831.9 － 2 21 45 32 26 832 1.5 3.9 1.79E+19 221.7 3.0 14.6 0.27 610.3 0.9
8202 山崎断層帯主部北西部 52 － 4.87E+19 7.1 935.7 － 2 21 90 52 18 936 1.7 4.1 1.94E+19 265.9 3.4 14.6 0.28 670.1 1.0
8203 山崎断層帯主部南東部 30 － 1.62E+19 6.7 539.7 － 2 21 90 30 18 540 1.0 3.2 1.34E+19 109.4 2.0 15.6 0.20 430.6 0.7
- 山崎断層帯主部南東部・草谷断層 44 － 3.49E+19 7.0 792.1 － 2 21 90 44 18 792 1.4 3.8 1.73E+19 206.1 2.8 14.6 0.26 585.9 0.9
- 山崎断層帯大原・土万・安富・主部南東部 80 － 1.15E+20 7.3 1437.9 － 2 21 90 80 18 1440 2.6 3.1 － 316.8 5.2 14.4 0.22 1123.2 1.8
8204 草谷断層 13 6.7 － － － － 2 21 90 12 12 144 － － － － － － － － －
8401 長尾断層帯 24 7.1 1.17E+19 6.6 457.9 19.1 3 12 35 26 18 468 0.8 2.8 1.20E+19 81.7 1.6 16.1 0.17 386.3 0.6
8701 五日市断層 20 7.0 8.17E+18 6.5 383.3 19.2 2 23 90 22 18 396 0.7 2.5 1.07E+19 58.1 1.4 17.3 0.15 337.9 0.5
8702 己斐－広島西縁断層帯 10 6.5 － － － － 2 25 90 9.7 10 97 － － － － － － － － －
8801 岩国断層帯 44 7.6 3.80E+19 7.0 826.0 18.8 2 18 90 46 18 828 1.5 3.9 1.78E+19 221.7 3.0 14.5 0.27 606.3 0.9
9001 菊川断層帯 44 7.6 3.80E+19 7.0 826.0 18.8 2 16 90 48 16 768 1.6 4.4 1.78E+19 237.8 3.2 14.1 0.31 530.2 0.9
10601 周防灘断層群主部 44 7.6 3.80E+19 7.0 826.0 18.8 2 18 90 46 18 828 1.5 3.9 1.78E+19 221.7 3.0 14.5 0.27 606.3 0.9
10602 秋穂沖断層帯 23 7.1 1.07E+19 6.6 439.2 19.1 2 18 90 24 18 432 0.8 2.9 1.17E+19 78.5 1.6 16.0 0.18 353.5 0.6
10603 宇部南方沖断層帯 22 7.1 9.84E+18 6.6 420.6 19.1 2 18 90 24 18 432 0.7 2.7 1.14E+19 69.4 － 16.7 0.16 362.6 －
9101 西山断層帯 31 7.3 1.92E+19 6.8 587.5 19.0 2 16 90 36 16 576 1.1 3.4 1.42E+19 128.7 2.2 15.2 0.22 447.3 0.7
9201 別府湾－日出生断層帯東部 43 7.6 3.64E+19 7.0 808.4 18.8 3 14 60 48 14 672 1.7 5.1 1.76E+19 254.5 3.4 13.4 0.38 417.5 0.7
9202 別府湾－日出生断層帯西部 32 7.3 2.04E+19 6.8 605.9 18.9 3 14 60 36 14 504 1.3 4.4 1.45E+19 158.4 2.6 14.0 0.31 345.6 0.7
13.6 0.36 856.7 1.14.8 2.43E+19 475.3 4.674 18 1332 2.318.6 1 16 60
0.30 603.8 －
7901 71 7.9 9.67E+19 7.3 1318.2
1.88E+19 260.2 － 14.31 19 1.7 4.34.50E+19 7.0 899.2 18.77803 京都西山断層帯 48 7.6
全アスペリティ 背景領域全体断層
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表 4.3-1 主要活断層帯における詳細法による強震動計算に用いたパラメータ（その 5）． 
L M M 0 M w S W D us D ls δ L model W model S model D model Δσ A S a D a Δσ a S a /S S b D b
km N･m km2 km km km 度 km km km2 m MPa N･m/s2 km2 m MPa km2 m
9203 大分平野－由布院断層帯東部 27 7.2 1.47E+19 6.7 513.4 19.0 3 14 60 32 14 448 1.0 3.8 1.30E+19 113.1 2.0 15.0 0.25 334.9 0.7
9204 大分平野－由布院断層帯西部 14 6.7 4.08E+18 6.3 264.2 18.9 3 14 60 18 14 252 0.5 2.4 8.47E+18 36.3 1.0 17.1 0.14 215.7 0.4
9205 野稲岳－万年山断層帯 30 7.3 1.80E+19 6.8 568.8 19.0 3 14 60 34 14 476 1.2 4.2 1.39E+19 141.0 2.4 14.3 0.30 335.0 0.7
9206 崩平山－亀石山断層帯 34 7.4 2.30E+19 6.8 642.9 18.9 3 14 60 38 14 532 1.4 4.6 1.51E+19 176.7 2.8 13.8 0.33 355.3 0.7
9301 布田川・日奈久断層帯北東部 27 7.2 1.47E+19 6.7 513.4 19.0 3 16 90 32 14 448 1.0 3.8 1.30E+19 113.1 2.0 15.0 0.25 334.9 0.7
9302 布田川・日奈久断層帯中部 47 7.6 4.32E+19 7.0 881.2 18.7 3 16 60 52 16 832 1.7 4.4 1.86E+19 260.2 3.4 14.0 0.31 571.8 0.9
9302 布田川・日奈久断層帯南西部 27 7.2 1.47E+19 6.7 513.4 19.0 3 16 60 32 16 512 0.9 3.1 1.30E+19 98.5 1.8 16.0 0.19 413.5 0.7
9302 布田川・日奈久断層帯中部南西部同時 74 7.9 1.05E+20 7.3 1372.6 18.5 3 16 60 84 16 1344 2.5 5.2 2.50E+19 522.8 － 13.3 0.39 821.2 －
10801 警固断層帯北西部 25 － 1.12E+19 6.6 － － 3 19 87 28 16 448 0.8 2.9 1.19E+19 80.0 1.6 16.1 0.18 368.0 0.6
10802 警固断層帯南東部 27 7.2 1.47E+19 6.7 513.4 19.0 2 17 90 32 16 512 0.9 3.1 1.30E+19 112.6 1.8 14.1 0.22 399.4 0.7
9401 水縄断層帯 26 7.2 1.36E+19 6.7 495.1 19.0 3 14 60 30 14 420 1.0 3.8 1.27E+19 109.4 2.0 14.8 0.26 310.6 0.7
9501 雲仙断層帯北部 30 7.3 1.80E+19 6.8 568.8 19.0 3 18 60 32 18 576 1.0 3.2 1.39E+19 116.9 2.0 15.7 0.20 459.1 0.7
9502 雲仙断層帯南東部 23 7.1 1.07E+19 6.6 439.2 19.1 3 18 60 26 18 468 0.7 2.6 1.17E+19 72.4 1.4 16.7 0.15 395.6 0.6
9503 雲仙断層帯南西部北部 31 7.3 1.92E+19 6.8 587.5 19.0 3 18 60 34 18 612 1.0 3.1 1.42E+19 116.9 2.0 16.1 0.19 495.1 0.8
9504 雲仙断層帯南西部南部 23 7.1 1.07E+19 6.6 439.2 19.1 3 18 60 26 18 468 0.7 2.6 1.17E+19 72.4 1.4 16.7 0.15 395.6 0.6
9601 出水断層帯 20 7.0 8.17E+18 6.5 383.3 19.2 3 15 45 22 18 396 0.7 2.5 1.07E+19 58.1 1.4 17.3 0.15 337.9 0.5
10901 人吉盆地南縁断層 22 7.1 9.84E+18 6.6 420.6 19.1 2 17 60 24 18 432 0.7 2.7 1.14E+19 69.4 1.4 16.7 0.16 362.6 0.6
全アスペリティ 背景領域全体断層
 
L: 断層の長さ，   M: マグニチュード，  M0: 地震モーメント，  Mw: モーメントマグニチュード， 
S: 断層面積，   W: 断層面の幅，   Dus: 断層面の上端深さ，  Dls: 地震発生層の下端深さ， 
δ: 断層面の傾斜角，   Lmodel: 断層モデルの長さ，  Wmodel: 断層モデルの幅，  Smodel: 断層モデルの面積， 
橙  ： セグメント分割がされている断層（全アスペリティ及び背景領域の平均すべり量はセグメントごとに異なるため未記載）． 
ピンク： 断層面全体の静的応力降下量に Fujii and Matsu’ura (2000) を適用（長大断層，強震動評価のモデル以外に対する）． 
黄色 ： 2005 年～2008 年版の確率論的地震動予測地図で用いてきたモデルを踏襲した断層（詳細法の計算は行わない）． 
Dmodel: 断層モデルの平均すべり量， Δσ: 静的応力降下量，  A: 加速度震源スペクトルの短周期レベル， 
薄藤色： 屈曲した断層面が地中で連続するように設定した断層（二通りの微視的パラメータ設定を行っている）． 
Sa: アスペリティの総面積，  Da: アスペリティの平均すべり量， Δσa: アスペリティの静的応力降下量， 
緑  ： 詳細法の計算を行う短い断層（特例的に「レシピ」を外挿することにより微視的パラメータを設定）． 
Sa/S: アスペリティ面積／断層面積の比， Sb: 背景領域の面積，  Db: 背景領域の平均すべり量． 
水色 ： 強震動評価（強震動予測手法の検証）のモデルに基づいて設定． 
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注）※は区間分割合算法（調整法Ⅱ）によって設定されたパラメータである． 
灰色 ： 詳細法の計算を行わない短い断層． 

























そこで本検討では，この Matsubara et al. (2008)の成果を








図 4.4-1 地下構造モデルの模式図（「レシピ」より）． 
 
    
図 4.4.1-1 Matsubara et al. (2008) に基づく地震基盤以深の地殻構造モデル（各層上面の深さ分布）． 
 
 
表 4.4.1-1 地震基盤以深の地殻構造モデルの物性値．Q 値は差分法計算で用いた周波数 1Hz での値（4.5.2 節参照）． 
区分 P 波速度 [km/s] S 波速度 [km/s] 密度 [g/cm3] Qp, Qs 
1 5.8 3.4 2.70 300 
2 6.5 3.8 2.80 300 
3 7.2 4.2 2.90 300 
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4.4.2 深部地盤モデル 







4.4.2-1 に示すような 33 層から成る三次元構造として表
現されている．ただし，本検討における強震動計算では，
詳細法工学的基盤を S 波速度が 600m/s の層と定めたた









表 4.4.2-1 深部地盤モデルにおける物性値．Q 値は本検討における差分法で用いた周波数 1Hz での値（4.5.2 節参照），
及び統計的グリーン関数法で用いた値（一定値）． 
層区分 P 波速度 [km/s] S 波速度 [km/s] 密度 [g/cm3] Qp, Qs 旧層区分*
1 1.6 0.35 1.85 60 - 
2 1.7 0.40 1.85 60 - 
3 1.8 0.45 1.9 60 - 
4 1.8 0.50 1.9 60 - 
5 1.8 0.55 1.9 60 - 
6 2.0 0.60 1.9 100 第 1 層 
7 2.0 0.65 1.95 100 - 
8 2.1 0.70 2.0 100 - 
9 2.1 0.75 2.0 100 - 
10 2.2 0.80 2.0 100 - 
11 2.3 0.85 2.05 100 - 
12 2.4 0.90 2.05 100 - 
13 2.4 0.95 2.1 150 - 
14 2.5 1.00 2.1 150 - 
15 2.5 1.1 2.15 150 第 2 層 
16 2.6 1.2 2.15 150 - 
17 2.7 1.3 2.2 150 - 
18 3.0 1.4 2.25 150 第 3 層 
19 3.2 1.5 2.25 150 - 
20 3.4 1.6 2.3 150 - 
21 3.5 1.7 2.3 150 第 4 層 
22 3.6 1.8 2.35 150 - 
23 3.7 1.9 2.35 150 - 
24 3.8 2.0 2.4 200 - 
25 4.0 2.1 2.4 200 第 5 層 
26 4.0 2.1 2.4 200 第 6 層 
27 5.0 2.7 2.5 300 第 7 層 
28 4.6 2.9 2.55 300 - 
29 5.0 2.7 2.5 300 - 
30 5.5 3.1 2.6 300 第 8 層 
31 5.5 3.2 2.65 300 - 
32 5.7 3.3 2.7 300 - 




    
 
    
 
       
 
図 4.4.2-1 深部地盤モデルの各層上面深さ分布（その 1）． 
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図 4.4.2-1 深部地盤モデルの各層上面深さ分布（その 2）． 
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図 4.4.2-1 深部地盤モデルの各層上面深さ分布（その 3）． 
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南鳥島を含む北緯 20.41875 度～45.5541667 度，東経
122.934375 度～153.9875 度の地域である． 
メッシュの区分方法は，「統計に用いる標準地域メッシ
ュ及び標準地域メッシュ･コード（昭和 48 年 7 月 12 日行
政管理庁告示第 143 号）の 4 分の 1 地域メッシュに準拠





























以上のようにして，表 4.4.3-1 に示す 1～24 の地形分類
コードが与えられたメッシュの合計は，5,955,179 メッシ
ュである．図 4.4.3-1 にサンプル画像を示す．  
 
（３）地表から深さ 30m までの地盤の平均 S 波速度の推
定 
 松岡・他（2005）は，日本全国の任意の地点での深さ
30m までの地盤の平均 S 波速度（AVS30）を推定するた
めに，S 波速度に関する調査資料が得られている全国約










を，表 4.4.3-2 には回帰係数と標準偏差を示す． 
log AVS30 = a + b log Ev + c log Sp + d log Dm ± σ 
 (4.4.3-1) 
ここで，a, b, c, d は回帰係数，σ は標準偏差，Ev は標高
（単位:メートル），Sp は傾斜（正接の値を 1000 倍した
もの），Dm は，第三紀およびそれ以前の地質からなる山
地・丘陵までの距離（単位はキロメートル）である． 




























表 4.4.3-1 地形分類コードと分類基準（その 1；若松・松岡，2008）． 
No. 微地形区分 定義・特徴 対応する地質・土質


























































































表 4.4.3-1 地形分類コードと分類基準（その 2；若松・松岡，2008）． 
No. 微地形区分 定義・特徴 対応する地質・土質
20 埋立地 水面下の部分を盛土により陸化させたもの．標高は水面よりも高い． 未改良の場合はゆるい
埋土の砂質土． 














図 4.4.3-1 地形･地盤分類 250m メッシュマップ全国版のサンプル画像（若松・松岡，2008）． 
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ている（例えば，Aoi and Fujiwara, 1999, Pitarka, 1999）．














































ht <Δ  (4.5.1.1-1) 
r
r V





















間隔を 100m としている．(4.5.1.1-2)式における vmin は詳
細法工学的基盤の S 波速度（600m/s）であることから





るため，Cerjan et al. (1985)による． 4.5.1.2 統計的グリーン関数法 
















と J0 は，Aoi and Fujiwara (1999) に従い，領域Ⅰ（浅部）
については 0.005 と 60，領域Ⅱ（深部）については 0.015




数に比例し，P 波と S 波で同じであると仮定されている
（表 4.4.1-1 及び表 4.4.2-1 参照）． 
震源のモデル化は，応力項にモーメントを加える方法







































ε  (4.5.1.1-4) 
 一方，Boore (1983)は，それまで最大加速度などの最大
値を予測するために用いられていた Hanks and McGuire 





















f σβπ  (4.5.1.2-4)  本検討では，壇・佐藤（1998）及び壇・他（2000）による統計的グリーン関数法を適用して，短周期成分の強
震動波形計算を行う．以下にその概要を示す． 2





























































































































































② 時刻歴波形に  (4.5.1.2-7)式の経時特性をかけ，フー
リエ変換することにより位相情報を得る． 





















































)()( ，  (4.5.1.2-10) )()()( fufFfu spqpq ⋅=
と表される．ここで，l は大地震に関する添え字を表し，





























































































































ｍの平均 S 波速度 AVS30（m/s）（図 4.4.3-2）から，藤本・
翠川（2006）による経験的関係式（「レシピ」の(32)式） 








シュで行う．このため，波形計算地点である 1 つの 1km






























































































 詳細法による評価結果を図 4.6.1-1～図 4.6.1-490 に示
す．各図はそれぞれ，地震動分布の地図（その 1），代表
地点の速度波形（その 2），代表地点の擬似速度応答スペ





























Ⅲσ  (4.5.5-2) 
簡便法による評価結果を図 4.6.1-491～図 4.6.1-661 に
示す．各図はそれぞれ，地震動分布の地図（その 1），条
件付超過確率分布の地図（その 2），の 2 種類から成る． 
 
4.6.2 海溝型及び日本海東縁の地震 
（(3.5.5-2) 式に同じ，図 3.5.5-2 の赤線参照）を適用する．  簡便法による評価結果を図 4.6.2-1～図 4.6.2-25 に示す．
各図はそれぞれ， 地震動分布の地図（その 1），条件付








る行政区界は 2009 年 1 月 1 日現在のものである． 
  
4.6 評価結果  
 
表 4.5.5-1 簡便法における計算手法の適用一覧． 
地震 距離減衰式 地震 
カテゴリー
最大速度⇔
計測震度 係数 補正 ばらつき 
主要活断層帯に発生する固有地震 Ⅲ 地殻 － 距離 藤 
択捉島沖の地震 Ⅰ P 間 北日本 振幅 翠 
色丹島沖の地震 Ⅰ P 間 北日本 振幅 翠 
根室沖の地震 Ⅰ P 間 北日本 振幅 翠 
十勝沖の地震 Ⅰ P 間 北日本 振幅 翠 
十勝沖～根室沖の連動地震 Ⅰ P 間 北日本 振幅 翠 
宮城県沖地震（A1，A2） Ⅰ P 間 北日本 振幅 翠 
三陸沖南部海溝寄りの地震（B） Ⅰ P 間 北日本 振幅 翠 
宮城県沖の連動地震 Ⅰ P 間 北日本 振幅 翠 
三陸沖北部のプレート間大地震 Ⅰ P 間 北日本 振幅 翠 
茨城県沖のプレート間の固有地震 Ⅱ P 間 北日本 振幅 翠 
北海道西方沖の地震 Ⅲ P 間 － 距離 藤 
北海道南西沖の地震 Ⅲ P 間 － 距離 藤 
青森県西方沖の地震 Ⅲ P 間 － 距離 藤 
山形県沖の地震 Ⅲ P 間 － 距離 藤 
新潟県北部沖の地震 Ⅲ P 間 － 距離 藤 
大正型関東地震  Ⅰ P 間 － 振幅 翠 
想定東海地震 Ⅰ P 間 － 振幅 翠 
東南海地震 Ⅰ P 間 － 振幅 翠 
南海地震 Ⅰ P 間 － 振幅 翠 
東南海～想定東海の連動地震 Ⅰ P 間 － 振幅 翠 
南海～東南海の連動地震 Ⅰ P 間 － 振幅 翠 
南海～東南海～想定東海の連動地震 Ⅰ P 間 － 振幅 翠 
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ステーション J-SHIS」（以下 J-SHIS と呼ぶ）として平成
17 年 5 月 9 日より運用を開始した(http://www.j-shis.bosai. 
go.jp)． 













































































































OGC(Open Geospatial Consortium, Inc)が，空間データモデ
ルやその表現形式，GIS 対応ソフトウエアの連携方法な
どについて標準規格を「OpenGIS®」として整備を進め
ている．特に，WMS(Web Mapping Service)や WFS(Web 


































































4 種類のみである．同様なサービスとして Yahoo! Maps
等がある． 



























Interface Library 等） 
特に，OpenLayers（http://openlayers.org/）は様々な種
類の地図や GIS 情報を Web 上で重ねて表現することがで
きるオープンソースライブラリであり，WMS，WFS と
いった OpenGIS®が定めるネットワーク上の数値地図利
用の仕組み，GML(Geography Markup Language)等の GIS
ファイル，ka-Map/MapServer/MapGuide 等のアプリケー


















Web インタフェース，GIS や Web マッピングに関するオ
ープンソースソフトウエアを選定した． 
 









z 250m メッシュに対応した地震動予測地図閲覧機能 
z 地図のスムーズスクロール機能（移動・拡大/縮小） 





z 全ての 3 次メッシュにおけるハザードカーブ表示/
ダウンロード機能 
z WMS による地図配信機能（試験運用） 
z WFS による地理空間情報配信機能（試験運用） 
 

























































ース，最大ケースそれぞれに関して，震度 5 弱，5 強，6
弱，6 強以上の揺れ見見舞われる確率で最も高い確率と
なる地震カテゴリーを示す地図である．2008 年版に関し
ては 30 年で震度 5 強，6 強以上の揺れに見舞われる確率
の影響度を表す地図はない． 
条件付超過確率地図は，指定した地震が発生した場合













表層地盤地図は全国約 250m メッシュ（1/4 メッシュ）










表 5.4.1-1  J-SHIS における地図情報． 
地図情報 説明 
確率論的地震動予測地図 約 250m メッシュ全国版確率論的地震動予測地図（図 5.4.1-1） 
地震カテゴリー別地図 四分位による超過確率ランク地図（図 5.4.1-2） 
影響度 最大影響度の領域図（図 5.4.1-3） 
条件付超過確率 指定した地震が発生した場合の，ある震度を超過する確率地図と計測震
度の期待値地図（図 5.4.1-4） 
想定地震地図 震源断層を特定した地震動予測地図（図 5.4.1-5） 










図 5.4.1-1 確率論的地震動予測地図． 
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図 5.4.1-7 深部地盤． 
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J-SHIS の一般ユーザ向け機能は，J-SHIS Web システム










J-SHIS 内で定義されたレイヤコードを指定することにより WEB インタフェ





検索し WEB インタフェース上に表示するサービス（図 5.4.1-9） 























































































































ドに対応した 30 年経過で震度 5 弱/5 強/6 弱/6 強以上となる確率値，3%
及び 6%となる計測震度値，地表最大速度値，工学的基盤最大速度値，
50 年経過で 2%，5%，10%，39%となる計測震度値，地表最大速度値，

























度 5 弱/5 強/6 弱/6 強以上となる確率値，地表の計測震度期待値を記述し
























対象地震（主要活断層帯）毎に PDF ファイルとして提供を行う． 
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ド，30m 平均 S 波速度値，増幅率値（Vs=400m/s から地表までの最大速






ータを作成した．各ファイルは 3 次メッシュに対する 1～33 層上面の標










































2009 年 1 月 1 日基準確率論的地震動予測地図のハザード
カーブレコード数及び地図データレコード数を表 5.4.3-1，
表 5.4.3-2 に示す． 
条件付超過確率地図の基礎データとして，出力結果の















ド数を表 5.4.3-4 に示す． 
表層地盤地図の基礎データとして，2005 年版から 2008
年版まで利用した 3 次メッシュ単位の表層地盤情報及び












ている．データレコード数を表 5.4.3-6 に示す． 
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表 5.4.3-1 2009 年版におけるハザードカーブレコード数． 
項目 データ数 備考 
3 次メッシュコード 384948 日本全国陸域を覆う 3 次メッシュコード数 
地震種類 40 内最大ケース 3 
経過年の種類 2 30 年，50 年 







表 5.4.3-2 2009 年版における地図データレコード数． 
項目 データ数 備考 
250m メッシュコード 5955180 日本全国陸域を覆う 250m メッシュコード数 
地震種類 4 平均ケース：「地震カテゴリーⅠ，Ⅱ，Ⅲ」，最
大ケース：「地震カテゴリーⅢ」 
地図種類 22 30 年超過確率(4) 






表 5.4.3-3 条件付超過確率における地図データレコード数． 
項目 データ数 備考 
250m メッシュコード ― 各想定地震により異なる 
計算地震数 369 主要活断層帯，その他の活断層，海溝型地震 




表 5.4.3-4 想定地震地図における地図データレコード数． 
項目 データ数 備考 
250m メッシュコード ― 各想定地震により異なる 
想定地震数 149 主要活断層帯（全 484 ケース） 




表 5.4.3-5 表層地盤における地図データレコード数． 
項目 データ数 備考 
250m メッシュコード 6168976(2008 年版) 
6208787(2009 年版) 
微地形区分 0（30m 平均 S 波速度 0）も含む 






表 5.4.3-61 深部地盤における地図データレコード数． 
項目 データ数 備考 
3 次メッシュコード 2701360 海域を含む 












































J-SHIS システムは Redhat Linux ES5 上で動作するシス
テムとして構築されている．全てのアプリケーションは

















表 5.4.4-1 ハードウエア構成一覧． 
項目 構成品 数量 
ProLiant DL380 G5 1 
(1)Quad Core Intel® X-X5460 3.16 GHz 2x6MB L2  2 
(2)2GB PC2-5300 FB-DIMM DDR2-667 4 
サーバ A 
(3)146GB ホットプラグ対応 10krpm 2.5” SAS ハードディスクドライブ 3 
StorageWorks MSA60 2 
(1)Smart アレイ P800/512 BBWC コントローラ 2 
(2)Modular Smart Array60 2 
ストレージ
A 
(3)1TB ハードディスクドライブ(SATA) 24 
ProLiant DL380 G5 1 
(1)Quad Core Intel® X-X5460 3.16 GHz 2x6MB L2  2 
(2)2GB PC2-5300 FB-DIMM DDR2-667 4 
サーバ B 
(3)146GB ホットプラグ対応 10krpm 2.5” SAS ハードディスクドライブ 3 
StorageWorks MSA60 2 
(1)Smart アレイ P800/512 BBWC コントローラ 2 
(2)Modular Smart Array60 2 
ストレージ
B 




表 5.4.5-1 ソフトウエア構成一覧． 
ソフトウエア 名称 備考 
OS Redhat Linux ES5 オペレーティングシステム 












タイルサーバ Ka-Map-1.0 [サービス層] 
タイル画像作成，アクセスプログラム 
GIS GRASS-6.3.0 [データ蓄積層層] 
オープンソース GIS システム．J-SHIS システムで
はベクトルデータからラスタデータへの変換に利
用している． 
データベース PostgreSQL-8.3.3 [データ蓄積層層] 
オープンソースリレーショナルデータベースマネ
ージメントシステム 
GIS アドオン PostGIS-1.3.3 [データ蓄積層層] 


















外部地図アクセス API Google Map API [アプリケーション層] 
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表 6-1 地震動予測地図の到達点と残された課題． 















































and Miyake, 2007）とその適用 























詳細法 ・ ハイブリッド法による波形計算 
























データ公開 ・ 確率論的地震動予測地図の年更新 
・ J-SHIS による地図及びデータの公開 
・ 地震カテゴリーの導入  


































































































（原稿受理：2009 年 10 月 2 日） 
 
  
